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巻 頭 一畜

規 制緩和 につ いて憶 うこ と

石油連盟

専務理事 能 登 勇
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・規制緩和が経済のあ らゆる分野で検討されている。その当事者の一人 として,議 論の過程で

考えていることが二つある。それを御紹介 したい。

・規制 を緩和 し,経 済の効率化,活 性化を図ることは大事 なことである。

しか し,無 秩序,無 政府状態が理想だ と考えている人はいない筈である。 自由競争 とはいっ

て も,そ こには何 らかの秩序がなければならない。そして,秩 序 を維持す るためには,規 制が

必要である。

私は,そ の秩序の一つは 「公正」であると考 えている。自由競争は,公 正な土俵の上で行わ

れなければならない。エネルギー間の自由競争 も,税,備 蓄義務等の面でイコールフィッティ

ングにして,行 うべ きである。これが第1点 である。

・第2点 は,「規制緩和,自 由化」が,唯 一絶対の価値判断基準ではない ということである。

ウルグァイラウン ドが成功 し,貿 易の自由化がほぼ実現 した途端に,労 働基準,環 境基準が

国際水準以下 である国か らの輸入を規制 しようという動 きが,国 際的に,出 て来た。国内 をみ

ても,平 岩 レポー トが 「社会的規制は"自 己責任"を 原則に」 といっているにもかかわらず,

PL法 制定の動きが活発化 している。今後,景 気 回復につれて環境問題が再燃し,そ のための

規制強化が,税 の問題 を含めて論議されることとなろう。

「規制緩和 ,自 由化」というモノサ シだけでは律 し切れない課題があ り,そ れ らの課題は 「規

制緩和,自 由化」 と同等の優先度をもつ一 これが第2点 である。

・石油産業についていえば,そ の課題は 「エネルギー安定供給の確保」である。 したがって,

石油産業における規制緩和,自 由化は,「 エネルギー安定供給の確保」と両立するものでなけれ

ばならない一 これが私の結論 である。

昨年12月1日 の総合エネルギー調査会基本政策小委貝会 中間報告を引き継いで開始 された石

油審議会石油部会の審議に期待 している。
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これからの新エネルギー と原子力を考 える

林

山本

政 義(原 子力委貝会委員)

寛(勧 エネルギー総合工学研究所理事長)

潔潔潔葵潔潔潔潔潔潔潔潔潔潔潔潔灘慈潔潔潔灘薬潔潔潔巽潔潔潔潔潔潔潔灘 慈潔潔潔潔潔灘 寒葵

1.NEDOで のお仕事 と石炭の有効活用

理事長 どうもきょうはご多忙のところをあ

りが とうございます。

林さんは,エ ネルギーについては,動 燃事

業団(動 力炉 ・核燃料開発事業団)で の原子

力か ら始 まり,そ れか らNEDO(新 エネル

ギー ・産業技術総合開発機構)で 原子力以外

のエネルギーをや られ,ま た現在 も原子力委

員会 の委員 をおや りになってお られ ますの

で,い わばオールラウン ドで,日 本のエネル

ギー界ではほん とうに最高の,ま た,い ろい

ろなことをご存知の方でいらっしゃいます。

きょうはそのような意味あいから,な るべ く

平易に,難 しいことは抜 きにしてお話 を伺わ

せていただきたい と思いますので,ど うかよ

ろしくお願いいた します。

今 日は,最 近話題になっている高 レベル廃

棄物の処分の問題について もいろいろとお話

を伺わせていただきたいと思っているのです

が,こ れは一番最後に伺 うこととして順序 と

いたしましては,や はり化石燃料,ガ スなど

の在来のエネルギー,そ れか ら,そ の次に新

エネルギーのお話しをいただ きまして,原 子

力関係については最後に伺わせていただきた

いと思います。
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在来のエネルギーは主体は化石エネルギー

でございますが,こ の頃はガスも非常に 日の

目を浴びてきてお ります。 しか し何 といって

もやはり量的に多いのは石炭だ と思います。

石炭は依然としてこれか らも有効に使 ってい

かなければならないエネルギーであることは

間違 いないと思いますので,石 炭についての

新 しい技術の開発導入は是非 ともやって行か

ねばな りません。そのひ とつ として ク リー

ン ・コール ・テクノロジー とい うようなこと

が言われ まして,NEDOも 力を入れてやっ

ておられます。

その一方,石 炭液化ですが,「まだそんなこ

とをやる必要があるのか」 とい う人 もいるわ

けですが,そ の辺,石 炭液化 も含め まして,

石炭 あるいは化石燃料についてどのようなお

考えを持っていらっしゃるのか最初に伺わせ

ていただければと思います。

林 先程先生がおっしゃられたように,動 燃

事業団,NEDOと,原 子力 ・新エネルギー

に関わることにな りまして,私 としては非常

にあ りがたい巡 り合わせだったなというよう

に思 っているところです。

ところで地球上の既存のエネルギー として

石炭は群 を抜いて多いわけですから,や は り

これは貴重なエネルギー源 として今後 も大い

に人類のために役立てる必要があるのではな

いか と思います。

NEDOで は,こ れは先生 もご承知のよう

に,オ ー ス トラ リアのビク トリア州のモーエ

ム というところで褐炭の液化を手がけてまし

て,こ れが1日 当た りパ イロットプラン トで

50ト ンに達 しまして,1700時 間以上の長期運

転 を重ね,そ の結果,非 常にいい結果が出た

のではないか と思います。50%以 上の油の回

収率 を得ました し,初 期の目的を達 したのだ

ろうと思います。それで現在,プ ラン トの解

体 を実施いたしまして,商 業規模 を想定 した

プラン トの設計手法についてまとめていると

ころでございます。

どうして今頃石炭の液化だというようなお

話 をするのかと申します と,や は り私が思 い

ますには,油 というのは非常に価格が不安定

でして,ご 案内の ように,中 近東や中東では

非常に政情 も不安定であり,か ってのオイル

ショック,その他の経験もしてお りますので,

やは りわれわれが こういう技術 を拡幅 してお

くということが今後エネルギー生産にとって

非常に有効ではないか ということです。

褐炭はそのようなわけで無事に進んだわけ

ですけれ ども,こ れ と同時に,石 炭の二つの

大 きな流れであ ります褐炭 と渥青炭 とをや っ

てお く必要があるということで,渥 青炭の液

化にいま取 り組んでいるところです。渥青炭

の方は最初は1日250ト ン という規模 だった

のですが,こ れの規模 を1日150ト ンに縮小 い

たしました。本プ ロジェクトはNEDOを 主

体 として,鹿 島の住友金属の構内で現在実施

してお ります。いままでに基礎工事を完了 し

まして,機 器の据え付けを行 う予定 というよ

うに伺 ってお ります。

これは何度 も申 し上げ るようですけれ ど

も,石 油の可採年数が45年,石 炭が200年 以上

ということで資源量は豊富です。従って,こ

れ以外に も石炭 ガス化複合発電,こ れは福 島

県の磐城 で1日200ト ンの規模で行ってお り

まして,こ れの熱効率が43%以 上,そ れから

石炭 を利用 して水素 を製造 しようということ

で,こ れが1日20ト ンの規模。それか ら,石

炭に水素 を添加 します とガス化をす るという
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林 政義氏

(原子力委員会委員)

ようないろいろな事業 をNEDOが 中心 と

なって進めているところです。

ただ,石 炭の場合には,私 が申し上げるま

で もな く,い わゆ るCO2と か,NOxと か,S

Oxと か,そ うい う問題がございますので,ク

リーン ・コール ・テクノロジー ということで,

石炭を生産流通段階で高度に脱灰 ・脱硫 をす

るというような,い わゆる燃焼技術分野,あ

るいは石炭の改質分野,あ るいは熱分解分野

とい うことに非常に一生懸命取 り組んでお り

まして,こ れか らます ますこういう技術 を得

てい くということが今後のエネルギー源の解

決の一つの大きな意味ではないか とい うよう

に考 えてお ります。

理事長 将来は,原 子力に頼らざるをえない

時代が来る事 とは思 ってお りますけれど,い

まは風当た りが強い状態で,一 般市民の方々

には新エネルギーについての関心が非常に強

いわけですが,新 エネルギーがいまの ところ

やや力不足 とい うことであ り石油,天 然ガス

が枯渇して くれば,ど うしても次には石炭を

使用す る事 は現実的な話ですし,液 体の炭化

水素燃料 はやは り石油がな くなって くるとす

れば石炭液化が浮上す る事 もあ りうると考 え

ます と私 はNEDOが やっていらっしゃる技

術開発に全面的に賛成なのです。林さんも大

体 同じようなお考 えで……。

林 私は,こ ういう技術を持 っているという

ことがOPECの 値上げの抑制に非常に大 き

な力 を発揮す るのではないか と思うのです。

やは りこういう大 きなプロジェク トは,国 が

真先になってやっていきませんと,民間に「や

れ」 と言われてもなかなか難 しい と思います

ので,い まの国の政策は極めて適切であると

いうように判断してお ります。

2,こ れ か ら の 新 エ ネ ル ギ ー を考 え る

理事長 どうもあ りが とうございました。

次は新エネルギーに話を移 して伺 いたい と

思います。新エネルギーにはいろいろな種類

がございますが,私 は一般論 としては新エネ

ルギー も,値 段が高いものは何 とか安 くしな

ければいけませんけれども,ど うもあま り量

的には一ケ所 でまとめて大規模には頼れない

と思われ ます。 しか しそれは,い まの原子力

な り,あ るいは石油な りに代わって大規模 に

使お うとす るか らそ うい うことになるの で

あって,お のおのの新エネルギーの特徴 を活

か した使い方をすればかな り使えるのではな

いか と思 うわけですが,そ の辺いかがでござ

いましょう。

林 私 も全 く賛成でございまして,い わゆる

地球温暖化問題 とか環境問題,こ うい うもの

の解決 の面か ら,や は りこの非化石 エネル

ギー を使 うウエー トを高めていくということ

は非常に大事ではないかと思います。これは

いわゆる原子力,そ れか ら太陽光発電をは じ

め とす る新エネルギー とあるわけですが,な

かなか値段の問題 で非常に難 しい段階に差 し
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かか っていると思 うのです。

それで,これ も私が申し上げるまでもな く,

新エネルギー推進の中核機関であ りますNE

DOは,コ ス トダウンと技術開発に向けて全

力を挙げて取 り組んでいるわけです。たとえ

ば,太 陽電池は開発の当初は電池のみでワッ

ト2万 円 ぐらい したのですね。 ところが,そ

れが皆 さんの努力に よってワッ ト600円 ぐら

いにまで下がってきましたので,や は りこれ

か らコス トダウンに向けて全力を挙げて取 り

組むことが普及の最大の解決策ではないか と

思います。

それから,特 に燃料電池は実用化間近では

ないか というように思われるわけで,原 子力

は原子力 としての大量発生エネルギー源 とし

て,そ れか ら太陽光発電をは じめとする新エ

ネルギーは,い わゆ る分散型電源 としてのメ

リットを発揮 して,ベ ス トミックスというこ

とが私は非常に大事ではないか と思います。

やは り,新 エネルギー を過大に評価 をして も

いけないし,過 小評価 をして もいけないので

あって,お 互いに原子力と新エネルギーのそ

のいい点 を発揮 し合って,地 球環境の問題の

改善その他 に貢献をしてい くことが私は非常

に必要なのではなかろうかと思っています。

理事長 後で またお伺いいた しますけれ ど

も,大 規模 な発電所を立地する土地の確保が

大変難 しくなってきています。

そ して,ま た,東 京,大 阪,名 古屋のよう

な電気の大消費地へ電気 を送 り込む送電線を

設備す るのが次第に難 しくなって来ているよ

うに聞いていますが,需 要に見合 った送電を

遠方か ら行 うのが難 しくなって きているとい

うことになります と,大 都市 というのは,そ

ういった特殊の立場を考えてやっていかなけ

山本 寛

(㈲エネルギー総合工学研究所理事長)

ればいけないのではないか と思います。そう

す ると,い まお話にな りました各種の小規模

発電設備を適切に都市の中に設置して分散電

源 として使 うこと,こ れについては電力会社

も真剣に考えてお られるわけでございましょ

うが,し か し,一 方考えてみます と,各 家庭

の屋根に太陽光発電の設備が上が りまして小

規模の発電所が沢山にできるわけですね。そ

れは電力会社 としても大変厄介な もの を背負

い込むことになるわけですが,こ れはやむを

得ないことでしょうか。

林 これについては電力会社 も諸手を挙げて

太陽光発電の研究開発を導入 し全力を挙げて

や っているところでして,そ の姿勢 というの

は非常に結構ではないか と思 うのです。 しか

し,さ きほどお話 しがあ りましたように,太

陽光発電は大量なエネルギー発生にあまり向

かないわけですか ら,や はり需要家に密着 し

たこの分散エネルギー という形でその特質を

伸ばしていっていただ くことがあるいは必要

ではないかと思います。

考えようによっては,こ ういう分散型のエ

ネルギー というのは,電 力会社に とっては望

ましいことではないかもしれませんが,し か
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し,これは大局的な見地に立っていただいて,

やは り地球環境問題 その他の問題か ら,積

極的に進めていただ くことが,私 は,全 体の

エネル ギーの推進につ なが ることで もある

し,電 力会社の姿勢 を正当に評価 していただ

けることになるのではないか と思い ます の

で,い まの電力各社が積極的にこのような新

エネルギーに取 り組んでいるよという姿勢を

示 してお られるということは非常に結構 なこ

とではないかと思ってお ります。

理事長 太陽光発電に比べます と,燃 料電池

も含めたコゼネレーションというのはウエイ

トが大 きく50キ ロワットない し100キ ロワッ

トを超す とか,も っと大 きいのは500キ ロワッ

トとか,1,000キ ロワットもありますか ら電力

会社 としては,家 庭の屋根の上での発電 より

このほうが扱いやすいと思います。やは りこ

ういうものが入 って くることを電力 としては

考 えておられるのでしょうね。

林 私 もそ う思います。申し上げるまでもな

く,原 子力発電所 とい うのは非常に限定され

た ところに大容量のものを建設す ることにな

りますが,そ の場合送電 コス トというものは

バ カにならないのではないかと思 うのです。

したがいまして,地 域に密接 したところに,

仮に太陽光発電は容量は小さいか もしれませ

んけれど,「塵 も積 もれば山となる」とい う言

葉 もございますように先程先生がおっ しゃっ

た,燃 料電池ではこれは大阪のプラザホテル

で200キ ロワットの燃料電池 を設置 し良好な

運転実績をあげてお ります し,ま た,六 甲ア

イラン ドその他で も成功 してお ります。そう

いうものが渾然一体 となって電力を供給する

ことは非常に私はいいことではないかと思 う

のです。

理事長 値段が安 くなって くれば言うことは

ないのですけれども,ま だどうしても値段が

高い ところに問題があ りますが……。

それで,エ ネルギーの需要 と供給 というこ

とを考 えます と,や は り需要に見合 った供給

を行 うというのはかな りの努力が要 るという

ことかもしれ ませ んので,わ れわれの生活そ

の ものについてもいろいろ考 えていかなけれ

ばいけないと思うのです。 これは皆 さん,ラ

イフスタイルのあり方 を考えようとか,あ る

いは貴重な資源 をもっとリサイクルしようと

か,い ろいろ云っておられるのですけれ ども,

それはなかなか"言 うは易 く,行 うのは難い"

わけですが,こ れをしっか りやらなければな

らないのは当然のこととしてもその辺の とこ

ろをどうお見通 しでございましょうか。

林 なかなか難 しい問題なのですけれど,私

もエネルギー問題に関係 して50年 間取 り組ん

で まいったわけですが,地 球環境 とエ ネル

ギー問題がこれほど密接に重要 な問題 として

取 り上げられたのは最近のことなのですね。

したがって,企 業であるとか生活者,あ るい

は行政等の主体が,そ れぞれの生 き方につい

て環境への配慮 を徹底するとい うことが非常

に必要になるのではないか と思います。

そのためにはライフスタイルの変換が重要

なのですが,し か しながら,や はりこれが"言

うは易 く,行うのは難い"と先生がおっしゃっ

た通 りで,仲 々難 しい と思います。やは り,

われわれの使 っているエネルギー というのは

非常に貴重なエネルギーで大変 な努力 を し

て,電 力会社 その他がつ くり上げているのだ

ということを徹底 していただいて,そ ういう

ことを十分認識 してエネルギーの効率的な消

費に協力 をしていただ くということが必要な
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のではないか と思 うのです。

そのためには,省 エネルギーを積極的に進

めていかなければならないわけですけれ ど,

これは平成5年8月 に省エネルギー法が制定

されまして,総 合的に進めるために必要な措

置1た とえば,工 場等において省エネルギー

の努力が十分に顕著であるというような場合

には,国 が低金利の融資,減 税であるとか,

そ うい う支援措置 を打ち出 してお りますの

で,国 と一般の国民 とが一体 となって意識の

改革をして,い わゆるライフスタイルの変換

に取 り組む必要があるのではないかというよ

うに思います。

理事長 それは,省 エネルギー と申 しますか

……。広い意味では省エネルギーに入るわけ

ですね。

電力の場合によく言われますように,有 効

にエネルギー として使われているのは,供 給

されているものの約4割 で,残 りの約6割 は

熱 として捨て られている。最近は,そ の利用

効率 を上げるために,ガ スタービンと組み合

わせたコンバイン ドサイクル方式がで き,効

率がだんだん上がってきて,そ のうち50%ぐ

らいにい くのではないかと思 うのですが,も

うそれ以上 の,い ま捨て られてい るエネル

ギーの回収利用 というのは難 しゅうございま

しょうね。

林 そう思いますね。石炭ガス化複合発電で

も総合効率が43%で,い ままでわれわれの火

力発電所の熱効率が大体40%で すか ら,3%

ぐらい上がったわけですけれど,さ らに進め

て も,な かなかこの熱効率の向上 とい うのは

いろいろな面で難 しい技術の問題 もございま

す。 しか し,熱 効率 を上げるこ とによって,

キロワッ トアワー当た りの炭酸ガスの量 とい

うのは減るわけですから,や は り一生懸命取

り組 まなければいけないことですけれど,な

かなかそ う一朝一夕には……。これは もう先

生のご専 門で,ご 存知のことなのですけれど

も,な かなか難 しいのではないか と思います

ね。

理事長 この頃,河 川のある程度利用できる

温度のある水か らエネルギー を回収 して使 う

とか,ず いぶんいろいろなことが出てまいっ

てお りますが,こ れはやは りかな り実際には

や られていくものも出て くると思 うのですけ

れ ども,昔 ではちょっと考えられなかったこ

と力飢・・…。

林 ほん とうですね。あれは東京電力さんで

も,大々的に隅田川でやっているようです し,

それから中部電力でも,堀 川の排熱を利用し

てその回収に取 り組んでいるようです し,ほ

んとうにひと昔前までは考えられないような

ことが続々 と実用化されてきますので,努 力

は続けていく必要があると思います。

理事長 まあ熱の消費地が隣に続いていると

ころであればこれはできるわけですが,大 き

な発電所での排熱回収利用 というのはちょっ

と難 しいでしょうね。何かいいお考えで もあ

ればまた一つお教 えを願いまして。
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林 なかなかこれは難 しゅうございますね。

3.こ れからの原子力を考える

理事長 それでは今度は原子力のことについ

てお聞かせ いただければ と思います。私 も原

子力の事 は若干の ことは知 っているつ もり

で,日 本の原子力は非常にうまくいっている

と思 っているのですが,こ のような考え方で

よろしいんでしょうか。世界から見ると,日

本は 「うまくやっている」 と言っているけれ

ども,世 界のほかの国では批判 をしていると

ころもあるか もしれませんが,そ の辺はどう

でございましょうか。

林 私が申 し上げるまでもなく,平 成5年9

月末で,現 在運転中の原子力発電機が45基,

3,736万 キロワットでありまして,建 設中とか

建設準備 を含め ます と53基 で約4,600万 キロ

ワットになっているわけです。これは総発電

電力の30%で して,し か も設備の利用率が

74.2%と いう,世界で最 も高い水準にあ ります。

この原子力発電を日本が採用 した当初にお

きましてはいろいろな故障が頻発いたしまし

て,そ れを一つ一っ血の滲むような努力を重

ねて今 日のようなハイレベルの原子力発電に

なってきて,世 界に誇る原子力発電の運転状

況になったわけです。経済陛を見 ましても,

原子力発電が10円 ちょっと,石 油火力発電が

12円弱 というようなことで,こ の原子力発電

の長期安定性 とい うのは私は当分続 くのでは

ないか と思 うのです。

しか も,政 府 と電気事業者とが メーカーの

協力を得て,自 主技術により信頼性 とか稼動

率の向上に努めて参 りました。即ち改良標準

化 を1次 か ら3次 まで取 り組 んでお りま し

て,こ れは先生 もよくご存知のように,こ れ

の成果を踏まえて,日 本型軽水炉の確立 とい

うことで,ABWR,APWRの 開発が進め

られて,東 京電力の柏崎 ・刈羽原子力発電所

の6,7号 機にこのABWRを 採用す るとい

うようになってきたわけです。

今後,原 子力発電についてわれわれは,経

験の蓄積一 いままでも長い間経験 を積んで

きたわけですが,こ れ を積極的に活用 して,

それから安全性の原則の再確認を最重点 とし

て,故 障・トラブル対策の高度化 とか,ヒ ュー

マンファクター対策の高度化,安 全設計の高

度化,こ ういう性能の追究に全力を挙げて取

り組んでいきたい と思 ってお りますの で,

チェルノブイ リのような,あ のような世界を

震憾させ るような事故 というのは日本では絶

対に起 きないということを確信 してお ります

し,か な り長期にわたって軽水炉時代 という

のは続いてい くのではないか と思ってお りま

す。

理事長 原子力発電所の新規のサイ トを求め

るというのは大変難 しい ということを電力会

社は言っていらっ しゃるわけで,そ れはよく

分か るのですけれども,考 えてみます とすで

に原子炉があるところのサイ トには増設が進

んでいるわけです。 と申しますのは,す でに

原子炉があるところの地域では,地 域住民は

そこに増設することに対 して大 きな抵抗を示

していない ということで,原 子力発電所の存

在 をもう認めている とい うか,一 緒に付 き

合ってみて,こ れは安心だ と思っているので

はないかと思 うのですが,そ の辺はいかがな

ものでございましょう。

林 ほんとうにおっしゃったとお りだ と思い

ます。それで,な かなか新規立地地点を求め

ることが難 しいのですが,地 点によっては明
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るい兆 しが見えてきました。われわれ として

は新 しい地点の開発に全力を挙げて取 り組 ま

なければいけないと思います。全体 として考

えます と,お っしゃられたように,増 設はい

いけれども,新 規地点の立地が初期段階で非

常に難航 しているとい うのが現状でして,そ

のためには,原 子力の必要性 とか,安 全性 と

か,こ うい うもののご理解 をいただ く必要が

あるのではないか と思います し,わ れわれ も

含めて,や は りそうい うような努力をいま,

なお一層行 う必要があるのではないか と思 う

のです。

安全性については,や は り既設の原子力発

電所の安全運転 というのは地道に積み重ねて

い くことが一番大事で して,地 元のご理解を

得 るためにも大変重要 なことではないか と思

うのです。

それで,地 元のニー ズに応えてい くという

ことも今後必要ではないか と思 うのですが,

いわゆる地域共生型発電所,こ れを実現す る

ことこそが地元のご理解 を得 るための必要条

件ではないかと思 うのですね。

それでは,地 域共生型発電所 というのは具

体的にはどういうものか ということですが,

いわゆる発電所から出ます排熱を利用すると

か,あ るいは人の雇用の問題であるとか,そ

ういうもの を積極的に地元にご説明をして,

地域 と共存共栄 をしてい くとい うことが必要

ではないか と思います。

これについては,従 来か ら国の支援 も非常

にいただいているわけであ りますけれど,や

は り,増 設はよ くて新設は非常 に難航 してい

るということでは,今 後の増大する電力需要

をとてもまかない切れ ませ んので,全 力を挙

げて新規地点の開発に取 り組んでいかなけれ

ばならない ということを痛感 しているわけで

す。

それで,電 源開発調整審議会で電源立地を

「国を挙げて支援すべ きプロジェク ト」 とい

うように位置づけていただきまして,平 成5

年6月 に総合エネルギー対策推進閣僚会議 で

最重要対策電源 といたしまして珠洲の1,2

号 を指定 していただきましたし,ま た東通,

それか ら女川,志 賀の3地 点で基数の追加が

行われ まして,こ ういう新 しい新規地点の指

定は昭和61年 以来のことであるというように

私は承知 をいたしてお ります。やは り官民一

体 となって取 り組んでいきません と地球環境

のためにも,西暦2010年 には7,250万 キロワッ

トというような原子力目標を掲げてお ります

ので,こ れの達成のためにも全力を挙げてい

きたいとい うように思っているところです。

理事長 まあ,で きれば紀伊半島の東側,西

側それは中部電力と関西電力ですが,こ の ど

こかにできるとよろしいんですけれ どもね。

立地問題が少 しや りやす くなって くれば,情

勢 も全 く変わって くる と思 うの ですけれ ど

も。

林 そうですね。 これはわれわれ も念願する

ところでして,ま た皆 さん方 のお力添 えを

賜 って一生懸命や りたいと思ってお ります。

理事長 しか し,こ れは考えてみます と,何

も原子力発電所に限らずで,石 炭火力発電所

であっても,地 元の反対は,新 しくつ くると

なるというと大 きいわけですからね。

林 私 も中部電力でいろいろな困難な立地に

ず っと関わって きたのですが,と にか く一つ

の地点に発電所を建設するためには20年,30

年 とい う非常に長い期間がかかるようになり

まして,お っしゃったように,原 子力発電所
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のみならず,普 通の火力発電所でも大変な期

間がかか ります。やは りそのためには,エ ネ

ルギーの重要性 ということを地元の方々にご

認識 をいただ くというのがまず先決ではない

か と思 うのです。

理事長 日本の場合はこれから人口がどれ ぐ

らいの伸び率 で増えてゆ くかは知 りませんけ

れど一 その うちピー クが来るとかいう話で

すが一 やは り人口が増えます とどうして も

エネルギーが必要ですか らね。

林 西暦2050年 には,あ る試算では世界の人

口は100億 を突破す るだろうと言ってますの

で,こ れはやは りそれだけの膨大な人口を養

うための電力 というのは極めて大きくなるわ

けです。

理事長 いまおっしゃったのは世界人口です

が,日 本の場合 も1億3,000万 人 ぐらいのとこ

ろで山があ るのか どうか知 りませ んけれ ど

も,し か し,人 口の都市集中があ ります と,

先程のお話のとお り,発 電所ができても遠隔

地か ら電気を運んでこなければいけないわけ

ですね。 これはやは り大変な仕事でございま

すか ら,や はり分散型の,都 会に密着 した燃

料電池とか太陽光発電 とか,そ うい うもの と,

それか ら原子力との融和 というのは非常に必

要になって くるのではないか と思 うのです。

もう一つ,非 常に大切 と思 うのは,負 荷平

準化 と申しますか,昼 と夜の需要の差,あ れ

はやは り非常に大 きな問題でございますね。

林 これ もNEDOで 十分力を入れて,九 州

電力の鹿児島の変電所でや っているようです

が,あ あいうものが積み重なっていけば,電

力のピー クのカットには有効 な手段だと思い

ます。

理事長 それだけ,余 計な設備 を投資しなく

て もいいということになるわけですね。

それでは,こ こで人材確保 について少 し伺

わせて頂 きます。この頃,大 学では原子力に

限 らず,工 学方面への希望者が少な くなって

お りまして,そ の中でもまた原子力の希望者

が少ないようですが,そ のほかにもやは り原

子力関係の発電所で働 く人たちの確保につい

て も従事者の,年 齢が年々上がって くるわけ

でございますから,現 に原子力産業会議など

でも一生懸命考 えてお られるようですし,各

電力会社でも非常な関心事であるのでは と思

いますが。

林 原子力発電所 といいます と,い わゆる放

射線によって非常に危ないのではないか とい

うようなイメージがつきまとっているわけで

すが,こ れは私は現実 とは非常に大 きくかけ

離れているのではないか と思うのですね。そ

のためにこういう悪いイメージを打破 してい

ただ くためには,現 場をまず見て もらうこと

が必要ではないかと思 うのです。聞きます と,

原子力文化振興財団が,原 子力発電所 を希望

す る学生を現場に案内 して見て もらうという

計画があるようですけれ ども,ま ことに時宜

を得た計画ではないか と思ってお ります。

私は,電 力会社に40年 奉職いたしまして,

その間,一 貫 して送変電,そ れか ら発電設備

を手がけてきたわけですけれど,い まで も現

場にまいりまして,自 分が昔手がけた設備を

見 ることに よって,自 分 が技術者 としてよ

かったな とい う誇 りを痛感 してい るわけで

す。 どんな仕事でも立派な価値 ある仕事 では

あ りますけれど,こ うい う物 をつ くり上げる

喜びというものは何物に も変えがたい,非 常

に貴重な喜びではないか と思いますので,原

子力に対する誤ったイメージをぜひ捨ててい
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ただいて,こ れか らの日本の国のエネルギー

を救う原子力の分野に進んで携わっていただ

くことを心から希望す るわけです。

理事長 やは り,何 はともあれ,ど ういう仕

事なのか ということを見て もらわないと。 こ

れが一番ですね。

林 ええ。見ていただ くことが先決ではない

か と思います。

理事長 それから,東 京に出て来るばか りが

能ではありませんので,そ れぞれの地元で働

いていただ くことも大事なことだ と思います

ね。

4.高 レベル事業推進準備会について

理事長 最後に,廃棄物のことになりますが,

高レベル事業推進準備会 というのは,い まど

んなことをやってい らっしゃるんでございま

しょうか。

林 これは,使 用済燃料の再処理 をしまして

出てきます廃棄物の処理 ・処分 を確立す ると

いうことは,原 子力に とって最後に残された

非常に重要 な問題ではないか と私 は思い ま

す。特に,高 レベルの廃棄物をきちん と始末

をするとい うことが非常 に大事であ りまし

て,そ のために高レベル事業推進準備会 とい

うものが昨年5月 に発足したわけです。

これは,実 は私が動燃事業団の理事長時代

に痛感 をしたのですけれ ども,い わゆる高 レ

ベルの地下研究施設で大変 な苦労 をいたしま

して,や は りこうい う重要 な事業を推進す る

ためには一特殊法人ではとて もできるもので

はないので,国 と電力会社,そ れから研究機

関,こ ういうものが一体 となってやらなけれ

ばいけないということを非常 に痛感 して,関

係の皆様方にもそのことを申し上げて きたわ

けですが,平 成3年10月 に科学技術庁,通 商

産業省,動 燃事業団,電 気事業連合会の4者

で高レベル放射性廃棄物対策推進協議会 とい

うのが設置され まして,高 レベル廃棄物 を今

後どういうように対処するかということを国

と電力 と一体 になって検討 してきたわけであ

ります。

そのためには,事 業の準備 を円滑に進める

ためにやは り一つの事業体が要 るだろうとい

うことで,先 程申し上げた高レベル事業推進

準備会 とい うのが昨年5月 に設立されたわけ

です。

これは現在,私 が会長を仰せつかってお り

ますが,私 以下12名 でございまして,ど うい

うことをやるのか ということなのですが,高

レベルの事業化計画に関す る事項,そ れから

実施主体 をどういう形でつ くるのか,そ の業

務 内容はどういうことか,そ れから,一 体 こ

の事業資金はどの くらいかかるのか,国 が関

与するための法律 をきちんとする必要がある

のではないか,そ れか ら広報 一 何 といって

もこれは広報が大事 であ りますので こう

いうものを西暦2000年 をめどにこの準備会で

やれ と,こ ういうことでできたわけです。

実は先般,私 はヨーロッパ各国を回ってき

たのですが,ヨ ーロッパ各国で も非常に真剣

になってこの問題 に取 り組んでお りまして,

やはりこういう大事業 を遂行するためには国

際協力ということが欠かせ ないのではないか

ということを痛感いたしました。

日本で高レベルに関 して一番豊富な知識 を

持ってお りますのは動燃事業団であ りまし

て,動 燃事業団の仕事は地下研 究施 設 をつ

くっていただ くこと。これによって,♂安全性

とか,き ちんとや っているのだなとい うこと
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を国民の皆さんにご理解 を得て,そ れから立

地に取 りかかってい くことが筋ではないか と

思 うのですが,わ れわれの準備会は立地業務

はいたしません。立地までの準備機関という

ことで,さ きほど申し上げた五つの点 を地道

に積み上げて,悔 いのない高レベルの処理事

業につなげたいと,こ ういうことでや ってお

ります。

理事長 西暦2000年 というのは 目前 というこ

とで ご ざい ます ね 。

林5年,6年 な どは また た く間 に過 ぎ ます

か ら,全 力 を挙 げ て2000年 ま で に与 え ら れ た

仕 事 をや り遂 げ た い と思 っ て お り ます 。

理 事 長 そ うで ご ざ い ます ね 。 ほ ん と うに 大

変 で い らっ し ゃ る と思 い ます が,こ れ か ら も

ど うか よ ろ し くお 願 い い た し ます 。 本 日は 大

変 あ りが と う ご ざ い ま した 。(1994.2.7)
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総合エネルギー調査会総合部会基本政策

小委員会中間報告 について
～強靱 か つ 、 しなや か なエ ネル ギー ・ビジ ョン ～

渕 上 善 弘※
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以下に,中 間報告の概要 を御紹介する。
は じめに

通商産業大臣の諮問機関である総合エネル

ギー調査会の総合部会基本政策小委員会(委

員長:生 田豊朗財団法人 日本エネルギー経済

研究所理事長)は,平 成5年12月1日 に,今

後のエネルギー供給体制に関す る中間報告 を

とりまとめた。同小委員会は,最 近の我が国

のエネルギー を取 り巻 く状況の変化 を念頭に

置いて,今 後のエネルギー政策のあるべ き姿

を改めて検証することが必要であるとの認識

の下,同 年9月 に新たに設置されたものであ

るが,小 委貝会では,エ ネルギー需給安定化

対策のあ り方,エ ネルギー供給体制に係 る規

制のあり方の2つ の視点について検討を行 っ

た。

本中間報告は,石 油危機後20年 聞のエネル

ギー政策の再検証 とい う性格の ものであり,

エネルギーの安定供給,エ ネルギーの効率的

供給,地 球環境問題への対応 という要請に応

えるためのエネルギー政策の課題 として,①

エネルギー需給安定化 を目指 した包括的取 り

組み,② セキュ リティ向上 と地球環境問題へ

の対応を目指 したエネルギー政策の国際的展

開,③ 一層の効率性 を目指 したエネルギー供

給体制の柔軟化 を挙げている。

第1章.エ ネルギー需給 をとりま く情勢の

分析

1.総 論(エ ネルギー をめ ぐるリスクの性格

の変化)

エネルギー需給 をめ ぐっては,従 来,石 油,

中東地域に係る不安定要因が念頭に置かれ,

これに対応した取 り組みが需給安定対策の中

核であり続けて きたが,今 後も,石 油,中 東

地域についての不透明要因は残 り,予 断を許

さないものの,以 下のような新たな リスクの

重要性が増 して きている。

第1に,冷 戦後の国際情勢を踏まえると,

世界の紛争地図について,従 来 とは異なる不

確定要因が増 し,中 東以外の地域について も

注意深い配慮が必要 となっている点である。

第2に,石 油以外の化石エネルギーについて

も,安 定供給上の懸念材料(供 給インフラ整

備の遅れ,開 発の困難化等)が 増大 している

点である。第3に,原 子力について,旧 ソ連

における核管理,発 展途上国において増大 し

つつある原子力発電の安全性,核 不拡散政策

に対する国際的な関心の高 まりといった,我

が国の原子力政策に影響 を及ぼ し得 る国際的

ファクターの重要性 が増大 している点 であ

※ 通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房企画調査課
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る。第4に,地 球環境問題への対応が,エ ネ 給逼迫化,特 に需要の急増が,日 本を取 りま

ルギー需給にとって,現 在におけるよりもさ くアジア ・太平洋地域において顕著 となる見

らに重要な制約的要因となり得 る潜在的可能 込みであるということも同時に考慮す る必要

性が存在す る点である。 がある。

今後の政策展開に当たっては,こ のような

リスクの性格の変化や新 たな課題 を考慮 して2.国 際エネルギー情勢

い く必要があるが,中 長期的なエネルギー需 冷戦の終結に伴い,現 在,国 際政治情勢が

表1エ ネルギー供給国の政治及び経済情勢の概要

中 東 ロ シ ア ア ジ ア

これ までの状 況 (1)構造的 に抱 え る要因 (1)旧ソ連 ブロッ クにエネル ギー供 (1)長期政権下におけ る経済 成長

①国境設定の経緯 給 を行 うこ とによ り,域 内の政

②複雑な民族 ・部族構成 治的 ・軍事的結束強化に貢献 各国の成長率(%)

③宗教の対立が政治的対立に直結
(2>東西冷戦構造 を背景とした要因

(2)西欧に対 して もパ イプ ヲインに

よ り天然 ガスを供 給
8889909192

米ソ2大 勢力の中東戦略が同
地域の軍事的バランスを左右

(3にれまでの地域紛争

(独 ・仏 ・」奥 ・フィ ンラン ドはロ

シア依存度高 い)

これ まで旧ソ連 は天然 ガスを

イン ドネシア

(GDP)
マ レ イシ ア

(GDP)

5.77.47.46.65.5

8.78.59.88.88.0

①第1次 一第4次 中東戦争 政治的武器 として使用した例は 中国(GNP) 1.23.95.07.012.8
ア ラブ諸 国対 イスラエル。 無 い

石油戦略 の発動。 (3>エネル ギー に関 して,我 が 国 と (2)構造的諸問題

② イラン ・イラ ク戦争 は これ まで関係 はほ とん どな し ・貧富の差

イランのイス ラム原理主義対 ・債務増

イラクの 「ア ラブ盟主」へ の野
・民族間融和

心。石 油積み 出し施 設,タ ンカー
・民主化運動(天 安門事件等)

への攻撃,ホ ルム ズ海峡封鎖へ

の懸念. 篤

③アラブ強硬派諸国の西側寄 り軌

道修正
エ ジプ ト,シ リアの路線変更

に よ り,イ ラ クが次第 に弧立

近年の変化要因 (1)冷戦構造の終焉 と中東パ ワーバ (1)旧ソ連崩壊 による情勢変化 (1)政治情勢

ランスの変化 イデ オロギー対 立の解消 後継体制の不透明

湾岸戦争 を経 て,同 地域 におけ ただ し,政 治的不安 定,共 和 国 (2)経済情勢

る米国の軍事的プレゼンスが拡大 問対立 ・民族対立,経 済混乱が顕 外国投資が大幅に増加 し,各 国

米国の中東政策に係る自由度が 在化 し,エ ネルギー セ クター に も の経済成長は引き続き高水準で進

拡大(中 東和平プロセス進展) 影響 展

イ ラン脅威論,軍 事支 出の増大, (2)エネル ギー セ クターの動向 (3)国内の諸課題

等 資機材の不足,経 済悪化等によ 貧富 の差,イ ン フ レー シ ョン,

②国内事情の変化 りエ ネル ギー の生産 は低下。一 方 国際収支悪化,環 境問題 等

貧富の差の拡大 有力 な外貨収入源 として,旧 ソ連 ④冷戦構造の終焉

国内経済の不振 共和国 よ り旧ソ連 以外の東欧 ・西 東南アジアの安全保障体制の見

イスラム原理主義の台頭 側諸国への輸出が増大 直しが必要(南 沙諸島問題,米 国

国民の政治意識 の高 ま り,等 中長期的なエネルギー生産の拡 の外交政策の転換)

大には外国投資の拡大が不可欠

今後の展望 (1)意図的供給途絶の可能性は減少 〈1)旧ソ連 におけ る石 油生産の減 退 (1)短期的 にはエネルギー供給 に与

(2)一方,地 域紛争,国 家間紛争の は中東依存度を高めることとな える切迫 した危険性は小さい
可能性は逆に高まりつつある る (2)中長期的国内課題の存在

(3)「偶 発的かつ 中規模 」 な供給途 (2)我が国に とって将 来重要 なエネ (3)冷戦構造 の終 焉に より,ア ジア

絶の可能性 ルギー供給源 となる可能性 地域での政治,軍 事的安定の大

(4)エネル ギー供給地 域 として世 界 ・意図的供給停止の可能性なし きな要 因であった米国のプ レゼ

に 占め るウェイ トは一層高 まる ・外貨獲得の ため の西側諸 国へ ンスが低下

見込み。我が 国のエネル ギー安 の輸出意欲大 (4)中国の覇権 的動 きに よるパ ワー

全保障上より重要な地域に ・外国投資誘致意欲大 バ ランスへ の影響

(3)ただ し,国 内面,あ るいは共 和 (5)エネルギー供 給面の役割が減退

国間に不透明要因 す る一 方,エ ネルギー需要 が大

幅増大の見込み

出典:資 源エ ネルギー庁
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流動化 しているが,今 後は,民 族,宗 教,国

内問題等に起因する偶発的な地域紛争等が,

エネルギー供給障害をもた らす可能性が あ

る。このような事態が発生する可能性は,中

東地域 に限定 されてな く,そ の他 のエ ネル

ギー供給地域についても不透明要因が存在す

る。

3.国 内エネルギー情勢

需要面は,民 生 ・運輸部門を中心 として,

「石油代替エネルギーの供給目標」 を上 回る

エネルギー消費の伸 びとなっている。一方供

給面は,第1次 石油危機以降,石 油依存度は

約20%低 下 し,そ の分天然ガスと原子力が増

加 したが,供 給 目標の達成のために も,今 後

とも新エネルギー と原子力の一層の推進が必

要である。

石油製品の動向としては,原 油の重質化 と

もあいまって,二 次精製設備の導入が十分に

進 まない場合,国 内市場の需要面 と供給面に

おける石油製品のバ ランスに ミスマッチが生

じる可能性(C重 油ネック)が ある。

電力の動向としては,今 後 とも需要の拡大

が見込 まれ るが,・新規電源開発の リー ドタイ

ムの長期化,電 源の遠隔地化が進行 している。

ガスの動向としては,需 要の産業用 ・業務

用エネルギーヘ シフ トしてお り,LNG導 入

の進展により,地 域限定的な供給形態か ら,

広域的な供給形態の形成が進展 している。

第II章.今 後のエネルギー政策の基本的方向

1.エ ネルギー政策に対する要請

今後 の我が国のエネルギー政策 に対 して

は,① エネルギー需給の安定,② エネルギー

の効率的供給,市 場原理の重視,③ 地球環境

問題への対応,と いう3つ の要請を達成 でき

るような,総 合的,整 合的なエネルギー政策

の展開が求められている。

2.エ ネルギー需給安定化を目指 した包括的

取 り組み

(1)基本的考 え方

今後は,石 油以外のエネルギー,中 東以外

の地域が抱える課題をも念頭に置いて,複 眼

的視点に立った,総合的・包括的なエネルギー

セキュリティ対策が必要である。

(2)化石エネルギーの安定供給対策

① 石油安定供給対策:備 蓄,自 主開発,

中東産油国との連携強化

②LPG安 定供給対策:国 家備蓄基地建

設の早期着手が必要

③LNG安 定供給対策:新 規LNG開 発

プロジェクトに係 るリスク軽減を図るた

めの公的措置を検討,LNG供 給中断に

備 えた,電 源のベス トミックスの構築,

代替天然ガス製造設備の保有,業 界間相

互融通スキームの検討(石 油審議会開発

部会)

④ 石炭安定供給対策=ア ジア太平洋地域

における石炭供給力拡大へ向けた協力,

クリーン ・コール ・テクノロジーに係 る

国際協力の幅広い展開が必要(総 合エネ

ルギー調査会石炭部会)

(3)非化石エネルギーの開発導入策

① 原子力開発導入策:原 子力発電の安全

確保対策,プ ル トニウム利用のあり方,

周辺国への原子力協力等の考え方等につ

き,内 外の情勢変化 を踏まえ,検 討 を行

うことが必要(総 合エネルギー調査会原

子力部会)
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エネルギー利用の効率向上
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需 要 増 大
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の遅 れ
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石 油 へ の ウ エ イ ト

の シ フ ト
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中東依存度
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困難
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石 油 へ の ウ エ イ ト

の シ フ ト
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相対価格上昇

図1エ ネル ギー安 定 供給 対策 の考 え方

(石油,LPG,LNG,石 炭 関連)
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② 新エネル ギー開発導入策:太 陽光発

電,太 陽熱利用,CNG自 動車等につい

ては,普 及シナ リオの策定及びコス ト高

等の導入制約打開に向けた政策的対応が

必要(総 合エネルギー調査会石油代替エ

ネルギー部会)ノ

③ 水力 ・地熱開発導入策:ク リーンなエ

ネルギーであ り,純 国産で極めて高い供

給安定性を有することから重要なべ一ス

電源 として,今 後 とも着実な開発を進め

ることが重要

④ 省エネルギー政策:今 後は,民 生 ・運

輸部門の省エネ対策の充実,社 会 システ

ムか らのアプ ローチが重要 であ り,サ

マー タイム制度の早期導入へ向けた検討

が必要

3.セ キュ リテ ィ向上と地球環境問題への対

応 を目指 したエネルギー政策の国際的展

開

(1)基本的考 え方

国際エネルギー需給の安 定確保(エ ネ ル

ギー安全保障),地 球環境問題への対応は,も

はや我が国一国で完結 しうるものではない と

の理解に立ち,エ ネルギー政策の国際的展開

を重要な政策体系 として位置付けることが必

要である。

また,今 後のエネルギー政策の国際的展開

のあ り方について,ODAの 活用,政 策対話

の推進,国 際的フォーラムの活用,エ ネルギー

産業の国際的展開等の観点を含め,具 体的な

方策についてさらに検討を進めることが必要

である。(総合エネルギー調査会国際問題小委

員会等)

(2)地域別の重点課題

①先進国間協力:IEAの 場における協力

範囲の拡充(TREE構 想等)

②中東産油国 との協力:

・中長期的な中東依存度の高まりの見込

みの下で,石 油以外の分野も含めた,

対中東投資促進等の幅広い協力を実施

③アジア太平洋地域 との協力:

・域内のエネルギー効率の改善,新 エネ

ルギー等非化石エネルギーの開発,ク

リーン ・コール ・テクノロジーの普及

等に係る協力の実施

・APECを ,エ ネルギー政策協調 を行

う場へ と発展 させ ることを目指 した議

論喚起(い わば 「アジア太平洋エネル

ギー協調構想」 とい う性格の もの)

4.一 層の効率性を目指 したエネルギー供給

体制の柔軟化

(1)柔軟化の基本的考 え方

エネルギーの安定供給等の観点か ら行われ

ている現行規制については,平 時については

市場原理に委ねることを原則 とし,緊 急時対

応のための必要最低限の規制 との考え方を明

確にすることが必要である。

また,自 然独 占に伴 う弊害からの需要家の

保護 を目的 として行われている規制について

は,技 術革新の進展,規 制を通 じた需要家保

護の必要性の度合い等を踏 まえ,で きる限 り

市場原理,競 争原理 を導入 し,効 率性の向上,

消費者利益の増進 を図ることが必要である。

(2)石油製品供給体制における柔軟化

石油製品の国際市場は,原 油市場に比べて

規模が小 さく,量 的,価 格的にみて不安定で

あ り,緊 急時には安定的な供給は困難になる

ことが予想 されるため,消 費地精製方式は今
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後 とも石油製品の安定供給上重要な役割を果

たす ものと考えられる。

他方,石 油製品(特 にガソリン)に ついて

内外価格差が存在 している状況 を踏 まえつ

つ,高 品質な石油製品の安定的かつ効率的な

供給への期待に応えるべ く,現 行の制度 を見

直し,石 油産業の一層の効率化 と市場原理の

ア層の貫徹 を図ってい くための制度的な枠組

みを追求することが重要である。

以上の観点か ら,石 油製品の安定供給 と効

率的供給の要請 との適切なバ ランスをとった

今後の石油製品供給のあ り方について,近 隣

のアジア地域を含む海外市場 との関係の中長

期的なあり方をも視野に入れて,更 に詳細 な

検討 を行 うことが必要である。(石油審議会石

油部会)

(3)電力供給体制における柔軟化

電力需要 の着実 な増大 の見込 みに対応 し

て,大 規模電源の開発に引き続 き努力するこ

とが必要 であるが,大 規模電源の開発につい

ては,リ ー ドタイムが長期化 し,立 地地点が

遠隔地化する傾向にある。また,最 近の円高

の進展の中で,電 気料金の内外価格差につい

て指摘がなされているところである。

こうした中で,近 年の技術開発の成果を背

景 として,廃 棄物発電,コ ージェネレーショ

ン,産 業用 リパワ リング,新 エネルギー発電

等の,エ ネルギーの効率的な利用等の要請に

応え得る分散型電源が出現 している。

こうした状況を踏まえ,発 電部門における

市場原理の導入 という考え方に立ち,分 散型

電源の一層の導入 を図るべ く,電 力会社への

売電の推進にとどまらず,電 力会社による託

送,需 要家への直接供給のあ り方,保 安技術

の進展等 を踏 まえた保安規制のあ り方 も含

め,全 体 として効率的な電力供給システムが

構築 されるよう,幅 広 く検討 を行 うことが必

要である。 また,電 力利用の効率化や負荷平

準化の促進のため,料 金制度面での対応の検

討や蓄熱槽等の導入促進等必要な対策につい

て取 り組むことが必要である。(電気事業審議

会)

(4)ガス供給体制における柔軟化

近年,技 術革新を背景に,ガ スコージェネ

レー ション,ガ ス冷房,天 然ガス自動車等,

都市ガスの利用分野が拡大 してきたが,そ の

内訳 として,従 来 の都 市ガス需要の 中心で

あった家庭用が5割 を切 り,産 業 ・業務用需

要(大 口需要)が 大幅に増大 している。

しかしながら,現 在のガス事業規制体系の

下で,大 口需要家の選択には限界があ り,需

要家の要請に適切に対応す ることが困難な面

も生 じている。 このため,料 金等の供給条件

について,個 々の需要を反映 した適切 な競争

を可能 とするよう,よ り柔軟な仕組みの形成

に努め るとともに,一 般ガス事業者あるいは

一般ガス事業者以外の者による柔軟な大 ロガ

ス供給機会 を創出するための供給体制の構築

を検討す ることが必要である。(総 合 エネル

ギー調査会都市熱エネルギー部会)

おわ りに

今回の中間報告により,石 油危機後20年

間のエネルギー政策の再検証 を行い,エ ネル

ギー政策の今後の望 ましい方向性が示された

わけであるが,今 後は,中 間報告で出された

種々の課題について,関 連審議会 ・関連部会

等で専門的見地か ら検討を行 うことが必要で

ある。その際に,こ れらの課題の検討 と並行

して,総 合エネルギー調査会で平成2年6月
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に策定 された 「長期エネルギー需給見通 し」

についても,最 近のエネルギー需給動向等を

踏 まえるとともに,中 間報告 で示された論点

を踏 まえ,改 定の要否 も含め再度検証すべ き

時期 となっている。

このため,平 成6年2月21日 に,総 合工

ネルギー調査会総合部会基本政箪小委員会を

再開し,こ れを受けて,「長期エネルギー需給

見通 し」について,総 合エネルギー調査会需

給部会で3月 か ら検証作業を行 っているとこ

ろである。

表2エ ネルギー政策の課題 と対応

エ ネルギーの安定供給 の確保 エネルギーの効率的供給の確保

エネルギー供給地域の政治経済情勢 国際エネル ギー需給 市場原理重視の要請

中東:米 ソの影響 の下 での対立 の図式 石油:発 展途.ヒ国 を中心 と して需要 増 電 力:年 々増大 す るピー ク需要 に

が終 わ り,中 東和平が進展。 意 大 の見通 し。 対応する大規模電源の開発

図的かつ大規模な供給途絶の可 非 中東地域(北 海,ロ シア等) の リー ドタイムが長期化す

能性 は減 少。 の生産 が減退傾向 とな り,中 東 る とともに,立 地 地点が遠

依然 と して「偶発的か つ中規模」 依 存度が高 まる見込み。 隔地化

な供給途絶の可能性。 石炭:ア ジア ・太平洋地域 において需 最近,電 力料 金につ いて国

同地域 のエネルギーへの世 界の 要 が 急 増 し,供 給 面 の ボ トル 際的に割高との指摘

依存度 は今後高 ま る見込み。 ネッ クを背景に,需 給が逼迫 化 ガ ス:産 業用需要が近年大幅に増

東ア ジア:短 期的 には切 迫 した危 険性 す る可能性。 大

は小 さいが,中 長 期的には 国内 天然 ガス:地 球環境 問題の高 ま りの中 石油製品:ガ ソ リンの 日米価 格差

面 に不透明要 因。 ・ で需要 が急増。

ロ シア:我 が国 にとっては,将 来重要 新規ガス田の開発瑞境が悪化

なエ ネルギー供給 源 とな る可能 し,開 発 コス トが 巨額化。

性 。 原子力:ウ ラン資源 の供給 ソー スの安

国内面,共 和国間に不透 明要 因。 定性が 高い。

＼/ ＼ v

r、
エネルギー供給体制の柔軟化

石 油 自 主備 蓄 政 策 省エネ対策 エネ ルギー政 策

分散型電源 ガス事業規 石油製品の開 発 政 策 の国際的展開 供給体制の石油:90日 体 制 民生 ・運輸部 門 の導入促進 制の見直 し 見直し
の再構築 の省エネ推進が ア ジァ ・太平 洋

卸電力市場 大口需要に 特定石油製LPG:国 家備 重点課題 地 域の インフラ
LNGの

蓄への早

期着手
開発支援策

整備,水 力エ ネ
の活性化

保安規制の

係る規制緩

和

品輸入暫定

措置法(平ルギー開発へ の

LNG開 発プ ロ
支援

見直し 保安規制の 成8年3月

ジェ ク トに対す 見直し 期 限)の 見省エネ技術,ク
原子力政策 る公的資金によ

リー ン コー ル テ
直し

原子力立地の推
る支援 スキーム 新エネ対策

クノロジーの導 ノ
進

核燃料サイクル

の推進

太陽電池等新エ

ネルギーの本格

的普及支援

入に対する支援

原子力安全利用

に対する支援

地球環境問題への対応
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醸 ⑱ 傘 爵〉⑱ ◇馳⑱ ⑱ ⑱ ⑱ ⑱ 爵・⑱ ⑱ ⑱ ⑱ 爵〉⑱ 爵〉傘 ・や 爵〉⑱ ・港)◇参〉爵〉⑱ ⑱ 爵〉◇参〉⑱ ⑱ 傘 ⑱ 幽 ⑱ ⑱

エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所

平 成6年 度 事 業 計 画 の 概 要

㈲ エネルギー総合工学研究所

傘 ・港〉⑱ 傘 傘 ⑱ ・港>09e〈@egeegOQge¢9eaj8・09QegeogOQgoogeegoogo〈s>爵 〉⑱ 傘 懲 ・瞭 〉傘 虜6⑱ 爵 〉¢9..geogQego◇ 参・⑱

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェク ト調査研

究 を推進し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動 を進め ることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化 を一層推進 しつつ,平 成6年

度においては,次 の各号の事業 を行 う。

1.エ ネルギーに係 る科学技術に関する調査

について

エネルギーに関連する各種情報 を,国 内お

よび海外の諸機関との情報交流等 を通 じて広

く収集 し,技 術的見地か ら区分,整 理する。

(1)エ ネルギー技術デー タベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

(2)地 球環境基礎情報の収集

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科

学技術資料 ・情報の分析法,評 価法,体 系

・化法の開発 および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れらの分析,評

価,体 系化を行 うための手法の開発研究 を実

施 し,ま た,こ れら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応じ

た体系化などを行 い,そ の利用価値の向上 を

はか ることとする。

(1)エ ネルギー技術デー タベースの体系化

法の開発研究

(2)各 種エネルギー ・システムの技術的 ・

経済的評価手法の開発研究

3.エ ネルギーの開発,供 給,利 用 に係 る技

術上の基礎的事項 に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新技術 の萌芽 の発 見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特性向上,安 全性 ・

信頼性の評価,エ ネルギー開発,供 給,利 用

のための各種 システムの評価研究,開 発計画

の立案 と最適化など,部 門的,総 合的な技術

的見地からの研究を行 う。

(1)原 子力に関する安全評価,ヒ ューマン

ファクター,PAに 関す る調査研究

(2)新 エネルギー技術シー ズに関する調査

研究

(3)エ ネルギー供給見通 し等に関する調査

研究

(4)エ ネルギー変換システム等に関す る調

査研究
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(5)エ ネルギーと地球環境問題に関する調

査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の応用的事項 に関する専門的,総 合的

な研究について

刻々変化する社会的,経 済的,技 術的な多

種多様な制約の もとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関 して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステムを設計す る。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果 を具体的プロジェク トに応用す る研究

を行い,プ ラント設備や機器の開発に資する

等専門的,総 合的見地からの研究 を行 う。

〔原子力関係〕

(1)原 子力開発利用政策に関す る調査研究

・原子力開発政策の支援 システムの研究

・海外の原子力開発政策の調査分析

(2)原 子力 多目的利用に関す る調査研 究

(地域 アメニティ構想等)

(3)新 型原子炉の開発実用化等に関する調

査研究

・FBRの 実用化 に関する調査研究(新

技術適用可能性)

・軽水炉技術の洗練 ・高度化に関する調

査研究

(4)核 燃料サイクルに関す る調査研究

・プル トニウム利用に関する調査研究

・使用済燃料管理 システムに関する調査

研究

(5)原 子炉廃止措置および放射性廃棄物の

処理 ・処分に関する調査研究

・原子炉廃止措置実施の環境整備に関す

る調査研究

・日本型地層処分 コンセプ ト研究

・地層処分 クライテリアの調査研究

・放射性廃棄物基本情報資料の作成 と伝

達手法

・超ウラン元素(TRU)廃 棄物の処理

処分対策に関す る調査研究

(6)原 子力の リスク評価に関する調査研究

・エネルギー源問の定量的 リスク比較評

価

・確率論的安全評価(PSA)の 利用に

関する調査研究

(7)原 子力安全の社会科学的研究および原

子力分野におけ る人材確保問題に関す る

調査研究

・原子力に関す る意識構造分析

・原子力発電施設におけるセーフティカ

ルチャア等の実証研究

(8)原 子力分野における数値シ ミュレーシ

ョンに関す る調査研究

・プラン トシミュレータ高度化研究

・BWR熱 水力挙動解析研究

〔化石燃料関係〕

(9)炭 化水素系エネルギーに関する調査研

究

・非在来型天然ガスに関す る調査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

・メタノールの製造 ・利用等に関する調

査研究

・低公害型 自動車用燃料に関する調査研

究

(1① 石炭の利用技術に関する調査研究

(ll)未 来型製油所の在 り方に関する調査研

究
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⑰ 超重質油の利用技術に関す る調査研究

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

㈲ 自然 ・再生可能エネルギーに関する調

査研究

⑳ 省エネルギー技術に関する調査研究

㈲ 電池およびその利用に関する調査研究

㈲ 燃料電池に関する調査研究

(1の 負荷平準化 ・夜間電力有効利用に関す

る調査研究

⑯ 電気 自動車等代替エネルギー 自動車に

関する調査研究

㈲ 廃棄物発電等未利用エネルギーの有効

活用に関する調査研究

⑳ メタノール発電に関す る調査研究

⑳ 次世代高効率火力発電技術 に関する調

査研究

⑳ 水素利用国際 クリーンエネルギー シス

テム技術(WE-NET)に 関する開発

研究

㈱ エネルギー変換プロセスにおけるエネ

ルギー有効利用に関する調査研究

⑳ 新水素エネルギーに関す る実証研究

〔地球環境関係〕

㈲ 炭酸ガス回収 ・処理 システム評価等の

地球環境技術に関する調査研究

㈱ 環境調和型エネルギー ・コミュニティ

に関す る調査研究

⑳ 地球規模か らみたエネルギー需給構造

の在 り方に関す る調査研究

㈱ 低 コス ト酸性雨対策技術の開発評価

〔横断的研究〕

㈲ 各種エネルギー間の競合に関す る調査

研究

⑳ 各種エネルギー供給システムに関する

総合的評価,ベ ス トミックスの在 り方に

関す る調査研究

⑳ 人口問題 とエネルギー問題に関す る解

析,評 価

5.前 三号の研究に係 る試験について

新水素エネルギー実証 ラボラ トリーにおけ

る実証試験 を行 うほか,前 三号の研究に伴 う

電算機実験のほか,エ ネルギーの開発,供 給,

利用に資す る材料,要 素,機 器等の試験 も随

時行 うこととする。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果 に係 る

資料の作成,整 備,提 供について

前各号の事業で得 られた成果の うちか ら,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供する。 さ

らに,こ れ らの研究成果は出版,展 示,講 演

会等により公表し,で きるだけ広 く利用に供

することとす る。

また,そ れぞれの 目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係 る技術指導を行 い,

人材を養成す るなどエネルギー技術に関す る

指導,普 及,啓 発に努めることとする。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供

② 定期刊行物の出版

(3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネルギ

ー総合工学 シンポジウム,月例研究会等)

の開催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図 るためには官 ・学 ・民一体 となった協
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力体制 を整え,効 率的に機能させ ることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立

って,エ ネルギー技術上の諸問題について,

各界の専門家による討論 と情報交流を行 う場

を提供 し,責 任ある,し か も時宜に適 した新

しいエネルギー技術政策について提言を行 う

こととする。

また,エ ネルギー技術に関する国際協力の

積極的な推進など,本 研究所の趣旨にかなっ

た諸事業を行うこととする。

(1)エ ネルギー技術懇談会の設置および運

営

(2)内 外の関連研究機関 との研究協力
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リ

セ ー フ ア イ

出席 して

・サ イエ ンス国際会議 に

楠 野 貞 夫 ※

1.は じめ に

「安全」(セ ーフティ)は 我々の 日常生活 を

は じめ,産 業のあらゆる分野における重要な

要件である。この反対語は 「危険」であるが,

これに関連 して,「 リスク」とい う言葉はかな

りの 日本人が 日常的にも使用 しているようで

ある。

安全を維持する,あ るいは リスクを回避す

るためには,そ の産業に特有な技術的対応(ハ

ー ド)ば か りでなく,そ れに携わる人間によ

る ミス対策 もまた極めて重要である。 この人

間に関わる部分は,産 業の違いを越えて人的

因子や安全文化(セ ーフティー ・カルチャー)

の観点か ら共通の研究対象(セ ーフティー ・

サイエンス)と して取 り上げることができる。

また,一 般に技術にはその利便 と同時に何

らかの リス クも伴 うものである。与えられた

利便に伴 うリスクはどの程度までならば受け

入れ られるのか,す なわち リスクの受容性 も

また一つの場で検討すべ き問題である。

セーフティ ・サイエンス国際会議はこの よ

うな分野 を 「安全科学」 という共通テーマ と

して認識 し,取 り組 もうとす るものである。

この会議は第2回 目である。

原 子 力 で は,社 会 的 に そ の 安 全 性 が 特 に厳

し く要 求 さ れ,そ の 結 果 と し て確 率 論 的 安 全

評 価(PSA:ProbabilisticSafetyAssess-

ment)と い う組 織 的 で有 効 な手 法 が発 達 して

い る。 この 手 法 を用 い る こ と に よ っ て,原 子

力 発 電 に よ る リス ク を で き る限 り小 さ くす る

ため の改 良 が 行 わ れ て い る。

2。 会 議 の 概 要

[開催 期 間 二1993年11月21日 ～24日]

第1回 は ドイ ツの ケ ル ン で,今 回 はハ ンガ リ

ー の 首 都 ブ ダペ ス トで 行 わ れ た
。 開 催 団体 は

TheWorldConferenceonSafety.Science

で あ る。副 題 は"生 命,生 産 及 び 環 境 の た め の

安 全 科 学"と な って い る。

○ 参 加 者 数:402名(内,日 本 人 は11名)。 日本

人 参 加 者 の 内訳 は,鉄 道 関 係6名,自 動 車 メ

ー カー1名
,大 学 ・研 究 所2名,プ ラ ン トエ

ン ジニ ア リン グ関 係2名 で あ っ た 。 「安 全 目

標 」 の 研 究 で イ ン タ ビ ュー を し た こ との あ

る東 日本 鉄 道 の 方 だ け が 面 識 が あ っ た 。

○ 会 議 言 語:ハ ン ガ リー 語,ド イ ツ語,英 語 。

○ 会 議 の 構 成:4件 の 総 合 講 演 の他 に,4件 の 個

別 分 科 会 が併 行 して 開 か れ た 。 四つ の 分 科

会 の テ ー マ は,以 下 の とお りで あ る。

※(財)エ ネルギー総合工学研究所 副主席研究員
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A.「 人 的 リス ク因 子 」

B.「 リス ク理 論,リ ス ク基 準,お よび 許 容

可 能 リス ク」

C.「 輸 送 分 野 に お け る安 全 科 学 」

D.「 エ ネ ル ギ ー 生 産 分 野 で の 安 全 の 最 適

化 」

各 分 科 会 に は平 均13件 の 口頭 発 表 論 文 が あ

り,こ の他 に ポ ス ター 発 表 も あ っ た。

3.主 な発表内容

発表には,数 行の簡単な要約が付いている

もの もあったが,そ れさえ無いものもかなり

あった。また,OHPな ど一切無 しに ドイツ語

で論文を延々 と読み上げるだけ という講演 も

かな りあり,フォローの大変なものもあった。

英語へ の同時通訳はプロによるものではな

く,極 めて聞き取 りがたいものであった。従

って下記の内容は私のメモをまとめたもので

あるか ら,誤 解 もあるか もしれないことを断

ってお く。ただし,発 表内容に関 しては,タ

イ トルか ら判断す ると是非聞いておきたい興

味あるものばか りであったが。

まず総合講演か ら簡単にまとめる。

○エ ドワー ド・テラー

「ハ ンガ リーにおける原子力発電」

E.テ ラーはハンガ リー生まれの米国物理

学者。ドイツの大学で学び,ゲ ッティンゲン,

コペ ンハーゲン,ロ ン ドンを経て,ナ チスを

逃れ るように渡米。米国の水爆の生みの親 と

して知 られている。現在の所属はカリフォル

ニア大学ロー レンス リバーモア国立研究所で

ある。今 回は里帰 りであるが,魔 法使いが持

っていそ うな大 きな杖にすがって登場。他 に

二人の介添えが左右 を支えない と足下がおぼ

つかない。マイクを叩いてこの種の技術の リ

スクについて話をするとの前置 き。英語で少

し話 した後,自 分はハンガ リー語で考 えるの

でと断ってハ ンガ リー語に切 り替えた。以下

はその要約である。[]は 著者注である。

東西対立の崩壊によ り秘密が減 り,全 面的

な東西の協力が可能 となった。原子力に関 し

ては,安 全性の誇張 と放射能に対する恐怖が

ある。一般に進歩はある種の害 をなす とい う

恐れは疑問ではないか。確かに,環 境破壊 に

関する初老の婦人[レ イチェル ・カー ソンの

こと?]の 本がある。他方,微 量放射能は確

かに有害ではないというユー リッヒの研究者

もいる。 日本の近藤宗平 も全 く同様の研究を

した。放射線による消毒やガン治療は知 られ

ている。生物化学 もまた農業への応用は進ん

でいる。

原子力発電に関 しては,ど んな種類の原子

炉が良いのか,半世紀以上の研究 をして きた。

第二次大戦中は運転中の原子炉はプル トニウ

ムを生産 し,良 好に稼働 した。チェルノブイ

リ型の原子炉はソ連以外では作 られなかった

[これは正確ではない]。チェルノブイ リで起

こったと同 じ事故 を既に我々は40年 前に指摘

していた。それは産業の事故ばか りではな く,

人による事故でもあった。子 どもを含めて大

規模 な放射能被害が起 こった。 しか し,も う

一つの事故TMIで は
,放 射能は建物の 中に

保持 された。

ダムでさえも有害である。 これは新 しい哲

学である。何が有害なのか。ハンガ リーでは

第二世代の原子力発電プラン ト,既 存の良い

原子炉モデルであるが,パ クス原子力発電所

[著者注:Paks-1～4。 いずれ もグロス電気

出力46万kW。4基 は1983～87年 の間に次々と
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運開 した。加圧水型,軽 水冷却,軽 水減 速

VVER-440,V-213]が ある。これ らは注意深

く研究 され,運 転は優れている。パ クス原子

力発電所の能力を遅滞無 く拡張 し続けること

が必要に思われる。現在のデザインを改良す

ることは重要ではあるけれども,ハ ンガ リー

におけ るニーズと過去のハ ンガ リー人の仕事

の優秀性 を考慮すれば,進 歩への即積極的な

意志決定が私にとっては最 も高い優i先度 を持

っているよっに思われる。

「原子炉は有害であ る」とい う流言がある

が,ハ ンガ リーでは低価格で原子力エネルギ

ー を受 け取ることができる。炭酸ガスも,二

酸化硫黄 も,NOXも 出さない。私の心臓は弱

く,そ ういうものには耐えられない。放射能

は測定す ることができ,適 切に食物のために

も使 うことができる。

世界及びハ ンガ リーの将来に対 しては,新

しい原子炉が必要である。それはどうあるべ

きか。 それは安全で,い や もっと安全でなけ

ればならない。なぜか。起 こりうる如何なる

事故 も防止 し,か つフールプルーフが採用 さ

れなければならない。プル トニウムは核兵器

に転用 される。解決の可能性はある。原子炉

のエネルギー密度はそれ程高 くないものを。

私は隔離 された原子炉で土地 とゆる く結合 さ

れ,地 震によって破壊 されないものを想像 し

ている。将来は地下100mに 隔離 された原子

炉 を。燃料には トリウムーウラン233系 を採用

する。ウラン233は 第一級の核分裂性物質で

ある。

世界全体に とって,誰 によっても容易に理

解することのできる明らかな安全は,最 も重

要なことである。将来のいくつかの安全手段

は,地 下に設けた小型炉によってもたちされ

る。 これ は電 力 の 要 求 が あ る と きに は 自動 的

に 運 転 され,こ れ に よ っ て 人 的 エ ラー が 除 外

され る。 一 つ の コ メ ン トで あ るが,小 さ な原

子炉 は 大 き な エ ネ ル ギー を放 出す る こ と は で

きな い 。放 射 能 に 関 す る研 究 を加 速 させ よ う。

我 々 に は,知 識 と研 究 とが 必 要 だ 。 前 進 だ 。

注 意 深 さ と前 進 との バ ラ ン ス で あ る。

[なぜ,テ ラー が ト リ ウ ム を持 ち 出 した の

か 。 偶 然 か も しれ な い が,11月27日 の イ ン タ

ー ナ シ ョナ ル ・ヘ ラ ル ド ・ト リビ ュー ン紙 の

4頁 に は,CERN所 長 の カ ル ロ ・リュ ビア が

加 速 器 に よ る ト リ ウ ム か らの ウ ラ ン233生 産

を提 案 し た記 事 が あ っ た。 経 済 性 は望 め な い

し,技 術 的 に も多 難 で あ るが 。]

○アルバー ト・クールマン

「工業社界が安全科学か ら期待するもの」

アルバー ト・クールマンは本会議の議長。

微小周波数の電磁波,低 レベルの放射能の

安全因子は何か。生命は極めて技術的な機会

に取 り巻かれてお り,そ れをゼロにす ること

は不可能である。事故や環境に対する有害な

影響。人間と投資されたシステムの関係。 こ

れらを解明するための適切な数学 とユーザー

志向の分析手法が必要である。それは リスク

の リスク分析,主 観的評価 を行 うものであり,

信頼できる洗練 された手法である。、

ある適切な手法がチュー リヒの大学で地域

の リスクマネジメン トのために開発された。

プロジェクトは1982年 か ら始 まり,1994年 に

はさらに洗練 され単純化された利用者志向の

国際的な基準に基づ くものになるだろう。

デザインプロセスにおけるリスク因子 を考

えてみよう。デザイン技術は感情に基づ く批

判技術であり,今 日では相対的 リスク評価に
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従 う。経験 を採用すれば,相 互の知的発達の

促進(crossfertilization)を 視覚化す ること

ができる。人から独立するためには人にいか

に多 く依存 しているかを知 る必要がある。人

の影響はいかに制限されるか。それは安全の

手段であり得 るか。これを考えることはリス

ク低減のための古典的な方法である。

このほかに,社 会における定量的 リスク分

析が重要である。個人 リスクを越えるものを

計算可能にす る。最終的には,合 理的な代替

案を見つけなければならない。原子炉の安全

性はコス トにすれば回避 された死亡に対 して

10～20DMで ある。これに対 してヘ リコプタ

ーのリスクは一人の死亡に対 して4千DMで

ある。 このことから,後 者の リスク限定 コス

トははるかに大 きい。

リスク評価の結果では,潜 在的 リスクもま

た重要である。 ヨー ロッパでは自動車によっ

て5千 人が死亡 した。安全科学のチャネルは

多 くの有用 な経験 を持ってお り,原 子力か ら

他の分野への別の適用が考 えられる。ただし,

デー タバ ンクの数 が少 ないことが問題であ

る。 これは次の会議の主題になるであろう。

安全の他の分野 として,人 間に対する技術

の問題,す なわち両者の調和がある。それは,

Ergonomics(人 間工学)で ある。 しか し,そ

れは現在のところ貧弱な人間工学の装置であ

る。技術者はもっと人間について知 るべ きで

ある。 より良い解決はより良 く利用 される。

そのためには,学 際的なチェックリス トが必

要である。心理学,社 会学,等 々のチェック

リス トである。大きな産業 システムはまだ適

切に考慮 された技術を欠いている。人間 との

調和 と接点 とを欠いている。オー トメーショ

ンとは人間を自動化されたプ ロセスから疎外

するものである。 このような問題に関 して安

全科学者は行動することができる。

コス ト有効性は次元の無いパラメータとし

て,ま たハザー ドは技術の発展で考慮される。

受容は問題である。主要な技術 とともに,

人間の安全が減少 しつつある。その受容性の

受容が問題 である。それには調和が寄与する

ことが必要。学際的に理解可能な会話が求め

られる。ハザー ドという言葉がある。ハザー

ドは危険に対する生命の状態を意味する。こ

れには人間 としての基本的な要求,リ スクを

除去 しようとする努力がある。このような相

互の言葉 を作ろうとすることが必要である。

原子力発電所はいかに しばしば有害な事象

を出したか。その確率が原子力発電所 に対す

る基本的な見方になる。社会 とはいかに技術

が共通の基盤を作 ることができるかという複

雑な概念である。工業社会は死の自然原因よ

りも高い リスクを持っているだろう。鉱山は

技術的フィール ドである。最近,理 論的な値

を越えた リスクが問題になってきた。1980年

になって,大 気汚染の問題が出てきた。 ドイ

ツ環境省は工業プラン トの有害な影響 に直面

している。

技術的な受容について,安 全の専 門家は,

倫理学的挑戦が可能でなければならない。技

術から十分 な利益 を引き出 してはいない。 リ

スクは避けることのできないものであ り,個

人の要求,リ スク低減に対す る制約 など,技

術プログラムの受容に関 して挑戦 しなければ

ならない。

○パル ・ミヒェルベルガー

「技術者の新 しい仕事 としての安全科学」

講演者はブダペス ト工業大学教授。
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「防止は安全 を作 るための より安価 な道 で

ある。 もしも,そ れは高価であると考えるな

らば,事 故に遭 うはめになる。」(オ ラフ ・ブ

リッシュ,ICAO)

科学 とその境界を明確に定義することは決

して容易 な仕事 ではない。

安全科学におけ る最 も重要な点は,そ れが

理解 しやすいもので,方 法論的に統一され,

組織立てられていることである。

1.技 術一 リスク。安全科学の中心的な仕事

は理解 しやすい リスク理論を定式化するこ

とにある。 リスク分析は技術的な手法及び

定量的な リスク分析手法における中心的な

役割を演 じるべ きである。

2.人 間の性質,行 動。 リスク分析において

は,人 間は損害の誘発者である。

3.環 境 と生態学。人間の行動の有害な影響

が地球規模 で現れている。技術的なハザー

ドが地球的問題になりつつある。小 さいエ

リアにパワー と質量 とが集中している。世

界の危険にさらされている安全の リス トを

作 ることは世界の新 しいチ ャレンジであ

る。

4.技 術者の責任。人間は創造 したのか,破

壊 したのか?科 学者は自分の発明の結果に

どこまで責任があるのか?研 究の境界はど

こにあるのか?「 安全」 という概念は各時

代,各 社会において異なった要素 を含んで

いる。「安全」の概念の一部分はそれが適用

され,ま た与えられた技術を用いる人間で

ある。

リスク分析は財政 と重大に関わっている。

法的なアプ ローチとは各競争者は国際的な基

準に従わねばならないということである。

(1)技 術。ゼ ロリスクはあり得ない。ダメジ,

リスク,ベ ネフィッ トが重要 なパ ラメータ

である。 リスク評価が重要である。機械の

破損の リスクは,家 庭内では命に関わる程

ではないが,飛 行機の場合には致命的であ

る。装置の状態はモニタできる。 これは異

なる技術的挑戦である。

(2)人 間。ある技術的装置は専門家によって

取 り扱われてきた。

(3)環 境。経済的関心,炭 酸ガス濃度,オ ゾ

ン,危 険な廃棄物などは不可逆過程によっ

ては修復できない。我々は汚染の限界値が

何であるかを知 らない。生物の多様性,技

術的責任,安 全の政治的部分 も研究対象で

ある。

次に四つのセッションが同時に併行 して開

かれたが,出 席できた部分について報告する。

セッションA.「 人的 リスク因子」

議長はイェンス ・ラスムッセン(リ ソー国

立研究所,デ ンマー ク)。

第一は,リ スクには人的因子が70～20%あ

ること。個々のチームワー ク,リ スクマネジ

メン ト等の問題に対 して,こ の会議が どこま

で役に立っか。第二は,人 的安全因子。技術

的システム と人間のシステム との相互作用の

問題。 これには学際的研究が必要。

まとめ として,人 間の特性 を表すパラメー

タ,学 際的研究,マ ネジメン ト過程の重要性

が指摘 された。

発表論文 としては,マ ン ・マシン ・システ

ムにおける人間行動に対す る決定パ ラメー タ

の可能性 と限界を論 じたものが2件 あった。

人間の認知の実験 を行 うことによって,閾 値

の問題,疲 労に伴 う反応の低下を測定 した。
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また,与 えられた仕事に対する動機,仕 事量,

情報などの関係 も検討 された。

セッションB.「 リスク理論,リ スク基準,及

び受容可能 リスク」

議長はユルゲン ・ザルツベーデル(ボ ン大

学,水 利経済法研究所)。

水 と天然資源,土 地,気 候,空 気,こ れら

に対 して,市 民は何 らかの リスクを受け入れ

なければならない。それが民主主義だ。放出

量については,ど んな種類が許容されるのか,

どんな基準 を設定することができるのか。飲

料水の リスクの防止 とベ ネフィッ トの経済

性。放射線,喫 煙などのガンを起 こす物質の

放出の割合。社会的 リスクは どの程度許容可

能か。 リスクの確率評価。コス ト・イフェク

ティブ分析。 このような問題をここでは取 り

扱 う。

ドイツでは年間200人 が鉄道の踏切で命 を

失っている。それに も関わらず鉄道の存在は

許されている。その尺度は経済性,利 便,国

の経済。尺度に限度があるのか否か。医学的

には制限値は全 く設定されていない。残留 リ

スクは耐えなければならない。大都市の活動

において,1毒 物によるガンのために一万人が

死んでいる。政治的に許容で きる限度がある

のか。 また,心 理学的 リスクを反映 したもの

はない。過去十年間なん ら新 しいPSAは 定

式化されてはいない。PAは 熟慮されるべ きで

ある。

リスクの認知及び許容 される リスクに影響

する因子について,オ ランダの研究が報告 さ

れた。個人が事故で死亡す る確率の平均値 と

して,許 容 できる基準は年間一万分の一であ

ることが導き出された。 しか し,自 ら望む リ

スク,例 えば危険なスポーツに参加す る場合

には年間千分の一でも耐えられることが分か

った。

PRA(PSA)が 原子力以外の分野にも重要

である一例 として遺伝子工学への適用の歴史

が報告された。遺伝子工学は1970年 にワ トソ

ンがDNAの 構造を発見してか ら生 まれた も

のである。 しか し,1974年 には米国の微生物

学者がそのモラ トリアムを提案 した。1978年

に米国では リスク分析に基づいた実験は許可

され ることになった。1990年,ド イツ では

DNAの 組み替えの応用に関 してモデルが追

加 された。1970年 から1990年 までの問に千回

のDNA組 み替 え実験が行われた。

遺伝子工学は自然科学 と技術 との視点か ら

見るとき,PSAを 考慮す る必要が出て くる。

科学では最適なゴールのみが選択されるが,

学際的な場面では絶対的な選択 というものは

あ り得ない。PSAは 現実及び合理性に対する

リスク因子を評価 し,リ スクをいかに低減す

るかにある。

セッションC.「 輸送部門における安全科

学」

議長 は小林実(IATSS:交 通安全科学国際

協会、東京)。このセ ッションには出席しなか

ったが、議長の話だけは聴いた。人間は非常

に優れた判断能力を持っている。 しか し、人

的エラーは高度に自動化 されたシステムにお

いてさえも存在する。古典的には、人間はブ

ラックボックスとして取 り扱われていた。

新概念の 自動車の安全においては、受動的

安全 も考慮される段階になっている。頻度 と

して一億分の一(10-8)が 耐えられるレベルで

あろ う。利用者志 向または利用者に優 しい
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(USER-FRIENDLY)シ ス テ ム が 必 要 で あ る。

セッションD.「 エネルギー生産部門の安全

最適化」

議長はヨセブ ・バルキー(人 的因子技術委

員会議i長,ASME,米 国)。

米国では,原 子力は トピックスではない。

石炭火力は天然ガス火力に置 き換えられつつ

ある。図1は システム"A"の 意志決定 ツリーを

表 している。新 しい手法は失われた利益 を評

価することも含んでいる。 この意志決定 ツリ

ーは逆方向に見 ることも可能である。

リスクのPA,汚 染 などの国際的登録が必要

である。

○大規模プラン ト,環 境 リスク,環 境基準

についての倫理的正当性,透 明性,合 理性

などにつての議論があった。大衆の意見 と

い うものは,参 加はするが決定はしない も

のである。 リスクはより透明でなければな

らない。財政的基準は必ず しも必要ではな

い。環境に対するリスク基準か ら安全原理

が出て くる。

○環境 リスクの概念は環境法のまさに中心

である。一般的に受け入れられている汚染

の定義は汚染の リスクを含んでお り,ま た

環境法の主目的は環境害の防止である。

リスク志向の手法には三つの視点が国際法

の中に含 まれている。

a)オ ゾン層の減少,地 球気候 の変動,あ

るいは生物学的多様性の減少のような地

球 リスクの増加。最近持 ち上がって きた

予防原理は,決 定された活動が潜在的に

有害な結果 をもたらすか科学的確信が持

てなくとも,防 止の必要性 を考慮す るも

のである。

b)環 境劣化の リスク評価の必要性に対応

して,そ れが計画された活動あるいは事

故によるものかとい うことがある特定の

緩 和

,1・ 確 率
× 利益

前駆事象
頻度

器具 人 装置

器具

和
率

緩
確

人

× ハザー ド

過酷度=リ スク

(逸失利益を含む)

装置

図1シ ス テ ムt"A"意 志 決 定 ツ リー
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法的手続 きを生み出した。即 ち環境影響

申告である。

c)環 境 の緊急事態に対す る準備及び対応

は産業事故及び海洋汚染に対する国際条

約 とECの 指針 とによ りしば しば予測 さ

れ る。両方の場合について,そ のような

緊急時に対する準備 と,既 に起こって し

まった事故への対応 とは区別され る。

ポ リューションの概念は1974年 に

OECDで 定義 された。

OEDF原 子力発電プラン トの計装 と制御

におけ る人間の役割についての報告は,比

較的分か り易いものであった。

EDFの 新型炉N4シ リーズの最初のプラ

ントCHOOZBは1995年 に運開する予定。

これ らプラン トの計装 と制御(1&C)と は完

全に コンピュー ターに基づいている。

人間の役割はプラン ト寿命の各 レベルに

おいて定義 されている:デザイン(IEC964

基準により要求 される),運 転 と維持。

ヨー ロ ッパ 型加圧 水 型 原 子 炉EPR-

REP2000シ リー ズの将来の計装 と制御 の

役割の主要 な特徴に関する考え方はつぎの

とお りである=

(1)オ ー トメー ション ・レベルの増加

・緊急時のグレース ・ピリオ ド(猶予期間)

は30分

・通常の過渡対策は完全には自動化 されて

ない。

(2)マ ン ・マシン ・インターフェース改良

・計算機化 されたシステムの分類

・稼働率の改善

・運転員補助の改善

モックアップは1996年 の予定である。こ

の他にデザ イン原理,ア ラーム・プロセス,

アラーム・プロセスの検証 と確認(V&V),

およびディスプレー ・フォーマットに関す

る報告があった。

○新型炉あるいは,将 来炉の安全性に関す

る発表が他 に4件 ほ どあった。能動的安全

と受動的安全 との違いはフィー ドバック ・

プロセスに人間が介在す るか否かである。

軽水炉は多重のバ リヤー を持ってお り,過

酷事故の リスクは既に米国の5つ のプ ラン

トについて定量的に評価 されている[米 国

原子力規制委員会1989,NUREG-1150]。

将来炉については不確定性が重要である。

一炉年当たり千万分の一の頻度(10-7)は な

ん ら経験による根拠ではない。事故の防止

に対する事故の影響緩和の組み合わせで同

じレベルの安全性 を達成す ることがで き

る。図2は その考 え方を示 したものである。

この図の破線で示 した円は図3の 多重防護

(Defense-in-Depth)の 考え方に基づ くも

のであ り,千 万分の一の頻度に対応 してい

る。

このほかに,「 固有安全炉」に関す る論文。

自明な(Obvious)安 全 とは,非 常に安全で

あるため,誰 もがそれを理解できることで

ある。その一例 として,TRIGA炉 に基づい

た炉心概念が提示された。これは燃料 とし

て,水 素化ジルコニウム ・ウランを利用 し

ているため,非 常に大 きな負の温度係数 を

持っている。発電のための熱効率は13%で

あるが,コ ー ジェネレーションに も使 う。

発電 コス トは上限値が0.13US$/kWe,こ

れは太陽光発電 と比較 できるとしている。

○少 し変わった発表 として,ロ シア人によ

り新型炉の安全のレベ ルを圧力容器,安 全

容器,格 納容器に分けた上で,構 造材の局
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失1E7

わ

れ

た1E6

日

数

1E5

1E4

1E3

1E2

1E1

1EO

採炭

(職業人)

図4

所的強度 を計算す る一連のプログラムを示

した ものがあった。その具体例 として表面

クラック ・アラーム,振 動分析システムな

どが実用化 されているとの主張であった。

一

一

・[コ 致命的

㎜ 致命的でない

一

一

石 炭輸 送 エ ネルギ ー生 産 汚 染

(職業人)(職 業 人)(公 衆)

石 炭燃 料サ イ クル の リス ク(1GWy発 電 あた り)

ポスター ・セッション

38件 の発表があったが,こ こでは,石 炭火

力の リスクを評価 したハンガ リーの論文か ら

一枚の図を引用 してお くに止める。図4は,

1GWyの 発電 をす るときの石炭燃料サ イク

ルの リスクを分析 したものである。異なる電

気エネルギーシステムのリスク評価の相互比

較では,石 炭火力が最大で,以 下石油,ガ ス,

原子力(PAKS原 子力発電所)の 順に小 さく

なっている。

4.お わ り に

原子力発電は既 に世界の発電量の17%を 供

給 している(1992年)。 これは水力発電(19%)

に匹敵するものであり,石 油火力(10%)や

天然ガス火力(12%)よ りも大きい。従 って,

既存プラン トの保守 ・改良 と新規プラントの

建設という課題は,他 の発電手段 と同様に原

子力発電プラン トにおいて も重要な研究開発

の対象である。将来あるいは次世代のプラン

トの方向性については,セ ッションDで 提案

があった。その安全性については,PSAに よ

る評価は当然であるが,一 般の人にはそれだ

けでは割 り切れ ない ところがあ るようであ

る。他のセッションの発表によれば,学 際的

な考慮 を進めた新 しいPSAの 展開が必要で

あるとの示唆 を受けた。

5.そ の 他

ハ ン ガ リー 人 の 話 す 言 語 は マ ジ ャ ー ル 語

(Magyar=Hungarian)で あ る が,か な りの
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人が ドイツ語 を理解 し,話 すことがで きるよ

うに見える。街中で道を尋ねるとき,英 語で

話 しかけて も通 じないときは ドイツ語に切 り

替 えると,勢 い良 く言葉が跳ね返って くるこ

とが しばしばであった。タクシー運転手 もそ

うである。講演が英語か らドイツ語に替わる

と,同 時通訳の レシーバー を外す人がかな り

あ り,付 けているのはアジア人か米国人だけ

という印象 を受けた。 ドイツ語圏の広 さを痛

感 した。

また,生 活用品には隣国であるオース トリ

ア製品が多い。例えば,同 時通訳用レシーバ

ーはオース トリアのジーメンス社製品。なお,

同時通訳のプロはわずかで,残 りはハ ンガ リ

ー人の退役技術者がボランティアーでや って

いるようであ り,講 演者 と時間差があり,ま

たときどき途切れた りするため,非 常に理解

が困難であった。

最後に,開 催場所のブダペス トについて簡

単に述べてお く。ブダペス トの市の中央には

北から南に向かって ドナウ河が流れてお り,

西側はブダ地区で山がちの土地である。これ

に反して東側のペス ト地区は全 くの平野にな

っている。地下鉄 は3本 あり,乗 り換 えない限

り,ど こまで乗 っても値段は同じである。 し

か し,た とえ一駅でも乗 り換えればその度に

切符を購入 しなければならない。ちなみに,

ブダペス トの地下鉄はヨーロッパ大陸では最

初に開通 している。

国際会議場の全景 を下の写真に紹介する。

写真1国 際会議場入口
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放射性廃棄物と非放射性有害廃棄物

との比較評価

羽 田 野 祐 子 ※

→L酢 巳II幽・◇tltl1・e・lttll・◇,tlt幽 ・◇1llll・◇ 岨II幽・◇ll!II・ ◇ ・1四1・「●L・lll幽・◇ ・lll幽・◇,ltll・◇ ・II【■・◇IIII監 ・・φL・ 調1幽・◇IIII臨・◇llll1・◇olll露 ・◇IIII,・・ひllll酢・◇ 岨ll幽」ひIIIIl●r●LII四1'◇Illl」 ●L,lll圏'◇llll,'◇,Lllb'◇llll」 ひllll圏'

1.は じめ に

放射性廃棄物 とその他 の有害廃棄物 との リ

スクを同一尺度で比較する試みは,最 近の傾向

である。例えば,ブ ラジルの地球サ ミットで採

択 された 「アジェンダ21」では混合廃棄物が と

り上げられ,従 来の個別的なリスクアセスメン

トの不十分性が示唆されてお り,Stockholm

のワー クショップ(*1)においても,放 射性廃棄

物処分の原則が他の有害廃棄物にも適用可能

かどうかが検討されている。更に,今 年になっ

て 日本原子力学会に混合廃棄物委員会が設置

され,放 射性廃棄物 とその他の有害廃棄物の有

害性の検討が始められている。このような解析

を行なう目的は,最 終的には,廃 棄物が環境一

人間系に与えるインパ クトを定量的に把握 し,

それらを最適化す ることにあるように思われ

る。本稿では,こ のような共通尺度 として,発

ガンリスクを提案 し,そ の有効性について論ず

る。また,発 ガンリスクを用いて放射1生廃棄物

と非放射性の有害廃棄物 との比較を行 なう。

2.過 去の研究例 とその問題点

放射性廃棄物 と非放射性の有害物質を比較

す る試みは,放 射性廃棄物の管理期間を決め

る目的で比較的古 くか ら行われてお り,こ れ

らの研究は有害度指数評価 と呼ばれている。

有害度指数 とは,あ る廃棄物をその飲料水基

準で割ったものであ り,そ の廃 棄物 を希釈 し

て飲用可能にするのに必要 な水の体積 に相 当

す る。この体積を有害度指数 と呼び,こ の値

が大 きいほど危険な廃棄物 とい うこ とにな

る。式で表わす と次のようになる。

HI一 予M畏
i

HI:有 害度指数

Qi:放 射性核種iの 廃棄物中の量あ るい

は有害物質iの 量

MPCi:放 射性核種iの 飲料水 中の最大

許容濃度,あ るいは有害物質iの 飲料

水基準に示される濃度

通常,MPCと して,放 射性廃棄物について

は放射性核種の最大許容濃度が用 いられ,そ

の他の有害物質については飲料水の水質基準

が用いられる。

評価の例(*2)を図1に 示す。縦軸は平均的

品位のウラン鉱石の有害度指数 を1と して規

格化 した相対有害度指数(無 次元)で,横 軸

は高レベル廃棄物処分後の経過年数であ る。

※(財)エ ネルギー総合工学研究所研究員
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図1有 害度指数による放射性廃棄物と地殼

中有害鉱石の比較評価例:出 典(3)

各種の有害鉱石 には地殻中鉱石の利用度係数

という一種の補正係数がかけ られている。こ

れによると,約300年 後には使用済燃料の有

害度は天然に存在す る鉱石 よりも小 さ くなる

ことが示 される。

しか しなが ら,有 害度指数による評価の問

題点は,MPCと して用いた基準に見込 まれ

るリスクが必ずしも明確でないことにある。

例えば,放 射性核種の最大許容濃度について

言えば,大 部分の核種については 「発ガン確

率 を容認できるレベルに抑えられ る濃度」が

最大許容濃度 として示されているが,核 種に

よっては急性障害 を防止す る濃度が示 されて

いた りす る。

また,飲 料水基準について言えば,一 部の

発ガン性物質 を除き,そ の他の発ガン性物質

や慢性障害 を起こす物質については最大無作

用量に某かの安全係数 を乗 じただけのものが

基準値 として示されてお り,定 量的な リスク

が明らかにされていないのが実状 である。こ

れ らの理由によ り,最 大許容濃度や飲料水基

準は共通尺度 としてはあまり適当とは言えな

い。本稿 で提案す る発ガ ンリスクはこの点 を

改善するものである。

3.放 射性核種 と非放射性有害物質の毒性

放射性核種 は,そ の有害性の発現の しかた

により,し きい値がある影響 としきい値がな

い影響 とに分け られる。 しきい値がある影響

には,脱 毛 ・皮膚の紅斑 ・急性放射線症等が

あ り,し きい値以下の被曝ではこれらの影響

は発現 しない。 しきい値のない影響 とは発ガ

ンと遺伝的影響 であ り,少 量の被曝において

もこれ らの影響が現れる確率が増加すると仮

定 されている。しきい値のない影響について

は,原 点 を通 る直線状の線量一反応関係が仮

定 されることが最 も多い。

一方,非 放射性の有害物質についても同様

に,し きい値のある影響(急 性 中毒 ・非発ガ

ン性の慢性中毒)と しきい値のない影響(発

ガン)と に毒性の分類が行われている。近年,

U.S.EPAが 中心 となり,有 害化学物質の大

規模 なデータベースを整備 しつつある(*3)。

これによると,発 ガン性物質については,放

射性物質 と同様に線形の量一反応関係 を仮定

し,直 線の傾 きをSlopeFactorと して発ガン

性の指標 とすることが提案 されている。

以上により,そ の有害性の発現の しかたの

違いから,放 射性核種についても非放射性の

有害物質についても,し きい値のある影響 と

ない影響 とに分けて評価する必要があること

がわか る。最近では リスクを表現するのに単

一の指標ではなく
,多 くの基準に基づ く複数

の指標が用いられる傾 向にあることも考慮す

ると,発 ガンリスクを共通の指標 とすること

一36一



が適当であると考えられる。

4.放 射性廃棄物の発ガンリスク

地層処分後の放射性廃棄物が人間に摂取さ

れ る経路 としては,地 下水に より核種 の浸

出 ・移行 ・拡散が行われ,飲 料水 として摂取

「されるケースが最 もあ りそうだ とされている

ため,こ こでは経口摂取の リスクを考える。

本稿では,放 射性廃棄物の発ガンリスクを

以下のようにして求め ることを提案す る。

ある人が放射性核種 を経 口摂取 した場合,

一部は吸収されずに体外に排泄されるが,残

りは特定の臓器に沈着 し,崩 壊が続 く期間,

組織に線量を与え続け る。 この過程をモデル

化 し,1Bqの 放射性核種の摂取に よ り生涯

(摂取後50年 間)に わたって各組織に与 えら

れる線量等量を計算 したものが線量換算係数

(DoseConversionFactor)と 呼 ばれ るも

のである。

線量換算係数は,各 組織に与えられ る線量

等量 と,そ れらを組織荷重係数で乗 じて足し

合わせた実効線量等量 とについて求め られて

いる。線量換算係数 はICRPも 与 えている(*4)

が,こ こでは核種の種類が豊富なNRPBに よ

る線量換算係数(*5)を用 いる。

また,単 位線量等量当た りの発ガンの確率

は リスク係数 と呼ばれ,単 位[/Sv]で 表わさ

れる。ICRPに よれば,最 もリスクが大 きくな

る照射 の場合において もリスク係数 は高々

10-2/Svで あるこ・とが仮定 されている(*6)。

そこで,放 射性廃棄物 中の各核種の放射能

を線量換算係数 によ り実効線量等量 に換算

し,さ らにこれに リスク係数 を乗 じることに

よって,放 射性廃棄物の もつ発ガン リスクを

得ることができる。但 し,リ スク係数は最大

とな る場 合 の値 を用 い て い る た め,リ ス クは

過 大 評 価 さ れ て い る可 能 性 が あ る。 以 下 に 評

価 例 を示 す 。

・高 レベ ル 廃 棄 物 の 発 ガ ン リス ク

高 レベ ル廃 棄 物 と し て は,次 の2つ を 対 象

と した。

(a)1MTUの 燃 料 を 燃 焼 させ て 生 じ た 使 用

済 燃料

(b)(a)よ り除 染 係 数1000でU,Np,Pu,Am,

Cmを 回収 した ガ ラ ス 固化 体

燃 焼 ・崩 壊 計 算 はORIGEN2-86(*7)に よ り

行 っ た。ORIGEN2-86の 計 算 条件 を表1に 示

す 。(a)の 結 果 を図2に 示 す 。 こ れ に よ る と,

発 ガ ン リス ク を支 配 す る核 種 は ご く少 数 で あ

る こ とが わ か る。 埋 設 後100～1000年 の 期 間

は241Amが 全 発 ガ ン リ ス クの6割 前 後 を 占

め,1000～105年 で は239Puが 支 配 的 で あ り,

105年 以 降 は237Npが 最 大 寄 与 をす る。 ま た,

埋 設10年 後 の 発 ガ ン リス ク は 約3×106で あ

り,こ れ は埋 設10年 後 の 使 用 済 燃 料1tonを

す べ て経 口摂 取 し た場 合,300万 の 発 ガ ン が

予 想 さ れ る とい うこ と で あ る。 使 用 済 燃 料 の

発 ガ ン リス ク は,長 寿 命 の ア ク チ ノ イ ドの た

め,1000年 後 も10年 後 の1/10に な るに 過 ぎ な

い 。 そ こ で(b)の よ うに ア クチ ノ イ ドを 回収 し

た 場 合 の 発 ガ ン リス ク を図3に 示 す 。 除 染 係

数1000と は,使 用 済 燃 料 に 含 ま れ る核 種 の

99.9%を 再 処 理 に よ り回収 す る こ とで あ る。

こ れ に よ る と,1000年 後 の 発 ガ ン リ ス ク は約

600に 下 が る。これ は(a)の1/1000で あ り,再 処

理 の 効 果 が 示 さ れ て い る。

・1人 で核 種 の 摂 取 を 行 う場 合 と集 団 が 摂 取

を行 な う場 合 の 発 ガ ン リス ク に つ い て

あ る核 種 の もつ 発 ガ ン リス クが κ だ とす

る。 これ をN人 で 分 配 し経 口摂 取 した と仮 定
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表10RIGEN2-86の 計算 条件

(a)使用 済 燃料

炉型 PWR

燃料濃縮度 35w/o

比出力 30MWπ

燃焼度 33000MWDIMTU

燃焼 モ ー ド
275×4サ イクル

各運 転期 間90日 停止

炉取 り出しから処分までの期間 4年

(b)マ イナ ー ア クチ ノ イ ドを回収 した ガ ラス 固化体

炉型 PWR

燃料濃縮度 3.5w/o

比出力 30MW!r

燃焼度 33000MWD/MTU

燃 焼 モ ー ド
275×4サ イクル

各運転 期 間90日 停止

炉取り出しから再処理までの期間 1年 、

処分までの期間 3年

U,Np,Pu,Am,Cm回 収 率 99.9%

1回収率 100%

稀ガス回収率 100%
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した場合,1人 当 りの発ガン リス クはx/N

になる。 ところがそのN人 の集団全体 におけ

る発ガン リス クは(X/N)×N=Xと なって,

発ガンリスクは分配される人数に依存しない

ことに注意すべきである。これは発ガンの線

量一影響関係 に線形を仮定 しているためであ

る。

5.非 放射性の有害廃棄物の発ガンリスク

非 放 射 性 の 有 害 物 質 につ い て も,放 射 性 核

種 と同 様 に,発 ガ ン リス ク を計 算 す る。3節

で述 べ た よ う に,近 年,発 ガ ン性 物 質 につ い

て は,SlopeFactorと い う指 標 が 用 い られ て

い る。SlopeFactorと は,量 一 反 応 関 係 に線

形 を仮 定 した場 合 の 直 線 の 傾 き で あ り,1日 当

り体 重1kg当 り1mgの 物 質 を 摂 取 し た 場

合 の 発 ガ ン リス ク を示 して い る。SlopeFac一

torを 用 い て,あ る物 質 を生 涯 に わ た っ て 摂

取 した場 合 の 発 ガ ン リス ク を計 算 す る こ とが

で き る。 そ の 例 を 以 下 に示 す 。

5-1農 薬 製 造 工 場 跡 地 の 発 ガ ン リス ク

こ こ で は実 際 に米 国 に 存 在 し たサ イ トに つ

い て 評 価 を行 な う。 農 薬 製 造 工 場 跡 地 とは,

約30年 ほ ど前,DDTや2,4-Tの よ う な殺 虫

剤 を製造 して い た工 場 が放 置 され た もので あ る。

Marsha11ら は この サ イ トの ダ イ オ キ シ ン

(そ の う ち 最 も発 ガ ン性 の 大 き い2,3,7,8-

TCDD)等 の 土 壌 中 濃度 の 測 定 を行 い,サ イ

ト中 に2,3,7,8-TCDDが 約44kg存 在 す る と

報 告 した(*8)。 こ の 量 の2,3,7,8-TCDDが 持

つ 発 ガ ン リス ク は 次 の よ うに 計 算 され る。

U.S.EPAに よ る と,2,3,7,8-TCDDの 発

ガ ン の 経 口 摂 取 のSlopeFactorは105/mg/

kg・dayで あ る。 こ れ は,毎 日こ の物 質 を体
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重1kgに つ い て1mg摂 取 し た場 合,発 ガ ン

リス ク は105に な る とい う こ とで あ る。 体 重

70kgの 人 に つ い て は,毎 日1mg摂 取 した 場

合,70又105が 発 ガ ン リ ス ク とな る。こ の 人 が

70×105だ け の 発 ガ ン リス ク を 負 うの に 必 要

な生 涯 の2,3,7,8-TCDDの 量 は,毎 日1mg

摂 取 す る こ と よ り,1[mg]×(365×

50[days])≒1.8×104mgで あ る。サ イ ト中 の

2,3,7,8-TCDDの 量44kgは この1.8×104mg

の約2400倍 に相 当 す る。 従 っ て,こ の サ イ ト

の 発 ガ ン リス ク は(70×105)×2400≒1.7×

1010で あ る と推 定 され る。

5-2国 内 の 産 業廃 棄 物 の 発 ガ ン リス ク

現 在,国 内 に は1000以 上 の産 業 廃 棄 物 処 分

場 が あ り,様 々 な 産 業 廃 棄 物 が処 分 さ れ て い

る。産 業 廃 棄 物 処 分 場 に は,安 定 型 ・管 理 型 ・

遮 断 型 の3種 類 が あ り,こ の 順 番 に 廃 棄 物 の

隔 離 性 能 が 高 い 。前2者 の 処 分 場 に は,受 け 入

れ 廃 棄 物 中 の濃 度 基 準 が 存 在 して い るが,遮

断 型 に は 前2者 の 濃 度 基 準 を越 え る もの が処

分 さ れ る ため,濃 度 基 準 は 存 在 し な い(*9)。

現 在,国 内 の産 業 廃 棄 物 は廃 棄 物 の 処 理 及

び 清 掃 に 関 す る法 律('9)に よ り次 の19種 類 に

分 類 さ れ て い る。 燃 えが ら ・汚 泥 ・廃 油 ・廃

酸 ・廃 ア ル カ リ ・廃 プ ラ ス チ ッ ク ・紙 くず ・

木 くず ・繊 維 くず ・動 植 物 性 残 さ ・ゴ ム くず ・

金 属 くず ・ガ ラ ス くず 及 び 陶磁 器 くず ・鉱 さ

い ・建 設 廃 材 ・動 物 の 糞 尿 ・動 物 の 死 体 ・ば

い じん ・そ の 他 。 この うち 有 害 物 質 の 含 有 濃

度 が 比 較 的 高 い もの は,燃 え が ら ・汚 泥 ・ば

い じん の3種 類 で あ る と言 わ れ る。 燃 えが ち

とは,石 炭 火 力 発 電 所 か ら発 生 す る石 炭 灰,

ボ イ ラー の 焼 却 残 灰,有 害 物 質 を含 む 汚 泥 ・

塗 料 か す ・廃 酸 ・廃 ア ル カ リを焼 却 し た残 り

の灰 の こ とで あ る。 特 に 有 害 重 金 属 を含 む も

のを焼却 した後の燃えが ら中には,重 金属が

濃縮されて存在することが多い。汚泥 とは,

紙 ・パルプ製造工場 ・めっき工場 ・化学薬品

製造工場等か ら出されるスラッジのことで,

水銀・カ ドミウム・鉛・クロム・ヒ素等の有害物

質を含んでいる。 また,ば いじん とは,様 々

な燃焼施設 ・焼却施設の集塵装置によって集

められたものであ り,ダ イオキシンを代表 と

する発ガン性物質が含まれることがある。

この3種 類の産業廃棄物について,年 間発

生量(*9)及び有害金属含有量(*10)を表2に 示

す。この表に含 まれる金属 カ ドミウム,ク ロ

ム,ヒ 素はすべて発ガン性が疑われているが,

経口摂取のSlopeFactorに ついては今 の と

ころ求められていない。そこで,Cohenが 推

定 した発ガ ン リスク(*11)を用 いるこ とにす

る。これは吸入摂取の発ガンリスクを拡張 し,

経口摂取の場合に直したものである。例 えば,

カ ドミウムを吸入する と前立腺ガ ンになる

が,そ の発ガン リスクは1gに ついて0.0038

と見積 もられている。吸入されたカ ドミウム

は肺か ら血液に入 り,前 立腺に運ばれ,そ こ

でガンを引き起 こす。経口摂取の場合 もカ ド

ミウムは血液中に入る。吸入されたカ ドミウ

ムは15%が 血液に入 り,経 口摂取されたカ ド

ミウムは5%が 血液に入ることか ら,経 口摂取

の発ガンリスクは吸入摂取の1/3で あると予

想 される。

即 ち,経 口摂取19に ついての発ガンリス

クは0.0013と 推定 される。 クロム,ヒ 素 につ

いても同様に求め られる。これ らの値によ り,

上述の3種 の産業廃棄物について発ガンリス

クを求めた。結果 を表2に 示す。また,国 内

での年間の発生量にっいて,高 レベル廃棄物

と産業廃棄物の発ガンリスクの比較を図4に
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表2国 内で1年 間に排出される産業廃棄物の排出量,

有害金属の最大含有量,及 び発ガンリスク
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示す。高レベル廃棄物の年間発生量は1000ton

とした(*12)。これによると,産業廃棄物のもつ

発ガン リス クはかなり大きくなるが,産 業廃

棄物 については有害金属の含有量の最大値 を

用いて評価 したため,リ スクの最大値 を示 し

たにす ぎないことに注意すべ きである。有害

金属の平均含有量が報告された後には,そ ち

らと置 き換えるべ きだ と考えられ る。

6.比 較結果及び考察

・高レベル廃棄物の人工バ リア出口での評価

4節 の結果は,潜 在的な発ガン リスクであ
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、

り,実 際 は 人 工 バ リア(オ ー バ ー パ ッ ク と緩

衝 材)・ 天 然 バ リア(岩 盤)に よ り隔 離 され て

い る ため,発 ガ ン リス クは もっ と小 さ くな る

と予 想 さ れ る。 こ こ で は 人 工 バ リア の性 能 評

価 の 結 果 を利 用 して,人 工 バ リア 出 口 に お け

る発 ガ ン リス ク を評 価 す る。

中 山 ら(*13)は 緩 衝 材 とオ ー バ ー パ ッ クに 包

まれ た 高 レベ ル ガ ラス 固化 体 に つ い て,埋 設

後1000年 に 人 工 バ リア へ の 核 種 の 放 出 が 始 ま

る と仮 定 し,半 径 方 向 の み の1次 元 拡 散 方程 式

に よ り解 析 を行 っ た 。 それ に よ る と,埋'設 後

約3000年 後 に お い て 放 出 率 は 定 常 状 態 に 達

し,定 常 時 の核 種 の 放 出率 は1年 当 り緩 衝 材 の

単 位 表 面 積 当 りで 表 わ さ れ,99Tcは2×10-7

[mo1/year/cm2],135Csは6×10-8[mol/

year/cm2],237Npは3×10-8[mol/year/

cm2]で あ る(図5参 照)。 これ らの放 出率 を

4節 と 同 じ方 法 で 発 ガ ン リ ス ク で 表 わ す

と,99Tcは32,135Csは3.2,237Npは1430と

な る。 こ れ ら を合 計 す る と約1500と な り,毎

10'5
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図5緩 衝材一岩盤の境界における核種

の放 出率:出 典(13)

表3各 国 ・各機 関 の高 レベ ル廃棄 物 処分 に関 す る ク ライテ リア

Organization!Country MainO切echve1Criteda

OECDINEA

(1984)
1・di・孟d・田n・k・10層5/y・ 飢

ICRP
Publication46(1985)

Individualdose<1mSv/year

I。d孟。id。烈d、k<10-5/y。 訂

幽

SafbtySeries99(1989)

Individualdose<ImSvlyear

I・di・id痂 ・k・10-5/y・ 謎

CANADA

AECBRegulatoτyDocument

R-104(1987)

1・di・id・・lh・k<1σ61y・ 肛

FRANCE

BasicS漉tyRule(1991)
long-temlindividualdose<0。25mSv/year

GERMANY
RadiationProtection
Ordinance(1989)

Individualdose<0.3mSv!year

SWITZERLAND

RegulatioryDocumentR-21
Individualdose<0.1mSv/year

F

U。K.

NRPB(1992) 1・di・id・組d・k・10-5/y・ 訂

USA,EPA40CFRPart191

(1984)

chancesof<lin10toexceedthefbllowingreleaselimits

orchancesof<linlOOOtoexceed10timesofthisreleaselimits;

・1000dea血 、d曲g104y・a、 沁,ea、hlO5MTHMi・ ・p・nt釦 ・1

USA,NRC10CFRPart60

(1983)

Wastepackagecon面nmentfbr>300(or1000)years

R・lease・at・ 血 ・ugh・ng㎞ee・edb磁ers<10-5/y・a・ 紬 ・invent・W

Groundwatertraveltime>1000years
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年1500の 発 ガ ン リス ク に相 当 す る量 が 天 然 バ

リア に放 出 され る こ とに な る。 一 方,表3に

示 され る よ うに,高 レベ ル廃 棄 物 の 地 層 処 分

に 関 し て各 国 ・各 機 関 が 定 め た 目標 は,個 人

に 与 え る リス クが10-5～10-6/年 と して お り,

こ の 目標 の 達 成 の た め に は,埋 設 後 約3000年

以 降,天 然 バ リア に放 出 され た核 種 を人 が 摂

取 す る確 率 が10-8～10-9/年 で あ る必要 が あ る。

7.ま と め

発ガンリスクにより放射性廃棄物 と非放射

性有害廃棄物の評価 を行 うことは,次 の二つ

のメリットがあることがわかった。

① 放射性廃棄物 と非放射性有害物質の潜在

的な毒性の比較が可能になる。

② 高 レベル放射性廃棄物の地層処分の安全

評価では,最 終的な結果は核種放 出率 で表

わされるが,こ れでは処分 目標 と照合 した

場合,目 標値をどの程度満たしているかわ

か らない。核種放出率 を発ガンリスクに換

算す ることによ り,処 分 目標 との関連がよ

り明確になる。

8.補 足

ICRPはPublication60に おいて,大 幅な

改訂を行い,実 効線量等量 という言葉は使わ

れな くなった。 しかしなが ら,本 稿 では改訂

前の用語 を使用 している。これはNRPBの

線量換算係数が実効線量等量で表わされてい

るため,こ ちらと整合性 をとるためである。・
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「新 水 素 エ ネ ル ギー シ ン ポ ジ ウム'94」 概 要 報 告

松 井 一 秋 ・

大 久保 憲 一 ※※
離
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ま らず,エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム の応 用 を模 索 す
1.は じめ に

る もの で あ る。 さ らに 本 テー マ に お け る現 在

財団法人エネルギー総合工学研究所(IA

E)は,平 成5年10月 より,新 エネルギー ・

産業技術総合開発機i構(NEDO)か らの委

託 を受け,新 水素エネルギーに関す る研究開

発 を開始 した。

同年11月 に新水素エネルギー実証研究セン

ター を創設するとともに,12月 には北海道札

幌市のテクノパー ク内に新水素エネルギー実

証 ラボラ トリー(以 下 「NHEラ ボ」 と略称

す る。)を 設置 した。

NHEラ ボにフライシュマン ・ポンズ型電

解セル注1)及びイムラ・ジャパン型電解セル注2)

を技術導入 し,平 成5年12月 には実験装置ク)

組立 を完了し,平 成6年1月,2月 にかけて

順次パ ラジウム電極を用いた重水の電気分解

実験 を開始 した。

本研究開発は,北 海道における研究基盤(北

海道大学,イ ムラ ・ジャパン株式会社)を 活

用 しつつ,広 く関連企業の技術力を結集 して

実施す るものであ り,と か く話題 とな りがち

な,現 在の科学では説明のつかない現象のメ

カニズムを明 らかに しようとする試みに とど

までの議論 を考えると,で きるだけ外に開か

れた形で実施すべ きもρ という基本的な合意

が,通 商産業省担当者を含む関係者に存在 し

ていた。

そこで,本 プ ロジェク ト開始早々にも,未

だ実験結果が出る以前に,こ の研究開発の意

図,新 しく取っているスタンスとい うものを

公に理解 していただ く必要があった。

平成6年2月24日 に,札 幌市の新札幌アー

クシティホテルで,NEDO主 催,IAE及

び熱 ・電気エネルギー技術財団共催,通 商産

業省資源エネルギー庁後援による 「新水素エ

ネルギー シンポジウム'94」を開催 し,約150名

の参加者 を得た。

また,シ ンポジウム前 日には,テ レビ局,

新聞社及びご興味を持った方々に,未 完成な

がらNHEラ ボの実態をみていただ く機会を

設けた。

以下に,本 シンポジウムの概要について述

べ る。

注1)フ ライシュマ ン ・ポンズ型電解 セ

ル:常 温核融合の提唱者であるフラ

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部部長兼新水素エネルギー実証研究センター長(副 主席研究員)

※※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員

一45一



イシュマン博士 とポンズ博士が設計

した開放型電解セル

注2)イ ムラ ・ジャパン型電解セル:イ ム

ラ ・ジャパ ン株式会社が設計 した燃

料電池方式電解セル

2.開 催趣旨

本研究開発 を進めるにあた り,本 研究開発

事業の概要及び大学等で既に進め られている

新水素エネルギー研究の現状を紹介するとと

もに,今 後の研究活動の方向性について討論

す ることにより,新 水素エネルギー研究に対

す るより正確 な理解 をしていただ くことを目

的 として,本 シンポジウムを開催 した。

3.開 催概要

開催 日.平 成6年2月23日 ㈱ ・24日(木)

会 場:(シ ンポジウム)

新札幌アークシティホテル

札幌市厚別区中央2条5丁 目6-

2

(NHEラ ボ見学会)

新水素エ ネルギー実証 ラボラ ト

リー

札幌市厚別区下野幌テクノパー ク

2丁 目3-5

主 催:新 エネルギー ・産業技術総合開発

機構

共 催:財 団法人 エネルギー総合工学研

究所

財団法人 熱 ・電気エネルギー技

術財団

後 援:通 商産業省 資源エネルギー庁

講 師:11名(実 証 技術 開発事業関係 者

3名,大 学等研究者8名)

4.参 加状況

国内の企業関係者,大 学教官 ・学生,試 験

研究機関研究者,報 道関係者,実 証技術開発

事業関係者等 約150名

5.シ ンポジウムプログラム

NEDO担 当者の長谷川主査の開会宣言の

後,NEDOの 伊藤理事,通 商産業省資源エ

ネルギー庁の佐々木技術課長,本 件 における

国際協力の相手先である米国EPRI(Elec-

tricPowerResearchInstitute)パ ッセルプ

ロジェクトマネージャー及びIAEの 山本理

事長の挨拶で幕が開かれた。

午前の部は,本研究開発事業計画の説明 と,

文部省核融合科学研究所の池上教授による新

水素エネルギーに関す る今 までの経緯 と展

望,更 にIAEの 浅見プ ロジェク トマ ネー

ジャーによるNHEラ ボの現状説明が行 われ

た。

午 後 の 部 は,米 国SRI(Stanford

Researchlnstitute)イ ンターナ ショナルの

マクブ リ部長によるSRIに おける研究状況

の基調講演か ら始 まり,国 内での研究者5名

による研究状況の紹介,及 び講演者による今

後の研究活動の方向性についてのパネル討論

が行われた。

最後に,NEDO濱 野課長から閉会挨拶が

なされ,幕 を閉 じた。

以下に,新 水素エネルギーシンポジウム'94

プログラム及び写真1に シンポジウムの開催

状況を示す。

また,本 報告の最後に別添資料 として,シ

ンポジウム当 日,参 加者に配布 した講演アブ

ス トラク トの抜粋 を掲載する。
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新 水素 エ ネ ル ギー シ ンポ ジ ウム'94プ ロ グ ラム

1.開 会宣言NEDO産 業技術研究開発部 長谷川史彦 主査

2.挨 拶 ①NEDO伊 藤正昭 理事

②通商産業省 資源エネルギー庁 佐々木宜彦 課長

③EPRIT.PASSELLプ ロジェクトマネー ジャー

④IAE山 本 寛 理事長

3.事 業説明 ①事業全体計画(NEDO産 技部 佐々木修一 部長)

②実証研究計画(NHE実 証センター 松井一秋センター長)

③基礎研究計画(東 京工業大学 岡本眞實 教授)

④質疑応答

休憩 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

4.現 状報告 ① これまでの経緯 と今後の展望

文部省 核融合研 池上英雄 教授

②新水素エネルギー実証ラボラ トリーの現状

NHEラ ボ 浅見直人 プロジェク トマネー ジャー

昼食 一一一一一弁当一一一一一一一一一一一一一一一一一

5.基 調講演 米国SRIInt.に おける研究状況について

SRIInt.エ ネルギーリサーチセンターM.McKUBRE部 長

6.研 究報告 ①電気化学から見たNHE研 究

北海道大学 延与三知夫 教授

②イムラ ・ジャパンの研究状況

イムラ ・ジャパ ン株式会社 國松敬二 社長

③パラジウム中の水素(重 水素)溶 解挙動 からのアプローチ

長崎大学 坂本芳一 教授

休憩 一一一一一コーヒーブレイクー一一一一一一一一一一一一一一

④固体電解質材料の研究状況について

名古屋大学 岩原弘育 教授

⑤核物理か らのアプ ローチについて

東北大学 笠木治郎太 教授

7.パ ネル討論(座 長:池 上英雄 教授)

8.閉 会挨拶NEDO産 業技術研究開発部 濱野径雄 課長

写真1

。瓢_、廓 鵬一r

灘 鐵._驚.!…

,、濠聾 撫

1欝 難 華1-s.
凄ゼ 。.灘灘難_駄

シ ンポ ジウム の開催状 況

(時 間)

9:30

9:30～9:50

9:50～10:05

10:05～10:25

10:25～10:50

10:50～11:00

11:00～11:10

11:10～11:35

11:35～12:00

12:00～13:00

13:00～13:40

13:40～14=10

14:10～14:40

14:40～15:10

15:10～15:20

15:20～15:50

15:50～16:20

16=20～17:00

17:00
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6.関 連 行 事

関連行事 として,NHEラ ボ見学会,レ セ

プションを実施 した。

(1)NHEラ ボ見学会

① 報道関係者

平成6年2月23日(水)9:15～11:30に,

新聞社,テ レビ局,科 学誌の記者等の報道関

係者 を対象にNHEラ ボ見学会 を実施 した。

NEDO濱 野課長の本事業の主 旨説明に続

き,IAEの 浅見プロジェク トマネージャー

より,NHEラ ボの状況,実 験装置,実 験の

進捗状況について説明が行われた。 その後,

質疑応答 実験装置の写真,テ レビカメラに

よる撮影が行 われた。

② 一般参加者

平成6年2月23日(水)15:30～16:30に,

一般参加者 を対象にNHEラ ボ見学会 を実施

し,約100名 の参加者 を得 て大変盛況であっ

た。

IAEの 浅見プロジェク トマネージャーに

よる実験の説明に続 き,NHEラ ボの研究員

によ り,パ ネル,実 験装置部品,な らびに実

験装置の説明,質 疑応答が行われた。

見学者の中には,も う少 しゆっくり,見 た

り,話 をしたかった というご意見もいただい

たが,当 日のスケジュール上ご迷惑をおかけ

したことを,こ こで陳謝 したい。

(2)レ セプション

シンポジウム参加者及びNHEラ ボ見学者

の交流の場 を設け,本 研究開発事業に対す る

相互理解 を深めるために,平 成6年2月23日

(水)17700～19:00,新 札幌アー クシティ

ホテルで,レ セプ ションを実施 した。

レセプションには約80名 の参加 を得て,盛

況 に,か つ,和 や か に行 わ れ,参 加 者 の 交 流

に 大 変 役 立 つ もの とな っ た。

写 真2に レ セ プ シ ョン の 開催 状 況 を示 す 。

写真2レ セプシ ョンの開催状況

7.お わ り に

今 回のシンポジウム及びNHEラ ボ見学会

は,個 々のささいな手違いはあったにしても,

全体 としては大変成功裏に終わったと考 えら

れる。

NHKテ レビ全国放送に しても,NHEラ

ボの紹介があったように,多 くの新 聞が カ

ラー写真 を伴 う記事 を掲載 し,内 容 に一部誤

解があるものの,全 体 としては,極 めて正確

かつ好意的であり,新 水素エネルギー研究に

対す るより正確 な理解 をしていただ くとい う

開催 目的を十分に達成できたと思 う。

今後,NHEラ ボの充実,実 験の進捗に伴

い,例 えば,1年 ないし2年 おきに公開のシ

ンポジウムを開催 し,実 状,実 態を認識 して

いただき,ま た,率 直な意見,感 想をいただ

ける機会 を設けたいと思っている。

今回は,こ の分野で先駆的かつ基礎 のしっ

か りした実験 を続けている米国EPRIの

パッセルプロジェク トマネージャー,SRI

インターナショナルのマクブ リ部長の参加 を
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得て,そ の研究開発の概要 を基調講演 として

お話しいただいた。彼らの研究レベルにより

早 く到達させ る必要性 を再認識 させ られたも

のである。

各大学や研究機関での今までの研究内容 を

各先生か らご紹介いただいたが,材 料や核物

理などと言った広い科学分野に関連 し,また,

それらへのインパ クトを与える可能性 をもっ

た研究開発プロジェク トであるとい う認識 を

もっていただけたと思 う。

最後に,本 プロジェクトをここまで育てて

こられた方々の勇気ある決断 と行動に敬意を

表す とともに,本 シンポジウム,見 学会 を支

えていただいた方々に多大 なる謝意を表 した

い 。

本研究開発プロジェクトの道は険しく,か

つ,い まだその行 くすえは見えていない。し

か し,関 係各位の御支援,御 協力を基に,鋭

意努力していく決意である。
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別添資料 新水素エネルギー シンポジウム'94講演アブス トラクト抜粋

事業全体計画 「新水素エネルギー実証技術開発について」

新エネルギー ・産業技術総合開発機構

産業技術研究開発部長 佐 々 木 修 一

1.は じ め に

1989年 に英国サザ ンプ トン大学フライシュ

マ ン教授お よび米国ユ タ大学 ポンズ教授に

よって発表 された,パ ラジウム金属 を電極 と

して重水 を電気分解す ることによって発生す

る過剰熱の現象は,そ の後の数多 くの研究者

の検証試験により発熱現象の存在が確実視 さ

れている。この発生す る過剰熱量は化学反応

では説明不能なほど大量の場合があ り,新 し

い反応形態が提唱されている。

本反応は,無 尽蔵に存在する重水素を消費

することによる発熱現象 という点において,

石油に依存 しない新たなエネルギー源 として

その実用化が期待 され る。

本事業は,こ の新 しい過剰熱発生現象 を噺

水素エネルギー"と してとらえ,将 来のエネ

ルギー源 としての可能性 を明確にすることを

目的 とし,異 常発熱現象 を実証 し,そ の反応

機構 の解明を行 うことにより,熱 発生を定量

的に制御することを目標 として推進するもの

である。

2.研 究開発実施体制

本研究開発は,図1に 示すように通商産業

省か らの補助を受け,新 エネルギー ・産業技

術総合開発機構(NEDO)が 平成5年 度か

ら4年 間の予定で財団法人エネルギー総合工

学研究所に委託 して実施する。

実施に当たっては,本 研究開発の基本計画

通産省 ・資源エネルギー庁

委託

㈲エネルギー総合工学研究所(集 中研究)

大

情報交換

海外研究機関

図1研 究開発実施体制図
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及び実施計画の審議 を行 う新水素エネルギー

研究推進委員会,研 究開発成果の評価 を行 う

新水素エネルギー開発調整推進委員会,及 び

実施計画の策定 ・管理 を行 う新水素エネル

ギー実証研究推進委員会(実 証研究分科会)

をNEDO内 に設置することとした。

委託先である財団法人エネルギー総合工学

研究所内には,新 水素エネルギー実証研究セ

ンターを新たに組織 した。東京にセンターオ

フィス,そ して本研究に関 して北海道大学 を

は じめ高い研究ポテンシャルを有す る札幌

(テクノパー ク)に 平成5年12月 に実証ラボ

ラ トリーを設置 して実証試験 を開始した。

3.研 究開発内容

4年 間の研究開発は以下の内容で進め るこ

ととした。

(1)過 剰熱発生実証モデル実験

①電解法による過剰熱の計測

再現性が確認されているい くつかの研究

をべ…ス として熱発生の実証 ・定量化を行

うとともに再現性,制 御性,増 幅度,持 続

性等について改良を検討する。

厳密な熱測定法の開発が必須であ り,信

頼性の高い測定技術の確立を図る。

②過剰熱発生時の反応生成物の検証

過剰熱発生時の反応生成物をその場観察

で厳密に種類 ・量 ともに計測を行い,過 剰

熱発生量 との定量的相関を検証 し,反 応理

論 を構築 する。

③電解法 と真空法の結合による過剰熱の検

証

電解法(湿 式)と 真空法(乾 式)を 結合

し,重 水素の高吸蔵状態における過剰熱発

生時の電極材料 ・反応生成物の精密 な解析

を行い,熱 発生量の制御因子を解明する。

(2)材 料解析および材料開発

①材料解析

まず,発 熱現象を再現するために必要な

材料の資質 を明らかにすることが必要であ

る。 この 目的のために,既 に発熱が観測 さ

れた材料 と非発熱材料 との相違点 を調査 ・

明確化する。供試材 としては,順 次過剰熱

実証モデル実験によ り使用されたものを用

いることにより,発 熱現象 との定量的相関

を図る。

②材料開発

次に,発 熱現象の トリガー と目される因

子 を予め設定 した材料 を用いて定量的比較

を行 うことにより,熱 発生量の制御 因子 を

確認 し,材 料開発の指針 とする。

(3)情 報の収集 ・整理

新水素エネルギーに関連する情報 ・デー タ

の収集 ・整理 ・分析 を行い開発指針の参考 と

し,研 究開発の効率化を図る。

4.研 究開発の進め方

(1)本 研究開発は,長 期的なエネルギー分野

における産業科学技術の基盤研究プログラ

ムとして位置づけ,国 内の本分野における

充実 した要素技術 を持つ企業の研究者に参

加を求めて集中研究方式により実施 し,多

角的な観点よ り効率 的な研究開発 を図るも

のである。

(2)更 に,諸 外国の主要研究機関 と国際ネッ

トワークを結び,シ ンポジウム ・研究者交

流を通 して基礎研究の情報交換及び新エネ
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ルギー源 としての可能性の検討を行 う。

(3)な お,民 間企業の支援を受けて大学等で

は,新 水素エネルギーに関する反応機構 の

解明等の基礎的研究を中心に,国 の補助事

業 を補完する研究 を実施する。

5.全 体 計 画

研究開発スケジュールの全体計画について

は,図2に 示す。

平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

(1)過剰熱発生実証モデル実験

①電解法による過剰熱の計測

②過剰熱発生時の反応生成物の検証

③電解法 と真空法の結合による
ノ

過剰熱の検証

(2)材料解析および材料開発

①材料解析

②材料開発

(3)情報の収集 ・整理

(4)国際研究協力

<

<

<≡

〈

》

〉〈

<∈ 〉

〉

〈 ≡〉

>

〉

図2研 究 開発 ス ケ ジュー ル
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実証研究計画

〔現状〕

「新水素エ ネルギー実証 研究セ ンター

及 び実証 ラボラ トリーの概要 」

財団法人エネルギー総合工学研究所

新水素エネルギー実証研究センター

1.新 エネルギー ・産業技術総合開発機構か

らの委託 を受け,働 エネルギー総合工学研

究所(IAE)が,平 成5年11月1日 に「新

水素エネルギー実証研究センター」を創設

するとともに同年12月1日 に 「新水素エネ

ルギー実証ラボラ トリー」を札幌に設置。

2.フ ライシュマン ・ポンズ型セル及びイム

ラ ・ジャパン型セルを技術導入 し,12月 中

にフライシュマン教授,ポ ンズ教授の実施

指導を受け,装 置の組立 を完了。

3.1月 ～2月 にかけての熱測定系のキャリ

ブレーションを終了後,熱 発生試験を実施

予定。

〔概要〕

(1)新 水素エネルギー実証研究センター(N

HEセ ンター)

①創 設 平成5年11月1日

②所在地 東京都港区西新橋1丁 目22-5

新橋TSビ ル2階

③業 務 ・NEDOか ら受託 して行 う新水

素エネルギー実証技術開発に係

る研究の実施,推 進

・民間企業等か ら受託 して行 う新

水素 エネル ギー基礎研 究の実

施,推 進

・その他の付帯業務

④ 体 制 セ ンター長,プ ロジェク トマ

センター長 松 井 一・ 秋

ネー ジャー,主 任研究員3名

(2)新 水素エネルギー実証 ラボラ トリー(N

HEラ ボ)

①創 設 平成5年12月1日

②所在地 北海道札幌市厚別区下野幌テク

ノパー ク2丁 目3-5

③業 務 ・NEDOか ら受託 して行 う新水

素エネルギー実証技術開発に係

る研究の うち,実 証試験の実施

④体 制 プロジェクトマネージャー,主

任研究員3名,研 究員2名

NHE研 究開発の枠組み

(新水素エネルギー(NHE)実 証研究事業)
「 「

国の補助事業

(実証技術開発事業)

民間事 業

(基礎研究支援事業)
苧 苧
1相 互補完,支 援l
ll

ハ)

過剰熱発生
確 認 試 験

過剰熱測定 ・
検 出 技 術

↓

改 良 試 験 反応生成物
と熱の関係

↓

確 証 試 験 核 物 理 的
ア プ ロ ー チ

↓

実証装置試験 新 手 法 ・
材 料 研 究

デー タベー ス

国際交流 ・情報交換

大学間国際交

流 ・情報交換
《 〉

■ 一 凹 一 一 一 一Fr一

次の研究開発

NHE利 用 ・応用技術

NHE実 用化開発
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基礎研究計画 「新水素エネルギー基礎研究計画」

はじめに

新水素エネルギー基礎研究は,国 の推進す

る 「新水素エネルギー実証研究」 を,学 術的

に支援する研究 として民間企業から研究費を

仰いで推進 されるもので,平 成5年12月 に正

式に発足 した。 したがって,平 成5年 度は1

月～3月 が正式な研究期間 とな り,研 究推進

の著についたところであ り研究成果は今後に

期待 されるものである。ここでは,研 究推進

のため,研 究者組織 と研究の 目的 ・目標,推

進方策について概略 をご紹介す るこ とにす

る。

1.研 究者組織 と研究 目標

大学 ・公立研究機関 に属 し新水素 エネル

ギー研究に従事 しているあるいは研究を行い

たいとす る研究者(グ ループ)の 数は,こ れ

までになされた調査によれば60を 越える。こ

の状況を踏まえて本基礎研究を推進す るため

に,大 学研究者 よりなる総括班を組織 してい

る。 この総括班においては収集した研究者か

らの研究計画を主なべ一スとした全体計画を

策定 し,こ れを遂行するために個々の研究者

(グループ)よ り具体的な研究計画を求め検

討 を加 えた結果を基礎研究推進委会に諮って

当該年度の研究を推進する。

全体計画の目標は,

「新水素エネルギーに関わ る諸現象を科学的

に解明 し,新 水素エネルギー実証研究に学術

的基盤 を用意すること」にあって,そ のため

東京工業大学 教授 岡 本 眞 實

に必要不可欠な学理の追究 を研究期間に行な

うことにある。

総括班の構成は,下 で述べ る4つ の研究班

の研究代表者4名 と学識経験者4名 と班長の

計9名 よりなってお り,今 後は基礎研究推進

委員会 の役員数名が加 わるこ とに なってい

る。

2.研 究班組織 と研究課題

本基礎研究を合理的にかつ効率 よく推進す

るための方策 を検討 した結果,本 基礎研究を

以下の4つ の研究班 をもって推進す ることに

なった。

第一班 電気化学反応系における過剰熱の検

出と計測技術評価

(精密熱量測定手法を確立 し,「真の

過剰熱」であることの実証)

(班代表 横浜国立大学工学部 太

田健一郎)

第二班 核生成物 と過剰熱の相関

(過剰熱発生における核反応生成物

の検出 ・同定 を遂行 し,核 現象 と過

剰熱 との相関を究め,過 剰熱生起の

機構を解明する)

(班代表 大阪大学工学部 高橋亮

人)

第三班 核 反応機構解 明への核物理 的アプ

ローチ

(新水素エネルギー発生を中心 とす

る核現象の成否の根幹 としての核反

応生起の可能性 を追究し,科 学上の
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信頼性の確立)

(班代表 東北大学理学部 笠木治

郎太)

第四班 新水素エネルギー用材料開発

材料中での水素同位体の異常集積 と

非定常運動に注目し,十 分な制御性

と高度 なエネルギー解放効率をもつ

材料の開発)

(班代表 名古屋大学工学部 岩原

弘育)

以上の4つ の班に2～3グ ループが参画 し

ている。

以上の実証的研究に加 えて,情 報収集 ・国

際交流や新 しい研究の萌芽・育成については,

総括班が担当す ることになっている。

3.各 班の主な担 当課題 と目標 との関係

図1に 示すように各班の役割を明確に して

目的達成 を期 し,真 摯な討論を通 して正確 で

学術的議論に耐える知見を集積 し,目 的を全

うすべ く努力を傾注 している。

1過 剰 熱 計 測 ・評 価 技 術

材料:欠 陥発生 ・消誠、

潤変化、
クラック発生 ・消減

界面軋1監位発生 ・消減
などの

アコースティック
現象の検出

電場、磁場の発生 ・消減

國
質f辻

生成粒子(核 種)計 測

反応 系

放 射 線 遮 蔽

申性子計測一→L込

時 間

中性子エネルギー計測

馬ミ㍉
.み嚇

エネルギー

水素同位体な
どの挙動解析

X線 、 γ線 言f測

、一∴ _へ.

エネルギー

粒子エネルギー計測

過
剰
熱
と
核
現
象
の
相
関

現
激
機
構
解
明

図1研 究四班の担当課題と目標との関係
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「新水素 エ ネルギー 実証 ラボラ トリーの現状 」

新水素エネルギー実証研究センター

プ・ジェク トマネー ジャー 浅 見 直 人

(1)「 事業全体計画」 と 「実証研究計画」の

項でご報告申し上げた通 りの計画 ・方針に

基づ き平成5年12月 よ り,札 幌市厚別区の

テクノパークの一角 にあるアイシン ・AW

の技術棟3階 に 「実証ラボラ トリー」を設

置 して,新 水素土ネルギー(NHE)実 験

研究 を開始 した。

(2)同 所 で行 う予定のNHE実 証技術開発の

マスタースケジュールを図一1に 示す。

ITEM H5 H6 H7
1

H8

Σ0.NHE-P『.

0.1面

0.2ま とめ(年 度 報告)

1.過 剰熱 発生実 証

…

計直卜1

篤

謝

△開発開始(11畑)

中間
=

△ 中聞 レビ ュー(4～6月1

計 画 一II

一
『

実証試験

総括∠

(3/E}

総合
一

-

緬
モデル

1.1過剰熱測定試験

(1)確認試験

(2)改良試験

㈲確証試験

(4)i薙 塁

1.2熱/核 生成物検証

2灘

2.1材料解析

2.2材料開発

2。3新規シス泓要素研究

3顧 雛 と灘 直

ミ臼一 轍

彗1
阯

麟
II

i計画 改良試験

i

;

i
調査1

計副 設計製作

計画 騰
計画
一 醐実証装置設計・製作

一
i

I
計灘実験 1(改 良) 計狽11実験一II　 申

:
「

謁査1
計画{ 選定 ・導入

…

汽
材料解析センター活動ττ一i

i

一

調査 瀾 発・制御因子確認
隔

「

先行1
,

調査1
一

調査研究

:
圏

5 高性能材料開発

i
■

∫

i
l

改良開発
:
1

調査i

㌦ 計画設計裾寸

i
:

i製 作議

i
:

験 ・検証

/

一駐鳶醗隻嚇
:
:

i
「

:

1

…

内外研究レビューPHASE一ω

計画1

購 蹴
:
:

ll実

i
　 回 離 能エネルギーシステム頒 糊 発

5、 収集/整 理

5.1情 報交換奴 集

5.2デrタ ペ ース作成

…選定
1

訟囲
_1 内外研 究 レビ ュー ・PHASE-(II)

システム構築 デ⊥ タベ_ス 三フ。イルi
幽 i

: : : : : :

図一1「NHE実 証 技術 開発 ・マ ス ター ス ケ ジュー ル」
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本研究開発の進め方は,ま ず,既 に公表

されている実験例数種を選び,過 剰熱再現

実験 「確認試験」 を行 う。次に再現i生を確

認 した方式について熱測定方式等の改良を

行 い,制 御性の追求等を行 う 「改良試験」

を実施する。それらの成果 を中間 レビュー

で評価 してその後の進め方 を検討す ること

としている。

(3)平 成5年 度 は4ヶ 年計画 の初年度 であ

り,年 度 も残 り少ないこともあって,研 究

事務室の整備,実 験機器設備の準備 を行 い

なが ら,「過剰熱発生実証 モデル実験」に着

手し,「電解法による過剰熱測定試験」を実

施 している。

(4)本 年度は,現在 まで過剰熱発生率が高 く,

実験の再現性が比較的良いとされている方

式 として,IMRA-JAPANの 「燃料

電池方式電解セル」 と,フ ライシュマンー

ポンズ教授の 「開放型電解セル」の2方 式

を選択 し,可 能な限 り忠実にその再現試験

を実施するとの方針により,両 方式 を購入

す る方式を採 った。図一2及 び図一3に 両

方式のセル断面図を示す。

(5)本 年度の過剰熱実験のこれまでの経緯 と

大凡のスケジュールは以下の如 くである。

○実験装置(F/P方 式,1/J方 式)

○制御プログラムチェック ・修正

○ 作 動 試 験 ・キ ャ リブ レー シ ョン

OPd-D系(過 剰熱)実 験

(6)NHE実 証 ラボラ トリーでは,補 完的研

究 と今後実証 ラボで行 う実験研究のための

先行的調査研究を以下の様なテーマで再委

託 ・外注調査研究 として実施 している。

a)熱 発生材料の解析に関する研究開発

b)国 内外の研究情報調査 とデータベー

スの作成法の検討

c)軽 水系熱発生試験 と改良型熱計測法

の予備調査

(7)こ こではNHE実 証 ラボラ トリーにおけ

る立ち上げから約3カ 月間の開発研究の準

備作業のあらましと,実 験研究の現状 を報

告 し,今 後の展開について述べたい。

組 立 ・調 整

1/J

F/P

I/J

F/P

I/J

F/P

開 始 完 了

12月6日 ～12月13日

12月14日 ～12月23日

12月15日 ～1月24日

12月24日 ～1月13日

1月25日 ～1月31日

1月17日 ～約2カ 月後

2月3日 ～約2カ 月後
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ごみ発電の高効率化に関する

海外調査結果

赤 田 卓 己 ※

ワlllll「plllllrレ ■tllS!▼W匹ワ 呪lll「pilUT「PW「P叩1匹 ▼ 闘lllpV,11P「Pl量悶1」「Pl臨腿ll「pllllllr「Illll1▼II髄ll▼Il悶川P11胴1,「pIIIIII▼llllll▼11111)ワlllll1「pll[ll匹▼ 叩lll「plllll匹▼Illlllr7111111rpIIIIII「PW1「plllll『7叩1▼ 脚Illl1▼lllll『剛111L▼ 「Illl▼illlls

1.は じ め に

将来の深刻 なエネルギー情勢 を踏 まえ,ま

た地球環境問題への対策の一つ として,従 来

から利用 されていないエネルギー源からのエ

ネルギーの積極 的利用が推進 されて きてい

る。 また一方,最 近特に,廃 棄物処理が重大

な社会問題 となってきている。ここで,ご み

焼却に伴って発生する高温排熱が利用価値の

高いエネルギーであ り,ご み焼却施設におけ

る発電事業(ご み発電)は 未利用エネルギー

の最 も有効な活用方策の一つ と注 目を集めて

きている。

しかし,ご み発電は発電効率が低いという

問題点がある。これを解決するため,清 掃工

場にガスター ビンを設置 して複合サイクルを

組むことにより,総 合発電効率を向上 させ る

ことが考えられる。

そこで,平 成3年 度よ り通商産業省石油部

精製課の 「高効率石油エネルギー供給システ

ム適用 モデル調査事業」の一環 として(財)石

油産業活性化センター(PEC)か らの委託

により,当 研究所でこのシステムの調査を実

施 した。その結果,こ のシステムは 「スーパ

一 ごみ発電」として広 く知 られるようになり,

すでに実用化の検討がなされている。

今回,こ の調査の一環 として海外調査 を実

施 したので主要訪問先の概要 を報告す る。な

お,海 外調査は,平 成4年 度は欧州を,平 成

5年 度は米国を調査 した。

2.調 査の目的と調査項 目
噛

今回のごみ発電の海外調査の目的は,「石油

活用型ガスタービン複合 ごみ焼却発電 システ

ムの実用化調査」に役立つ海外情報の入手で

ある。具体的な調査項 目は,次 の4項 目に整

理 できる。

(1)海 外の清掃工場の実態の把握

(2)海 外でのガスタービン複合 ごみ焼却発電

システムの検討状況の把握

(3)ガ スタービンに関する最新情報の入手

(4)海 外の電力事情(規 制緩和の状況)の 把握

3,調 査 日程 ・訪 問 先 ・調 査 メ ンバ ー

(1)調 査 日程

① 欧 州

平 成5年2月4日 か ら2月16日 ま で の

13日 間

※(財)エ ネルギー総合工学研究所 主管研究員
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② 米 国

平 成5年11月27日 か ら12月9日 ま で の

13日 間

(2)訪 問 先

① 欧 米 の清 掃 工 場

・ハ ン ブ ル グ市 清 掃 工 場

・MVB(ド イ ツ ハ ンブ ル グ 市)

・マ コマ 清 掃 工 場

・SEMASS(米 国)

・OGDEN(米 国)

② 複 合 ごみ 焼 却 発 電 関 連

・ター ボ テ クニ カ(イ タ リア)

・C .H.GUERNSEY

③ エ ネ ル ギー 関 連

・IEA

・(社)海外電力調査会ワシン トン事務所

・FERC(米 国)

(3)調 査メンバー

欧州,米 国ともに調査委貝会の平田委員長

(芝浦工業大学教授,東 京大学名誉教授)に

団長 としてご参加 いただき,委 員会 メンバー

の団体かち数名参加 していただいた。なお,

当所から事務局 として1名 参加 した。

4調 査 内 容

(1)欧 米の清掃工場の実態について

① ハ ンブルグ市清掃工場

ハンブルグ市清掃工場(MVAIISTEL-

LINGERMOOR)は ハ ングルグ市にある2

か所 の焼却施設のうちの一つである。

ハンブルグ市は100万 トン/年 の ごみを処

理 している。この内,埋 立てが58%で,焼 却

が42%で ある。将来は,リ サイクルを多くし

て埋立て分 を無 くしたいと考 えている。また

ハ ンブルグ市の ごみ質は日本のごみに似てお

り,紙,プ ラスチ ック類が多い感 じが した。

MVAIIの 焼却炉形式はマルチンのス ト

ーカ炉であ り,排 ガス処理装置はフォンロー

ルが製作 している。

MVAIIで は18万 トン/年 のごみ を焼却

してい る。ごみ焼却 の排熱で過熱蒸気(41

bar,370℃)を 発生 して15,000kWの 発電を行

っている。発電電力のうち65%を 販売 してい

る。なお,現状では他の熱利用は行っていない。

MVAIIに おけ る高温腐 食対策 について

は次の通 りである。す なわち,MVAIIの ス

ーパー ヒータの材質はCr-Mo鋼 を採用 して

いる。HC1に よる高温腐食のためスーパー ヒ

ー タ1列 目(最 高温度)の 交換 を3回/年 必

要 としていたが,こ の配列を変更したため現

在は2回/年 に減 じている。

MVAIIで は排ガス規制の強化 に追従 し

て,排 ガス対策のための改良を重ねている。

現在は電気集塵機 と湿式処理を組み合わせて

いる。 また最近ダイオキシン対策のために活

性炭吸着等を付加 した。

なお,見 学の子供達に対 しごみ処理の教育

資料 を用意するなど長い目で見たごみ政策 を

考えていることが うかがえた。

②MVB(MVB[MUllverwertung

BorsigstraBeGmbH])

本清掃工場は家庭(都 市)ご みの焼却を目

的にVKR(VEBAKraftwerkeRuhrAG)

とハンブルグ電力が夫々20%,80%を 出資 し

て設立 した ものである。このようなJVに よる

運営形態 となっているのはハンブルグ市の財

政状態が良 くないからとのことであった。

現在稼働中のMVAIは1960年 に建設 され

た もので,老 朽化のため1994年 に廃止する。

現在建設中の焼却炉は既設のMVAIの 代替
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炉 として1994年1月 に竣工 の予定である。本

工場は32万 トン/年 のごみを処理 している。

処 理 価 格 は,1989～91年 の 契 約 で は1400

DM/ト ンである。

新設焼却炉の仕様は,処理能力:2×21.5ト

ン/時,ご みの計画発熱量6500～9650kJ/kg,

ごみの組成 二家庭 ごみ37～40%,事 務所ごみ

52～40%,粗 大 ごみ8～12%,建 設 廃材2

～4% ,熱 出力57.8MW(熱 供給のみ。発電

は行わない)

本プ ラン トは熱供給は行 うが,ご み発電は

行 わない。(現在稼働中のMVAIも 同様。)そ

の理由について,原 子力の導入による電力需

給の余裕によるものか尋ねたところ,ご み焼

却により発電を行わないのは,原 子力の導入

とは違った観点(anotheraspect)で あり,

焼却する目的は別の有用物質に変えることで

あ り,発 電は効率が悪いとの回答であった。

ごみ処理の目的は,第1は 嵩 を減 らすこと(焼

却減量),第2は リサイクル,第3は 有用物質

の抽出 ・回収であるとのことであった。

(注:上 記は質問に対するDr.ZWAHRの

回答である。極めて先進的な内容であるが,

①ハンブルグ電力の事業 目的は電気と熱の供

給であること(か つ,熱 供給のための配管等

のインフラが既に整備 されていること),②現

在,西 ドイツの電力需給はあまり逼迫 してい

ないこと(ハ ンブルグ電力に関 していえば,

需要の伸びは年率1%程 度)。 それに伴い,近

年,ご み発電プラン トの蒸気条件は発電出力

を優先 していた時代 より緩和する方向にある

こと(=発 電 より信頼性の重視)等,他 の要

因を含めて判断す る必要があ ると考 えられ

る。熱供給のためのインフラが整備 されてい

るならば,本 工場 のように熱供給のみの計画

は 熱 効 率 面 か ら最 も優 れ て い る。 しか しな が

ら,熱 の 搬 送 手 段 が な い場 合 は熱 効 率 は低 い

が,電 気 に 変 換 して搬 送 せ ざ る を得 な い。)

年 間32万 トン を処 理 し た と きの 焼 却 残 津 は

以 下 の とお りで あ り,使 用 で き る もの は可 能

な 限 り使 用 す る。 ス トー カー か らの 灰95,000

トン,鉄10,000ト ン,フ ラ イ ア ッ シュ(石 炭

灰 と同 等 の もの,利 用 可)3,500ト ン,フ ラ イ

ア ッ シ ュ(ダ イ オ キ シ ン含 有)4,500ト ン,30%

HCI5,400ト ン,石 膏3,000ト ン,残 津16,000ト

ン。

本焼却炉か ら発生する350℃,20barの 蒸気

は隣接 のハ ンブルグ電力Tiefstack石 炭火

力発電所からの蒸気供給ラインに接続す る計

画である。(市街地に蒸気 と温水の熱交換所が

ある。)現在稼働中のごみ焼却プラン トは同発

電所か らの温水供給 ラインに接続されて い

る。温水供給系の仕様は往136℃,12bar/戻

40～56℃ であ り,総 延長は約600kmで ある。

なお,冷 房はHCFC,FCKWの 断熱膨脹を

用いて行い,吸 収式ではないとのことであっ

た。

③ マ コマ清掃工場

最近,サ ルディニア島(イ タリア)中 央部

のマコマに,最 新の流動床ごみ焼却炉 を含む

廃棄物処理プラン トが建設された。前処理装

置の工事が若干残 ってお り1992年3月 末完成

の予定である。

マコマ廃棄物処理プラン トの建設の経緯は

次の通 りである。従来サルディニア島中央部

では,廃 棄物は埋立てされた り,カ リア リ市

まで搬送 したり,ま た一部不法処理 された り

していた。 この度,サ ルディニア島中央部の

48市 町村(人 口11万人)が 結成した 「マ コマ

産業組合」はCTIPに 依頼してマ コマ廃棄物
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処 理 プ ラ ン トを建 設 した。

マ コマ 廃 棄 物 処 理 プ ラ ン トは,前 処 理 設 備,

流 動 床 ご み 焼 却 炉(処 理 能 力72ト ン/日),ご

み 発 電 設 備,コ ン ポ ス ト設 備 等 か ら成 る。 廃

棄 物 は都 市 ごみ の よ うな産 業廃 棄 物 を含 み,

分 別 し て有 機 物 を コ ン ポ ス トと し て,他 の 可

燃 物 を焼 却 す る構 成 とな っ て い る。

この 地 方 で も環 境 規 制 が 厳 し く,施 設 が 周

辺 の 景 観 に 対 して あ ま り 目立 た な い よ うに す

る た め の 配 慮 を して い る。ま た,環 境 規 制 や 運

転 面 か ら,ご み 焼 却 炉 と して 流 動 床 炉 を採 用

した。な お,コ ン ポ ス トの マ ー ケ ッ トは あ ま り

期 待 で きな い か も しれ な い との こ とで あ っ た。

ご み 焼 却 に よ り過 熱 蒸 気(11t/h,41bar,

370℃)を 発 生 し て2,000kWの 発 電 を行 う。そ

の50%を 売 電 し て,本 プ ラ ン トの ラ ンニ ン グ

コス トの50%を 賄 う計 画 で あ る。 なお,売 電

価 格 は250リ ラ/kWhで,こ の 地 域 の 電 気 料 金

(160～170リ ラ/kWh)に 対 し高 く設 定 し て

い る。 これ は,イ タ リア の 電 力 事 情 が 厳 しい

た め に,買 電 価 格 を高 く設 定 して い る た め で

あ る。 また,ス ー パ ー ヒー タの 材 質 は ス テ ン

レ ス で24カ 月毎 に 交 換 を予 定 して い る。

④SEMASSPARTNERSHIP

Massachusetts州 のRochesterに あ る,米

国 東 海 岸 の 代 表 的 な大 型 ごみ 焼 却 発 電 設 備 で

あ り,最 近 増 設 を した ば か りで あ り,米 国 の

ごみ 発 電 設備 の 実 態 を把 握 す る た め に 訪 問 し

た 。Massachusettsの 南 東(SouthEastern

Massachusetts)に あ る こ とか らSEMASS

と名 づ け た との こ とで あ る。

本 設 備 は,1988年 にEnergyAnswersCorp,

Albany,NY,等 の5社 の 共 同 出 資 で,ご み

焼 却 量1,900米 トン/日 の 規模 で建 設 され た。

本 年,ご み 焼 却 量3,000米 トン/日 に 増 強 され 、

現在増設装置の最終試運転 を実施中である。

今回の調査では、増設前の実績値につ いての

情報を入手 してまとめた。 また、装置の運転

はメインコン トラクターのBechtel社 が実施

している。

設備設計の考え方は、ごみ焼却熱 を出来る

だけ発電で回収す ること、分別 ごみの再生使

用 を出来るだけ行 うこと等である。

SEMASSプ ラン トのフロー を図一1に 示

す。 ごみ処理は次のステップで処理 される。

収集 されたごみはシュレッダーで6イ ンチ(15

cm)以 下に裁断される。裁断されたごみはベ

ル トコンベアーで運ばれ、途中で電磁石 によ

り、鉄分(全 鉄分の2/3)を 除去 され る。鉄分

を除去されたごみは燃焼炉に投入される。〔ご

み の 発 熱 量 は4,500～5,500Btu/lb(2,

500～3,000kca1/kg)日 本のごみ発熱量 より

若干高め、見た感 じで水分含有量が少 ない〕

軽いごみは炉中に浮遊 して、重いごみは底部

の移動火格子上に落 ち堆積 して燃焼す る。炉

高は82ft(25m)と 高 く設計されてお り、ま允、

炉 内温度は2,000.F(1093℃)で ある。焼却炉

の底部の火格子部分はアル ミニウムの融点を

越えないように、 また未燃の炭素が残 らない

ように工夫されている。残留灰は、鉄分、非

鉄金属(銅 、真鍮、ステンレス、アル ミ等)

とそれ以外の3種 類に分別されている。燃焼

炉か らの排ガスは、燃焼炉の上部の加熱管で

蒸気を加熱し、その蒸気で発電され る。排ガ

スは、 まず生石灰のスプレイ ドライヤー装置

を通 して中和 したのち、電気集塵器(最 新の

3号 機はバグフィルターに変更)に かけ られ、

煙突に導かれる。煙突には、排ガスの常時監

視装置が設置されてお り、測定結果は関連部

署 に報告 されている。電気集塵器 とバグフィ
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SEMASS
SchematiCPrOCeSSDiagram

図一1SEMASSプ ラン トの フロー

ルターか らの集塵灰はセメン トキルンアッシ

ュ と混合 され重金属が溶出しないように固形

化 して埋立て処理 されている。

1913米 トン/日の ごみ処理べ一スでの物質

収支は以下の通 りである。

ごみ エネルギー 〔約76%〕

(1913 (電 力52MW)

埋 立 地 へ の ゴ ミ 〔約10%〕

(処理 不 可 能 物 質63ト./日)

(中和 飛 散 灰 固定 加 工 処 理

141㌧/日)

再 生 物 質 〔約14%〕

(鉄 分84㌧/日)

(非鉄 金 属6ト./日)

(コ ン ク リー ト製 造 用 砕 石

165ト ン/日)

発 電 関 連 に つ い て は 次 の 通 りで あ る 。 蒸 気

条 件 は,蒸 気 量560,0001b/h(254t/h),蒸 気

温 度750.F(400℃),蒸 気 圧 力650psig(45.7

kg/cm2)で あ る。 発 電 量 と所 内 処 理 はつ ぎの

通 りで あ る。1号 機+2号 機 一52MW,3号

機 一25MW,所 内 消 費6～8MWで,残 りを

CommonwealthElectricCo.に 販 売 し て い

る。 現 状 で 〔3号 機 稼 働 前 で 〕 地 元 の電 力 の

9%を 担 って い る。 な お 電 力 会 社 とは27年 の

長 期 契 約 を結 ん で い る。 また,会 社 の収 入 の

1/2は 電 力 の 販 売 収 入 で あ る。な お,加 熱 管 材

質 はInconel(ボ イ ラー 全 水 管 長 の2/3に 使

用)(4年 間 稼 働 して,腐 食 の 徴 候 は 認 め ら れ

な い)で あ る。

⑤OGDENMARTINSYSTEMS,INC.

Floilida州 のTampa市 の 東 方20kmの 所

に あ る,米 国 南 部 の代 表 的 な大 型 ごみ 焼 却 発

電 設 備 で あ り,そ の実 態 を把 握 す るた め に訪

問 した 。本 設 備 はHillsboroughCountyの 所

有 で,OgdenMartinSystems,Inc社(Mar-

tin社 〔本 社:ミ ュ ン ヘ ン〕の 子 会 社)に 施 設

の 設 計 ・建 設 及 び20年 の 運 転 管 理 を委 託 して
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い る。 また,こ の プ ラ ン トは37万 米 トン/年 の

処 理 をCountyに ギ ャ ラ ン テ ィ して い る。

本 設 備 は,1977年 に計 画 され,1985年 に着

工 され,1987年7月 に完 成 した装 置 で,ご み

焼 却 量 は,1,200米 トン/日(400米 トン/日 ×

3)の 規 模 で あ る。

設 備 は,Martin社 の ス トー カ炉 で,ご み 燃

焼 熱 は発 電 に よ り回 収 す る シ ス テ ム で あ る。

OGDENMARTINプ ラ ン トで 処 理 す る 都

市 ごみ は,HillsboroughCountyの 約60万 人

を対 象 と して 収 集 され て い る。 輸 送 手段 は,

主 と して トラ ッ クで あ る。

ごみ は,一 般 家 庭 ごみ で組 成 と して は 紙 が

30～40%で,発 熱 量 は4,300～5,200Btu/lb

(2,400～2,900kcal/kg)で あ る。

OGDENMARTINプ ラ ン トは 、 通 常 の

MARTINの 焼 却 炉 で あ る。 ピ ッ ト(1,000米

トン)か ら,ご み は ごみ ク レー ン で ホ ッパ ー

に投 入 され る。 投 入 され た ご み は,ス トー カ

を徐 々 に 落 下 し なが ら燃 焼 さ れ る。 燃 焼 炉 か

ら の排 ガ ス は,加 熱 管 で 蒸 気 を加 熱 して,排

ガ ス処 理 装 置 に 導 か れ る。 こ の蒸 気 が 発 電 に

使 用 さ れ る。 排 ガ ス は,乾 式 ス ク ラバ ー を 経

た 後,電 気 集 塵 機 で 処 理 され る 。 そ の 後,煙

突(高 さ:63m)か ら大 気 に放 出 され る。

物 質 収 支 は、 都 市 ご み の24%は 灰 分(埋 立

地 〔40km離 れ て い る〕 で処 分)、7%は 鉄 分

(リサ イ クル へ)で あ る 。

発 電 関 連 に お け る,蒸 気 条 件 は 蒸 気 量94,

0001b/h(43t/h),蒸 気 温 度750。F(400℃),

蒸 気 圧 力650psig(45.7kg/cm2)で あ る。 空 冷

復 水 式14段 蒸 気 ター ビ ン(GE)1台 で,30.5

MW発 電 して い る。 地 元 のTampa電 力 に29

MW(料 金2¢/kWh)販 売 して い る。 加 熱 管

材 質 は,T-11〔JIS-G-3462ボ イ ラー 熱 交 換 器

用 合 金 鋼 鋼 管 ク ロム モ リブ デ ン鋼 〕 で あ る。

(7年 間 運 転 して き たが,特 に 腐 食 の 問 題 は

起 きて い な い。 蒸 気,燃 焼 ガ ス の 温 度 管 理 を

十 分 して い る こ とで,問 題 の 発 生 を起 こ して

い な い 。)

運 転 管 理 面 で は,燃 焼 炉 の 温 度 と酸 素 濃 度

を極 め て 高 度 に 管 理 し て い る との こ と で あ

る。 燃 焼 炉 は,2回/年(停 止 日数:5～7

日/回)停 止 す る。 そ の 間 は 燃 焼 炉2炉 の 運

転 とな り,そ の 時 の 発 電 量 は20MWと な る。

ター ビ ンの 定 期 検 査 は,1回/5年 の 開 放 点

検(停 止 期 間:2週 間)と1回/年 の 無 解 放'

点 検 が あ る。

Countyに お け る,ご み のTippingFeeは

56$/米 ト ン で あ る。CountyはOGDEN

MARTIN社 に,運 転 管 理 費 と し て 現 在

20$/米 トン支 払 って い る。 新 た に 埋 立 場 を

整 備 し て,必 要 な 経 費 を 推 定 す る と,

30～40$/米 トン と な る。 な お,ご み の リサ

イ ク ル に は,約150$/米 トン を要 して い る。

(2)複 合 ごみ 発 電

①C.H.Guernsey&Company

米 国 に お い て,最 初 に ガ ス タ ー ビ ン複 合 ご

み発 電 の検 討 を実 施 して,本 件 の 米 国 に お け

る特 許 権(日 本 に は 出願 して い な い)を 有 す

るC.H,Guernsey&Companyと そ の 共

同 出 願 者 で あ るAPPLIEDTHERMAL

SYSTEMS,INC.の 担 当 者 か ら,米 国 の ご み

発 電,ガ ス ター ビ ン複 合 ごみ 発 電 設 備 検 討 に

関 す る情 報 を得 る た め訪 問 した。

C.H.Guernsey&Company社 は,1928

年 に 創 立 され た都 市 工 学 関 連 の コ ンサ ル タ ン

ト会 社 で あ り,創 立 以 来 の顧 客 数600社,手 掛

け た プ ロ ジ ェ ク ト数5,000件 以 上,現 在 の 従 業

員 数180人,売 上 額1,400万$/年 で あ る。
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APPLIEDTHERMALSYSTEMS,

INC.は,1982年 に 創 立 さ れ た,Oklahoma

州Tulsaに 本 社 の あ る 熱 機 関 の 施 工 会 社

で あ り,数 多 くの 熱 機 関(各 種 熱 交 換 器,最

近 特 に ガ ス ター ビ ン の 熱 交 換 器 を数 多 く手 掛

け て い る)を 施 工 して い る。

米 国 の ご み 発 電(Waste-to-Energy)は,

経 済性 の 原 理 に 基 づ い て お り,ご み 処 理 コス

ト(TippingFee)と 電 力会 社 へ の 売 電 価 格 に

よ り,そ の採 用 か ど うか が 決 定 さ れ る。 こ の

ため 当 然 の こ とな が ら,地 域 格 差 が 大 き い。

また,米 国 の ごみ 発 電 の 場 合,ご み 処 理 の

当局,電 力 会 社,蒸 気 の使 用 者,プ ロ ジ ェ ク

トの デベ ロ ッパ の4者 の 利 害 の対 立 が 生 じ る

ことがあり,そ の場合プロジェク トがなかな

か進行 しない。また,ガ スター ビン複合 ごみ

発電設備において も,各 部署の利害が対立す

る場合には,な かなか進 まないことが考 えら

れる。

また,最 近は地域にもよるが,都 市 ごみの

リサイクルへの関心が高まってきてお り,ご

みを焼却 してエネルギー を得 るよりもリサイ

クルプラン トへの注 目もされつつある。

ガスター ビン複合ごみ発電設備の検討結果

は,"ECONOMICSOFCOMBINED

CYCLEWASTE-TO-ENERGY"(ASME

FACT[AMSOCMECHENGFUELS

COMBUSTTECHNOLDIV931-37

lmOEXI▼aAStS

エ ヒほ　にロ　ヤ

鑑

COM8咽 εDCYC匙 εWAS7ε ・τ0・日h匠5竜G[「Ol《G日《鰻

図 一2検 討 モ デ ル の フ ロ ー
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'90])と
,(GASTURBINEWORLD

[NARCH-APRIL'91])に 発 表 さ れ て お

り,t"USP4882903"で 米 国 の 特 許 を取 得 して

い る。

検 討 モ デ ル の フ ロ ー(特 許 に も同 じ フ ロー)

を,図 一2に 示 す 。 す な わ ち,ご み 焼 却 の 排

ガ ス は,焼 却 炉 排 熱 ボ イ ラ を 通 って 排 気 され

る。 ガ ス タ ー ビ ン(燃 料:天 然 ガ ス また は 軽

油)か らの排 ガ ス は,過 熱 器 を通 り,一 部 は

ご み 焼 却 炉 の 燃 焼 用 ガ ス と して 使 用 す る,ま

た一 部 は 熱 回収 ボ イ ラ を通 っ て排 気 さ れ る。

原 料 水 の 一 部 は,ご み 焼 却 炉 の排 熱 ボ イ ラ を

へ て,ガ ス ター ビ ン排 ガ ス に よ る過 熱 器 を通

りスチ ー ム ター ビンへ,一 部 は ガ ス ター ビ ン熱

回収 ボ イ ラ を通 っ たの ち,過 熱 器 を経 て スチ ー

ム ター ビ ンに送 られ,発 電 に使 用 され る。

モ デ ル 調 査 に お け る最 適 な組 み合 わ せ は 次

の よ うに な る。

+ご み 焼 却 炉5基(各100米 トン/日)(合 計500

米 トン/日)

+ご み 焼 却 炉 排 熱 回収 ボ イ ラ5基(蒸 気 量20

t/h)

+ガ ス タ ー ビ ン3基(各4,500kW)(合 計

13,500kW)

十ガ ス ター ビ ン排 熱 回収 過 熱 器1基(蒸 気 量

102t/h,温 度400℃,圧 力45atg)

+ガ ス ター ビ ン排 熱 回 収 ボ イ ラ1基(蒸 気

量14t/h)

十 ス チー ム ター ビ ン1基(22,500kW)

この 場 合 の ガ ス ター ビ ン の 燃 料 は 天 然 ガ ス

(1.25m3/s)で あ る。 蒸 気 の 一 部 は プ ロ セ ス

蒸 気 と して,利 用 し,PURPAの 適 用 を受 け,

電 力 会 社 にAvoidedCostで の 電 力 購 入 義 務

を負 っ て も ら う。

モ デ ル の 経 済 性 の評 価 で は,ニ ュ ー ヨー ク

の よ うに,TippngFeeが 高 く(40$/ト ン以

上),売 電 価 格 も高 い(6¢/kWh)地 域 で は,

十 分 経 済 性 は成 り立 つ が,オ ク ラハ マ の よ う

にTippngFeeが 安 く(20$/ト ン),売 電 価

格 も低 い(4¢/kWh)地 域 で は,天 然 ガ スの

価 格 が い くら安 くて も成 立 し な い。

現 状 で は,実 用 化 の 予 定 は な い。 こ の 理 由

に つ い て は,米 国 の ごみ 発 電 は,蒸 気 条 件 が

す で に優 れ て お り,発 電 効 率 も それ な りに 高

い こ と,ご み の リサ イ クル の動 きが 活 発 に な

っ て お り,ご み 発 電 へ の 関 心 が 少 し低 くな っ

て い る等 が 考 え られ る。

本 モ デ ル が,既 に 米 国 の特 許 を取 得 して お

り(日 本 へ の 出願 は して い な い),こ の よ う な

組 み 合 わせ 技 術 で も,米 国 で は特 許 権 が 成 立

して お り,今 後 注 意 を要 す る。

② ヌ ー ボ ピ ニ オ ネ/タ ー ボ テ ク ニ カ 社

(NUOVOPIGNONE/TURBOTECNICA)

ヌー ボ ピニ オ ネ社 は1842年,当 初 は鋳 造 工

場 と して 操 業 を開 始 し,現 在 で は コ ン プ レ ッ

サ ー,ガ ス ター ビ ン,蒸 気 ター ビ ン,冷 熱 プ

ラ ン ト,石 油 化 学 プ ラ ン ト等 を製 造 して い る。

ガ ス タ ー ビ ン に 関 して は1961年 以 来GEグ ル

ー プ の 一 員 で あ る
。 ター ボ テ クニ カ社 は ヌー

ボ ピニ オ ネ社 の ガ ス ター ビ ン製 造 の 子 会 社 で

あ る。 ガ ス ター ビ ン の 製 品 の 系 列 は24MW機

以 下 が 自社 設 計 で あ り,28～226MW機 はGE

の ラ イセ ンス 生 産 で あ る。

GE系 の ガ ス ター ビ ンの シ ェ ア(世 界)は 約

60%で あ り,ヌ ー ボ ピニ オ ネ社 は8%で あ る。

(ヨ ー ロ ッパ の 他 の 大 手 で あ るAEG社(GE

系)は 約13%,ABB社(非GE系)は 約11%。)

イ タ リア に お け る ごみ 発 電 の コ ンバ イ ン ド

サ イ クル 化 の検 討 に つ い て は,イ タ リア 北 部

のベ ロー ナ と ロー マ の 検 討 が あ り,ベ ロー ナ
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表 一1イ タ リア にお け る複 合 ごみ 発電 の検討

建 設 地 点

焼 却 炉

GT排 気による加熱

タ ー ビ ン

熱消費率(kcal/kwh)

熱供給 な し

熱供 給 あ り

ベ ロー ナ

RDFボ イラ

温 度380℃

圧 力60bar

蒸発量90ト ン/時

445℃,60bar

GT13MW×2台

(型式PGT16)

蒸気22MW×1台

・合計48MW

2920(η=29.45%)

1540(η=55.67%)

ロ ー マ

RDFボ イラ3台 並列 運転

380℃

60bar

90ト ン/時

490℃,60bar

40MW×2台

(型式 フレーム6)

87～88MW×1台

160MW程 度

2600(η=33.1%)

1414(η=60.8%)

に つ い て は 既 に 建 設 中 で あ り,ロ ー マ はFS

(finalstudyphase)を 行 って い る。(表 一1

参 照)ベ ロー ナ の 実 用 化 の フ ロー を図 一3に

示 す 。

イ タ リア 電 力 公 社(ENEL)の 買 電 単 価 は,

ごみ 発 電 は,220リ ラ/kWh(最 大250リ ラ/

kWh),ガ ス 化 プ ラ ン ト(オ イ ル,タ ー ル)117

リラ/kWh,ガ ス 焚 昼 間85～90リ ラ/kWh夜

間35リ ラ/kWhで あ る。

(3)エ ネ ル ギー 関 連

①IEA

IEA(INTERNATIONALENERGY

AGENCY)は,1974年11月 経 済 協 力 開 発 機 構

(OECD)理 事 会 決 定 に よ り 「国際 エ ネ ル ギー

計 画(INTERNATIONALENERGY

PROGRAM)」 の 実 施 機 関 と して 設 立 さ れ た 。

この機関の 目的は,参 加国が石油供給不足の

事態に備 えて,IEP協 定に基づ き,備 蓄 ・需

要抑制,相 互融通等の対応策の策定 を行 うと

ともに,長 期的にはエネルギーの節約,代 替

エネルギーの開発等を行 うとことにより,輸

入石油への依存度の低減を図ることである。

またIEA加 盟国は,OECD加 盟国24ガ 国の

うち,フ ランス,フ ィンラン ド及びアイスラ

ン ドを除 く21力国である。

炭素税 とCO2発 生量の関係に関す るIE

Aマ クロモデル検討結果 は以下の通 りであ

る。OECD地 区とNON-OECD地 区に分けて

検討 した。(NON-OECD地 区はデータ不足の

為OECD地 区 を北アメ リカ地区 とその他の

OECD地 区に分けて検討。)1991年 時点での

10ド ル/bbl課 税でスター トし,2,000年 時点

一67一



①
○。

1

購刷
9

舗匿.●

o.二T

コ ロ

1

嶋.ム

尾 α⊃α幽夷応賦顎飼翼 仙 頃罵

二.0

調■。o●

●.co

"。 工

7魍■.o●

巳

鵬

聰

I

I

c剛圏A「陥
5

一r麿"-r一 レ ー一 一・一

2二.e

引隔,5

」
"

ge 婿

劇

71)o.4

70.a

2墜.4ま

8P

cr巴o越A16

4.9

les.■

一
炉

剛国尾貞L=」」臼而
o咽 《霜 躍9

TU圃∋INA
AVAPCRE

渤
増
σ7二.7

曜 陶 置電幽CUNroc

5劃瞭●nCN.IH

o.i7

o亀 』 。●

o.墓7

9●.●6閥 ■4
.8

5凋L●

9.●

罰随.7●

4.2m.2Pt㎝

/

一
躍⊃《飢▲

～
O。i7

s7M4。 ■

".e

96
9●

0
,翫㎜無監撃

t.o 1co

x。e

閲圃哩醐.一

一
z.3

●42昌.7

iU,7二

●鍋攣

2.3

醐.7
s24.n

●66」

㎜ 閥
」口L論¶四匡

TU追1NA
AGAS

o.onALM

翼圏蒐 ■囚隅闘L

●.ao 増

α鵬 糊E槻
脚戴綴

瓢
ρ曜ntU臨TM匡
κ躍い 」L二」固Nro

2.2

87324.s

2.2

873讃.●

57.2麟

57。2臨

57.28

了

5乳2唱

PgERIsuaATat
α⊃o固略 《了0

6◎.720翼 酬

5。値4.働 醐

oしo

脚 巴蒐㎜
… ▲T6,

Zg2 ●8.94

■rw.ao9.94

魑 。o

働

●■絢β

増

i2s.3

増.6

一
2.2

劇
二」2.3.

二23.●
峠

rt幽尾4.㎜
G創 罵函■己

Pく8ARAl T⊂ ●C,

W⊂KG!H⊃ H`KAL/kG⊃

CASO:MARCIAINa=】NDεNSAZI〔N… 二`A⊃ ・
EN巨RGIACICLO:65.工24.464KCAL/H
POTENZAAIMOFtSi三 丁丁1:22300KW
R5CUPEROTERMIC◎:O.OKW
H巨A'「RAre:2920.38KCAL!KWH

En【SS!ONE-:SSUE

腱εサDESCR1ZIONE-DESCRIPT:ON 口■嘱躍¶ … ■■■.9瞑

TiTOLeoτ:TLE
TRAr「ASEN「rOR.S.U.D臼_COMPRetsORIo
DIV日Rα 関A-BILANCI◎ τER蹴ICO一

coo.乳
し縄5

2 3 4 5 s 7 ● 9!o n 12 13 14

entt..」08

tgoeOi4
竃s16オ718重go:282421τ ε瞠

闇 翼賃3亀 ε

NUσ 》oPignon◎

F:RENZE

璽◎etC竃9扇arsc圏 ●重6ε「電翼t曾● ●。麟N'SOL3937⊥ ノ

LI㎜ ●し㎜

工 2/3
τ

鳳 胴■■■圓巳■■■国■國●『 隔 飼■「■■■P臨9騨■■』●■■■電 ●●t■■■圃圏瞳●馴隔踊 「■望馴■■■胴)
剛●■■■■口陰9●胃 銅■【■躍●9欄■圏●ρ側■■曜・酷 髄■国●口 ■■■■■●■■■■闘■●葡 一

r屡rulSCEIL-REnXtS

05写1TりIfOO碗.慶εPtn己ε08▼

OUEsTOO!Sε0紺0ε ●5τ爵了OESEOU置 τ0じON了EC網16鯉 εC肉0一 了麗重5㎜ 塞鯉0905櫓 「脳覗国巴麗1了Hcngτ εU引剛「90E5

図 一3 ベ ローナ プ ロ ジェ ク ト系統 図



の 原 油 価 格 を30ド ル/bbl(1990年 価 格 べ 一 ス

で)と 想 定 して い るが,最 近 の 下 落傾 向 に よ

りこ れ よ り確 実 に 下 落 す る との 予 測 が 増 え,

2,000～2,005年 で25ド ル/bbl(1990年 べ 一 ス)

説 もあ る。GNP,一 定 の ア ップ 率 見 込 み(全

体 で2.3%)及 び エ ネ ル ギ ー 増 加 率;1.5%

CO2発 生 量;1.1%の ア ッ プ率 を基 準 ケ ー ス

と して 炭 素 税 の み でCO2発 生 増 加 を 抑 え る

為 に は どの 位 の 炭 素 税 が 必 要 か との モ デ ル で

あ る。 モ デ ル の 限 界 で もあ るが,原 油 価 格 の

上 昇 等 に よ りエ ネ ル ギ ー 弾 性 値 が 変 化 す る

が,こ の 点 は 盛 り込 ん で な い 。

炭 素 税 の 試 算 結 果(ド ル/ト ンCARBON)

は 次 の通 りで あ る。 北 ア メ リカ地 区 で は1991

年 か ら,2005年 に 年 率9%で ア ップ して,2005

年 に176に 達 す る。そ の 他 のOECD地 区 で は,

年 率15%で ア ップ して,2005年 に260に 達 す

る。 従 っ て2005年 に は 原 油 価 格 が81ド ル/bbl

に な っ て し ま う とい う シ ョ ッ キ ン グな 話 とな

る。 な お,発 電 所 に お け るガ ス使 用 量 が 増 え

(石油 ・石 炭 消 費 量 を削 減 し)1990年 の シ ェ

ア9%,2005年 の15%シ ェ ア を さ ら に上 回 り,

20%に 達 す るの で は な い か 。(対 基 準 ケ ー ス)

そ の 他 の 情 報 と して,OECD環 境 局 の グ リ

ー ン モデ ル に よ る と化 石 燃 料 か ら他 エ ネ ル ギ

ー 源 へ の シ フ トに よ り電 力 の 延 び3%位
。 石

油 は0%位,石 炭 が6%位LNG4.5%位(但

し設 備 的 に は4.3%の 伸 び しか 可 能 で な い と

予 想 。)

②(社)海 外 電 力調 査 会(JEPIC)ワ シ ン ト

ン事 務 所

(社)海 外 電 力 調 査 会 は,欧 米 の電 力 事 情 を

把 握 す る た め に,昭 和33年 に 電 力 会 社 を会 員

と して 設 立 され た 団体 で あ る。 現 在,港 区 に

本 部 が 置 か れ,海 外 に は,ワ シ ン トン事 務 所,

欧 州 事 務 所 が あ る。

米 国 に お い て,電 気事 業 を営 む 電 気 事 業 者

と公益 事 業 規 制 政 策 法(PURPA)に 基 ず く

認 定 設 備(QualifyingFacilities=QF)所 有

者,卸 売 事 業 の 独 立 系 発 電 事 業 者(Indepen-

dentPowerProducers=IPP)な どの 非 電 気

事 業 者 が あ る。こ こで,QFで い う認 定 設 備 と

は,小 規 模 発 電 設 備(地 熱 バ イ オマ ス,都

市 ご み,そ の 他 再 生 可 能 資 源)及 び コ ー ジ ェ

ネ施 設 で あ る。

米 国 の 電 気事 業 体 制 は 以 下 の 通 りで あ る。

米

国

の
電

気

事

業

体

制

電気事 業 者

私営

共同組合営

公営

連邦営

地方公営等

一 ■ 轟

電気事業者は,電 気エネルギー販売のため

に,発 電 ・送電 ・配電用に使用される施設 を

所有 または運営する会社である。1990年現在,

電気事業者の数は3,241,発 電設備6億8800

万kW,販 売電力量2兆7130億kWh,料 金収入

7180億 ドルである。私営が事業者数の8%に す

ぎないが発電設備,販 売電力量,料 金収入の

77%を 占めている。

非電気事業者の設備比率は,1986年 で3.5%

であったが,1990年 で5.5%と 増加 している。

発電電力量の比率は同様に,4.3%か ら7.7%

になった。非電気事業者の設備容量は,1990

年でコー ジェネが3,282万kW,小 規模発電が
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952万kW,そ の他279万kW合 計 で4,513

万kWで ある。この うち,QFの 設備容量は

3,362万kWで,非 電気事業者 に占め る割合

は,74%で ある。

米国の電力に関す る競争政策の導入状況に

ついては,前 述の とお り,米 国で非電気事業

者の供給が増加 しているのはいかなる理由に

よるものであるか。 これは,米 国では,電 気

事業の競争政策の導入により,発 電の自由化

が進んだことによるものであり,更 に現在,

送電の自由化政策が進められつつあり,今後,

ますます非電気事業者の供給が増加するもの

と見 られる。

競争政策導入の経緯は以下の通 りである。

1978年 カーター政権時代に公益事業規制法

(PURPA)第210条 により,電 力会社に非電

気事業者のQFか らの買い取 りを義務づけた

ことが発端である。QFの 資格要件 をク リア

した発電設備のみが厳 しい規制か ら免除 さ

れ,多 くの州 で導入された競争入札制度によ

り発電市場での競争が展開された。

1992年 エネルギー政策法が成立 し,IPP

が従来公益事業持株会社法(PUHCA)に よ り

電気事業者 としての規制があ り,発 電市場へ

の参入障壁 となっていたが,こ のPUHCAの

適用除外 となる新 しいタイプの発電事業者E

WG(適 用除外発電事業者ExemptWhole-

saleGenerators)が 設け られ,こ れら卸電力

発電事業者によって発電された電力が電気事

業者の送電線 を通 うじて,電 気事業者へ託送

出来るようにす ることを主な狙 いとした連邦

規制委員会(FERC)へ の卸電力託送命令権限

の付与が定め られた。実質的に連邦動力法の

改正につながっている。

競争政策導入の効果は次の通 りである。こ

れらの競争政策の導入により,前 述のとお り

電気事業者は自ら発電設備 を建設するよりは

IPPま たはQFよ り電力を購入するように

なった。購入電力料金の算定にあたっては,

算 定 基 準 が 不 明 解 で あ っ たAVOIDED

COST方 式 より,入 札方式を採用す るところ

が増加 してきている。1991年11月 現在,26州

56の 電気事業者で実施 され,合 計83回,2,100

万kW以 上の入札が行われている。この うち,

20州 では応礼者は非電気事業者に限定された

が,他 の州 では,DSM(DEMANDSIDE

MANAGEMENT)方 策 ま で 含 め た 入 札

(ALL-SOURCESBIDDING)で あった と

いう。

電力の安定供給への影響については,全 米

で北米信頼度協議会(NERC:NorthAmer-

icanElectricReliabilityCouncil)の もとに

9ヵ 所のブロックに分かれて,電 力供給,送

電線設備計画の立案 を行っている。EWGの

送電アクセスの増大は,こ れまで緊急時用の

電力融通 を行 うためために確保 されて きた緊

急時用送電容量 まで電力託送用 として使用 さ

れる可能性がある。 このことは緊急時での電

力の確保が安定供給上の問題 とされる。また,

電力の系統運用に関して電力供給がメッシュ

になっているので,ど この送電線 を経由 して

配電されたかの特定が難 しい。

米国の電力需要の見通 しは,1992年 で最

大 電力(5億4871万kW),年 間電 力量(2兆

9429億kWh)は,2000年 初頭 まで1.7～1。8%

程度の伸びが予想される。今後10年 間に公的

機関,民 間の電源開発予測はいずれ も8000万

～1億kW程 度 に必要 とい う結果 を出 してい

る。

ごみ焼却施設増加の背景は,大 都市におけ
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る埋立処分場の延命化,獲 得難や埋立処分場

所の環境上の問題による中間処理や原料化の

必要性などもあるが,む しろ,第1次 オイル

ショックを契機 としたエネルギー源の見直 し

に よ る公益 事 業規 制 法(PURPA:Public

UtilityRegurationPolicyAct1978年)の

制定によ り売電が可能になったこと,焼 却施

設建設に当たって低金利の連邦工業債が可能

だったことなどが挙げられる。(現在は,連 邦

工業債 の利用は認め られていない。)

ごみ発電の実態 としては,ご み発電は米国

では農産廃棄物,林 業廃棄物,都 市 ごみ発電,

埋立地ガスをまとめてバイオマス発電に分類

されている。1992年2月 現在,農 産廃棄物発

電44.4万kW,林 業廃棄物発電443.2万kW,都

市ごみ発電243.5万kW,埋 立地ガス発電39.6

万kW,合 計770.7万kWで ある。

③FERC(FEDERALENERGY

REGULATORYCOMMISION)

連邦エネルギー規制委員会は,米 国の天然

ガス産業,電 気事業,水 力発電プロジェク ト

及び石油パ イプラインに関す る監督 を行 う

行政庁 であ り,こ れ らの産業 に関す る料金

が適正か否かを監督する権限を有 している。

1977年10月 エネルギー省(DOE:DEPART-

MENTOFENERGY)が 設置されるととも

に,連 邦 動 力 委 員 会(FPC:FEDERAL

POWERCOMMISION)が 廃止 され,そ の所

管事項の中か ら電力 と天然ガス事業の規制に

関する部分がFERCに 移管された。

電気事業 に関 しては,電 気事業者が直接消

費者に小売する部分に関 しては各州のエネル

ギー規制委員会が所管 してお り,FERCは

電気事業者間の卸売 り部分について所管 して

いる。前者が電力の販売量の2/3,後 者が1/3

である。

非電気事業者(主 としてEWG)の 動向に

おいて,QFとEWGの 適格性については,

電気を供給 しようとす る者が,公 益事業規制

政策法(PURPA)の 認定設備(QF)施 設の所

有者 となるか,独 立系卸売電気事業者(IPP)

として公益事業持株会社法(PUHCA)の 適用

除外発電事業者(EWG)に なるかは,み ずか

らの選択による。

QFは,事 業者 としての資格ではな く,連

邦エネルギー規制委員会による資格認定 を受

けた認定施設(小 規模施設,コ ージェネ施設)

を対象にするとの適格性の制限があるのに対

し,IPPと してEWGに なるのはQFほ ど

資格要件が厳 しくないので,今 後増加す る見

込みである。電気事業者が 自らQFに 参加 し

ようとするときには,50%未 満の資本参加が

必要 となる。

資格以外の面 において,建 設費,AVOIDED

COSTの 算定にして も州 ごとにすべて条件が

異なるので,す べ てにおいてEWGの 方が有

利である。

電気事業者のQF,EWGか らの購入につ

いては,QF施 設を地元の電力会社が喜んで

すべて受け入れるか どうかは州によって異な

る。CONECTICUT州 とかNEWYORK州,

CALIFORNIA州 などでは電力会社 とQF側

との間で料金設定を巡って激 しい争いがあっ

た。今後,EWGは,電 気事業者の買電価格

が引下げられても増加する見通 しであり,新

規の供給電力量の うち80～85%を 供給す る見

通 しである。

電気事業者は自分の発電所で電気をつ くる

よりは,調 達 コス トが安いのでEWGか らの

購入を選択す るとみ られる。一方,電 気事業
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者が電気を他か ら購入することにより設備過

剰の負担 を背負 うこともある。NEWYORK

州 がQFか ら購 入す る価格 は9¢/kWhだ

が,自 分の コス トは4¢/kWhと い う例 もあ

る。

QFやEWGか らの電力を購入することに

よる一般顧客への電気料金への影響電気事業

者の トータル コス トに与える影響が小さいの

で,一 概にいえないが,QFやEWGの 参入

による競争 は電気料金 を引下げ る効果があ

る。

1982年 と比べると,電 気料金は現在20～25

%引 下げられている。これは,1980年 代に行

われた石炭火力や原子力への設備投資額が現

在のコス トを押 し上げているものであ り,Q

FやEWGの 参入はこのコス ト高の電気料金

是正につなが るものである。EWGに は,電

気事業者が子会社 まで設立 して参入 してきて

いる。ENRON社,三 菱,BECHTEL社 な ど

が参入 した結果,現 在180社 程である。10年後

には倒産,吸 収合併が行われ,100社 前後に淘

汰されることが予想される。

EWGの 参入により電気の質や信頼度が低

下することはな く,む しろ,供 給の信頼性 を

増す方向にある。現在,FLORIDA州 などに

は,供 給制限(BROWNOUT)が 起 きてい

るが,こ れは,送 電の能力の問題であって,

EWGの 責任ではない。かって,あ る討論会

で電気事業者側からEWGの 参入によって電

気の質が低下す るという意見がだされたこ と

があるが,誰 も支持 した人はいなかった。

EWGは 電気 を売らなければ,事 業 として成

り立たないので,真 剣に良質かつ信頼性の高

い電気 を供給 しようと努力する。これが 自由

競争の真髄である。

ごみ発電の実態は,1978年 の公益事業規制

政策法制定以降,都 市ごみ発電施設は,201施

設,4,143MWがQFの 認定を受けた。1施 設

当た りの平均設備容量は20.6MWで ある。(Q

Fと して認定された既設備容量は,107GW)

なお,認 定 された容量の設備が全て実際に建

設されたものではない。

5.ま と め

今 回の海外調査で,欧 米の清掃工場の実態,

欧米における複合 ごみ発電の進捗状況,ま た,

欧米のエネルギー事情等の各種の情報 を得る

ことが出来た。

特に,米 国では複合 ごみ発電 システムの特

許が取得されており(幸 い,日 本への出願は

なされていない),ま た,イ タ リアでは複合ご

み発電システムの実用化の検討がなされてい

た。いずれに しても,海 外でも未利用エネル

ギー としての都市ごみが見直されている実態

を把握で きた。今後,更 にガスタービン複合

ごみ焼却発電システムの実用化調査 を実施す

ることによ り,ご み発電設備の設置が推進さ

れるこ とが期待 され る。そのようになれば,

将来 「都市 ごみ」が重要 なエネルギー源の一

つ と位置づ け られ るようになると考 え られ

る。
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は じめに

(1)原 子力電源の社会性

原子力電源は 「偏に社会性 を有する技術」

であるという宿命を背負っている。

即ち,核 分裂生成物 とい う潜在的危険性 を

内包しているがために,原 子炉事故が発生す

れば発電所敷地外の周辺公衆に対 し,放 射線

による災害 もしくは障害をもたらす可能性 を

有することか ら,原 子力電源(原 子炉施設)

の設計 ・建設並びに運転管理における技術水

準は,周 辺公衆即 ち地域社会の住民か ら 「許

容 され信頼される技術体系」であることが求

められ る。常に社会 との関連性において,そ

の実現の可否が決定されるという 「偏に社会

性 を有する技術」 なのであ り,水力,火 力等他

の電源の技術体系 とは大 きく異なっている。

,(2)原 子炉技術が達成すべき「洗練 ・高度化」

技術体系自体は,研 究開発段階 を経て実用

化段階に至 ったのちも,機 能 ・性能 レベルの

向上,安 全性の向上,環 境保全陛の向上,コ

ス ト低減の達成,新 規原理の適用によるシス

テムの簡素化,革 新的要素技術の採用 による

快適性の追求等により,時 間的経過に伴い,

「技術は洗練 され,高 度化 されてい く」 とい

うライフサイクルを有 している。概 していえ

ば,第 二次産業革命 ともい うべ き20世紀後半

における 「情報化 ・ハイテ ク化」の進展によ

り,産業技術全体が 「洗練 ・高度化の時代」に

入 っているといえる。21世紀社会においては,

「洗練 ・高度化 されていない技術」は
,社会構

成員の支持がえられず,当 該技術 は市場に入

りえない。即ち,立 地がで きないのである。

我が国では,原 子力電源が導入されてから

まだ30年 程度であ り,定 格運転が漸 く確立 さ

れた段階にあり,「技術の洗練・高度化」はこ

れか らの課題であると考 える。

例 えば,原 子炉技術が達成すべき 「洗練 ・

高度化」の課題 としては,次 のような事項が

挙げられよう。

(i)負 荷追従が容易に可能であること

(ii)安 心 して運転できる原子炉であること

(iii)「人にや さしい」原子炉技術であるこ

と

(iv)廃棄物の処理 ・処分が きちんとできる

こと

(v)重 圧感や煩わ しさがな く,「快適に働け

る」原子炉であること

(3)「 安心 して運転できる原子炉」とは

原子力電源の出力は大 きく,原 子炉事故は
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無論のこと小 さな運転操作上の誤 りを起 して

も,社 会的責任は大きいから,原 子力電源の

運転員にかか るス トレスは強い。 また,放 射

線管理に伴 う重圧感や煩わ しさは,他 の電源

の場合に比べて偉かに大 きい。21世 紀の若い

世代の支持を得 るためには,「安心 して運転で

きる原子炉」,更 には 「快適に働 ける原子炉」

の技術体系にまで,「 技術の洗練・高度化」 を

達成す る必要がある。

ここで,「安心 して運転できる原子炉」の概

念は,ど のようなものであろうか。

「安全な原子炉」と,「安心 して運転できる

原子炉」 とは概念は明 らかに異なっている。

「安全な原子炉」の設計 ・製作のあ り方につ

いては,工 学の対象 として,従 来から大勢の

研究者,学 識経験者により論議がなされてき

たが,運 転員の立場か ら見ての「安心 して運転

できる原子炉」の概念については,本 格的研

究は未だなされていないのではなか ろうか。

「安心 して運転 できる原子炉」の概念には,

原子炉施設の設計 ・製作に係 る分野(ハ ー ド

分野)と,事 業者により制定される社内規則,

規程類によ り権限を与えられ責務を課 された

運転員による運転管理に係 る分野(ソ フ ト分

野)の 両面がある。

後者(ソ フト分野)は,本 来,工 学の対象

にはな り難い分野である。 しか しながら,ソ

フ ト分野を 「システム科学」の対象 として捉

え,論 理的かつ方法論的に欠陥のない合理的

体系を確立する作業であるとするなら,立 派

に 「エネルギーテクノロジー」であるという

ことができる。

本稿エネルギー・テクノロジーの夢 として,

原子炉施設の運転管理 を具体的に担保する第

1次 レベルの文書である「運転操作要領書(運

転操作手順書に同じ)」の作成(記 述)に 当た

っての 「基本通則」のあり方 を立論する由縁

は,こ こにある。

§1.原 子 炉 施 設 の 安 全 確 保 に お け る 「設 計 ・

製 作(ハ ー ド分 野)」 と,「 運 転 管 理(ソ

フ ト分 野)」 の 関 係

(1)急 がれるべき両分野の相互関係の体系的

分析

「技術は,科 学の原理を実現 し,実 用化す

る手段」である。21世 紀社会において,原 子

力技術が広 く社会構成員に支持 されるために

は,エ ネルギー供給 という有用性だけでなく,

安全性の確保,環 境適合性の確保,廃 棄物処

理可能性の立証等多 くの課題 を解決 していか

なければならない。とりわけ,「安全性の確保」

は,原 子炉による災害の防止の見地か ら,人

類の文明社会 における導入 ・実用化の前提条

件 となっている。

「原子炉施設」の安全確保 は,「設計・製作」

に係 る分野(ハ ー ド分野)と,「 運転管理」に

係 る分野(ソ フ ト分野)の 不可分な相互関係

により担保 され るものであることは,「技術

は,科 学の原理を実現 し,実 用化する手段で

ある」 との定義から明らかである。

即 ち,原 子炉施設の 「設計 ・製作」の適否

は,「適切な運転管理」がなされることを前提

として,論 議がなされてお り,逆 に 「運転管

理」の方法 は 「安全確保のため適切な設計 ・

製作」がなされたものであることを前提 とし

て論議がなされているのである。

しか しなが ら,両 分野の相互関係について

体系的分析 と整理は,ま だ十分なされてい る

とはいえず,早 急な対応が望 まれる。

74一



即ち,原 子炉施設の設計 ・製作において,

「適切な運転管理 を可能 とするためには,ど

の範囲 までをハー ド分野で受持つべ きか」に

ついて システム化 されているとはいえない

し,「設計・製作における安全確保のための配

慮事項 との相互関係 における運転管理のあり

方」について基本原則が確立され るには至っ

ていないのである。

(2)「設計・禦作」における運転管理への配慮

原子炉施設の設計 ・製作に当たっては,原

子炉の運転に伴 う安全性を確保するため,「多

重防護の思想に基づ く事故防止対策」が講 じ

られ る。

この多重防護の思想に基づ く事故防止対策

は,4段 構えの体系 となっている。

A.自 然的,社 会的条件に対する配慮

①台風 津波,地 震等原子炉施設が設置さ

れ る地点におけ るいかなる自然的条件 に

対 して も,耐 えられるよう設計す る

②火災,爆 発,航 空機事故等の外部か らの

事故要 因(社 会的条件)に 対 しても,十

分耐えられ るよう設計する

ことが主たる内容 であるが,こ れらの事象

については,す べて設計 ・製作において配慮

すべ きであ り,「運転管理」に依存すべ きもの

ではないことは明らかである。

B.異 常の発生の防止

原子炉施設の運転において,各 施設が所期

の機能 ・性能 を発揮 しして定常な運転状態 を

継続させ るための,設 計 ・製作上の配慮事項

である。機械工学的見地か ら整理 した設計行

為の分野別に述べれば,お よそ次の通 り,

①機能 ・性能設計一一 姜 全余裕のある設計

の採用

②構造 ・強度設計

i)構 造設計i余 裕 をもって機能 ・

性能を発揮できる構造 とす

る

ii自己信頼陛(フ ェイ

ルセーフ,単 一故障基準適

合性等)の 賦与

iii試験,検 査可能性を

賦与する

ii)強 度設計 機械的,熱 的,環 境的

条件(化 学的腐食,放 射線)

によって損傷 しないよう十

分な強度を持たせ る

③計則制御設計

i)運 転制御装置(自 動制御及び手動操

作)を 設置する

の 計測監視装置(核 計装,プ ロセス計

装等)を 取付ける。

iii)誤操作防止インターロックを取付 け

る

C.異 常の拡大,事 故への発展の防止

原子炉施設の運転中において,「 自動制御」

装置による自動修正にもかかわらず,通 常の

運転状態か らずれた 「異常」が発生す ると,

計測監視装置により直ちにその異常は検知 さ

れ,警 報が発信 され,運 転員による 「手動操

作」が督促 され,運 転状態の正常値への復帰

が図られる。 しかし乍 ら,こ のような手動操

作にもかかわらず,異 常が拡大 して事故への

発展が起る場合に備 え,そ の事故への発展を

防止 して原子炉施設を損壊から保護するため

の 「安全保護装置」が各種設けられる。

即ち,「 異常」が発生 したこ との検知 ・警報
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の発信による運転員の 「手動操作」の督促 と,

手動操作による復帰失敗に備 えてのバックア

ップ としての 「安全保護装置」の取付け とい

う,二 段構えによる運転員に対する配慮がな

されることになっている。

この運転員に対す る折角の二段構えの配慮

が,運 転操作において十分活かされ るような

運転操作要領書になっているか どうかについ

て検証 し,そ の方法を確立す ることが本稿の

主たる目的なのである。

④安全保護設計一 各種安全保護装置の設

置

i)異 常の検知 ・警報の発信のため警報

装置を取付 ける

ii)誤 操作,不 適切操作防止(制 御棒引

抜 き阻止等)の ための 「インタロッ

ク」装置 を取付ける

iii)原 子炉施設を事故による損壊か ら保

護するための安全保護装置(安 全弁,

蒸気発生器補助給水系等)を 設置す

る

iv)異 常が発生 し,更 に事故への発展が

明 らかな原子炉施設を運転系列か ら

解列 し,停 止 させ る安全保護 トリッ

プ装置を設置する

v)更 に事故事象が拡大 し,原 子炉全体

の運転の継続が困難となった場合 に

は,運 転員が手動 により全制御棒 を

一斉に挿入 して原子炉を停止 させ る

「原子炉緊急停止装置」を設置する

D.放 射性物質の外部への異常な放出の防止

⑤安全防護設計

万一の事故に備 え,放 射性物質の外部

への異常な放出を抑止するため,EC

CS(非 常用炉心冷却設備),格 納容器

等の 「安全防護設備」を設置する

即 ち,安 全防護設備は,周 辺公衆を原子炉

災害から防護するための設備であって,そ の

作動については完全な 自動的作動が設定 さ

れ,運 転員の関与は事故様相の収束後の運転

モー ドの切換 え等に限定 されるようになって

いる。極めて適切かつ必然的分担関係 という

べ きである。

(3)「適切 な運転管理」による安全性の達成

原子炉施設の運転において確実に安全性を

達成 していくためには,「適切な運転管理」が

なされなければならない。

この 「適切な運転管理」を実現 してい く体

制については,原 子炉設置者,即 ち事業者側

における責務 と,実 際の中央制御室において

直接の運転操作 を担当する運転員における責

務の両面がある。事業者側は運転管理体制の

整備確立,及 び運転員に対す る操作命令 と権

限付与の原典 となる運転操作要領書等関連規

程類の制定の責務 を負っているのであり,運

転員による適切な運転操作に対 して全責任 を

負わなければ ならない。

即ち,「運転員が安心 して運転できる原子

炉」 とすることは,偏 に事業者側の責任なの

である。

§2.「 適切な運転管理」 と 「誤操作からの運

転員の保護」

原子炉の 「適切な運転管理」 を実現するた

めの要件について考察すると,次 のとお り。

①運転操作対象物に対する十分な理解

(i)原 子炉施設の技術的原理及び特性に

ついて十分深 く理解 していること

(ii)多重防護の思想に基づ く事故防止対
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策の体系 を十分理解 していること

(iii)計測制御設計,安 全保護設計及び安

全防護設計 における運転操作への配

慮事項について,十 分理解 している

こと

②原子炉の安全確保 のための 「設計 ・製作

上の配慮事項」との相互関係におけ る「運

転管理の基本原則」が確立されているこ

と

③運転員は運転操作に必要な技能 を十分習

熟 していること

④適切な運転操作 を担保する記述体系によ

る運転操作要領書が制定されていること

更に,誤 操作及び不適切操作か ら運転員を

保護するためには,次 の原則が担保 されなけ

ればならない。

⑤運転操作において,誤 操作や不適切操作

が生 じることのないよう,操 作の指差確

認及び第3者 チェックが行われ ること

⑥運転操作は挙証能力 と再現性が確保 され

るよう,記 録がなされ ること

⑦運転操作はすべて運転操作要領書に記載

されてお り,記 載 されていない操作 を求

め られることがないこと

⑧運転操作による結果は事前にすべて解析

がなされてお り,結 果が未知なる操作又

は不確定なる操作 を求められることがな

いこと

⑨運転員は,常 に高度 に良い状態の意識 と

操作能力の発揮 を求め られるものではな

く,か つ異常発生時及び事故時において

も高度 な知識 と記 憶力による判断操作を

求め られてはな らない

⑩運転操作は,必 ず運転責任者により指揮

命令 され,か つ必要 と認められる場合に

は主任技術者,所 長等により適切な助言

と指揮が与えられるものであること

等

§3.運 転操作要領書の作成基本通則素案

§2に おいて述べ た原子炉の「適切な運転管

理」を実現するための要件を充し,更 に誤操

作及び不適切操作から運転員を保護す るため

の諸原則 を担保す る運転操作要領書の記述体

系には,基 本通則が確立 していなければなら

ない。運転操作要領書の作成基本通則素案 を

別紙1に 示す。

〔別紙1基 本通則案に関する考察〕

①想定 している運転員像

今 回提案 している基本通則案で想定 し要求

している運転貝は,天 才でもな く神童でもな

く,工業高校卒程度以上の学理力 を有する「普

通人」である。従来の運転操作要領書の在 り

方に関す る論議は超一流の大学 を出た社内エ

リー ト(所 長,部 長等)で ある 「優れた頭脳

を有する者」によるものであった。優れた頭

脳 をベースに運転操作要領書の在 り方 を議論

すれば,「 マニュアルで詳細に規定す ること

は,運 転員に煩 しさをもたらすだけで,実 際

の事故時には間に合わない。むしろ,マ ニュ

アルには操作の要点のみを記載 しておき,訓

練により体で覚え込んだ判断操作に委ねた方

がよい。現場 で熟練 した運転員には,こ の方

が適切である。」 ということになる。

この結果は,ど ういうことになるか。エネ

テク ドリーム21(そ の6)「 人事 を尽すための

5つ の"つ ぼ"原 子力電源信頼性向上対策の

体系」表1「 故障 ・トラブル等の原因分類」
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で示 したとお り,全 数1,199件 中,「運転 ・運

転管理 不 良」に起 因す る もの は合 計170件

(14.2%)に 達 してお り,地 域住民の信頼性

獲得に大 きな阻害要因となっているのではな

いだろうか。

原子力電源の運転員に対 しては,火 力電源

の運転員に対する教育 ・訓練において習熟す

べ きとして与える情報に比して,5～10倍 の

情報が与えられているといわれている。逆に

言えば,原 子力電源の運転員は火力電源の運

転員 よ り5～10倍 多 くの技術 的情報 を理解

し,記 憶しておき,そ れ らを運転操作におい

て遺憾な く発揮す ることを求められるという

ことになる。

年間を通 じて,こ のように最高の頭脳の状

態に維持す ることは,天 才か神童でなければ

不可能 である。体調の好 ・不調 もあり,風 邪

をひ くこともあり,精 神的に落込むこともあ

り,二 日酔いの 日もあろう。今回提案 してい

る基本通則素案で想定 している運転員は,実

は この ような人生 を喜怒哀楽の中で生 きる

「普通人」なのである。普通人が普段のとお

り操作すれば人為的 ミスは必ず排除され,安

全確保上適切な運転操作が担保 されるもので

なければならない と考える。

②原子炉安全 レベルの確認評価

原子炉施設における異常 ・故障,各 種事故

の発生時等において,「当該事象が多重防護の

思想に基づ く事故防止対策上いかなるレベル

の事象に該 当す るか」については,時 間遅れ

な く評価確認 を行 い,操 作の適切性 を確保 し

なければならない。事象収束後1～2ケ 月経

過 したのちの評価は,当 該事象に対する操作

の適切性の確保には役に立たない。

一方,原 子力電源の立地に当たっては,「多

重防護の思想に基づ く事故防止対策 を実施 し

ているので,放 射能を外部に放 出す ることは

ないから,安 全である。」との説明を,地 域住

民に対 して従来から強 く行ってきている。そ

うであれば,実 際の原子力電源(原 子炉施設)

の運転管理に当たっては,第1に この事故防

止対策の有効性 を実証 してい くべ きと考 え

る。だが,事 実は異なっている。

これまでの原子力電源における異常 ・事障

や機器の損壊事故等に関す る対外発表文 を見

れば,多 重防護の事故防止対策の有効性の見

地か らの評価は少ないのである。地域住民か

らすれば,当 該事象が原子炉の安全性確保上

いかなるレベルの事象であるのか知 らされな

いわけであるか ら,適 切 な理解が生 じること

は難 しいと思われ る。

今 回提案 している基本通則素案では,第11

項(原 子炉安全 レベルの確認評価)に おいて,

当該事象に係 る 「原子炉安全レベルの評価の

基準」について,多 重防護の思想に基づ く事

故防止対策の体系 との整合性を保つ との見地

か ら,次 のような各 レベルの基準 を提案 して

いる。 、

「安全レベル1の 維持」

安全保護装置の作動に至 らずに,当 該事

象が収束し,通 常の場合運転再開が可能

なとき

「安全レベル2の 維持」

安全保護装置の作動により,当 該事象が

収束 したとき

「安全レベル3の 維持」

安全防護設備の作動により,当 該事象が

収束 したとき

「安全レベル4以 上の事象」
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安全防護設備の作動に もかかわらず,放

射能の外部への異常 な放出があったとき

当該事象に係る「原子炉安全 レベルの維持」

につ いての評価確認は,安 全保護装置,安 全

防護設備の作動状況に加え,外 部への放射能

の放出状況に関する常時監視のデータ結果の

組合せ によ り 「時間遅れな く」判断されなけ

ればならないのである。

§4.各 原子炉施設で発生する異常,故 障,事

故の体系的整理 と対応操作要領の用意

の可能性 について

①各原子炉施設で発生す る可能性のある異

常,故 障,事 故のモー ドは,当 該施設を構成

する部品,機 械要素,又 はサブシステム毎に,

発生す る可能性のある異常事象 を分析整理す

ることにより,リ ス トア ップすることが可能

である。

② この分析整理作業の結果 に基づいて,各

故障モー ドに対応する 「警報発生時の対応操

作要領書」等をメニューと して リス トアップ

することが可能である。

参考1及 び参考2に,そ れ らの事例を示す。

あれば,原 子炉の運転における安全確保は必

ず達成できる。

原子炉技術は現在,開 発実用化の段階か ら

「洗練 ・高度化の段階」 を迎 えようとしてい

る。既に,原 子炉施設の設計 ・製作における

配慮事項(ハ ー ド分野)に おいては十分な高

度化 を達成しているのであるから,残 りは原

子炉施設の運転管理(メ インテナ ンス を含

む。)に 係 る事項(ソ フ ト分野)に おける 「洗

練 ・高度化」である。

今 まで述べ たところにより,原 子炉施設の

適切 な運転管理 を担保す る方法は明 らか とな

った。本稿で提案 した 「原子炉施設運転操作

要領書の作成基本通則素案」は,文 字 どおり

素案であるので,今 後関係者各位 における検

討 ・充実,修 正を期待するとともに,各 原子

炉の運転操作要領書が各事業者による基本通

則に基づいて早急に改訂充実されることを期

待 したい。

原子力電源は人智により地上に創 り出 した

ものであるから,運 転操作要領書作成基本通

則もまた人智により制定す ることが可能であ

る。人事 を尽せば原子力電源における人為的

ミスを限 りな くzeroに 近づけるためのテ ク

ノロジー を確立することは十分可能な夢なの

である。

§5.む す び

運転員が 「安心 して運転できる原子炉」で
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〔別紙1〕

原子炉施設運転操作要領書の作成基本通則

素案

1.通 則

1.原 子炉施設の運転操作要領書(「運転操

作手順書」と同義語 とする。)の作成に

当たっては,運 転員に対 して未知 なる

操作及び不確定 なる操作は一切 させ な

いとの基本原則に立って,原 子炉施設

の運転におけるあらゆる状態を解析 し

た上で,運 転操作のすべてを網羅 して,

体系的かつ包括的に記載しなければな

らない。

2.運 転員による運転操作は,原 則 として

すべて運転操作要領書に規定されてお

り,規 定外操作 を求めてはならない。

3.運 転員に対 しては,原 子炉施設の技術

的原理及び特性についての知識,多 重

防護の思想に基づ く事故防止対策の体

系についての知識が十分与えられてい

なければならない。

また,計 測制御設計,安 全保護設計,

及び安全防護設計における運転操作へ

の配慮事項について,十 分な知識が与

えられていなければなちない。

4.運 転員は,常 に良い状態の意識 と操作

能力の発揮 を求め られ るものではな

く,か つ異常発生時及び事故時におい

て も高度な知識 と記 憶力による判断操

作 を求められてはならない。

5,運 転員は,適 切 な運転操作能力を維持

す るとともに,異 常発生時及び事故時

の操作についてシミュレーターにより

十分な訓練の機会が与 えられなければ

な らない。

II.記 載にあたっての基本的事項

1(対 象 とする運転操作のパター ン)

原子炉施設の平常運転時及び事故運転時並

びに運転停止中におけるすべての 「運転操作

のパター ン」を対象にしなければならない。

(例)① 起動時操作,停 止時操作

②起動前準備操作,停 止後管理操作

③平常運転時操作(燃 焼パ ター ン変

更操作を含む。)

④出力変更操作

⑤試験操作

安全保護装置作動試験,機 能 ・性

能確認試験,負 荷遮断試験,各 測

定試験

⑥原子炉停止中管理操作,定 期点検

時操作,燃 料取替操作

⑦異常 ・故障時操作

⑧各種事故時操作

⑨緊急時操作

等

2(対 象 とする原子炉施設)

当該運転操作パターンにおいて,運 転操

作に関連する原子炉施設のすべ てを対象 と

して,記 載 しなければならない。

3(操 作 目的及び目標値の明示)

各運転操作について,操 作の 目的及び達

成すべ き目標値 を明示 しなければな らな

い 。

4(対 象とする原子炉施設の運転事象)

当該運転操作に当たり,事 前に確認すべ

き運転条件,原 子炉施設の各運転状況等に

っ き記載するとともに,運 転操作に伴 う原

子炉施設の運転事象の変化の予測値が記載

されていなければならない。

5(同 時進行関連事象の明示)
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当該パターンにおける一連の操作につ い

ては,関 連する原子炉施設の運転事象が同

時に進行する関連事象として示 さなければ

ならない。

6(安 全確保上遵守すべ き事項並びに禁止事

項の明示)

原子炉施設の安全性確保上重要 な事 項

は,一 連の運転操作において遵守すべ き条

件 として明示するとともに,原 子炉事故防

止の観点か ら運転操作上の禁止事項 として

特に強制す る必要のある事項については,

その旨明示 しなければならない。

(例)原 子炉設置許可申請書本文記載事項

原子炉施設保安規定記載事項

安全保護装置作動条件

安全防護設備作動条件

反応度操作,反 応度停止余裕に係 る

事項

操作前確立条件

等

7h(運 転事象の判定評価方法の明示)

当該運転操作に伴い生 じる原子炉施設の

運転事象の変化について,良 ・不良等 を判

定評価す る方法,基 準値等を明示すること

により,異 常 ・故障の発生の有無,次 の運

転操作への移行の可 ・不可並びに安全性確

保の確認ができるように しておかなければ

ならない。

8(異 常 ・故障発生時の操作)

運転操作に伴い,又 は運転中に発生す る

恐れのある異常 ・故障を明記 し,こ れ らの

事象が発生 した場合における対応操作につ

いても,派 生事項 として記載用意 しておか

なければならない。

9(各 種事故発生時の操作)

各原子炉施設の損壊等運転操作に伴 い,

又は運転中に発生する恐れのある各種事故

を明記 し,こ れらの事象が発生 した場合 に

おける対応操作についても,事 故時操作 と

して記載用意 しておかなければならない。

10(原 子炉事故発生時の操作)

外部に放射能 を放 出す る恐れのある原子

炉事故が発生 した場合 における対応操作に

ついても,緊 急時操作 として記載用意 して

おかなければならない。

11(原 子炉安全レベルの確認評価)

異常故障,各 種事故の発生時において,

当該事象に係る原子炉安全 レベルの維持 に

つき,時 間遅れな く評価確認できるよう,

関連す る運転状態値及びその評価の基準に

つき,示 しておかなければならない。

(参考例)案

安全レベル1の 維持:安 全保護装置の作動 に

至 らずに,当 該事象が

収束 し通常の場合運転

再開が可能なとき

安全 レベル2の 維持:安 全保護装置の作動に

より,当 該事象が収束

したとき

安全 レベル3の 維持:安 全防護設備の作動に

より,当 該事象が収束

したとき

12(運 転操作の対象 となる原子炉施設の概要

の明示)

当該運転操作の対象 となる各原子炉施設

の発揮すべ き機能 ・性能,並 びに寸法,構

造等重要な事項を明示 しておかなければな

らない。

13(安 全保護装置及び安全 防護設備の概要の

明示)
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運転操作における安全性確保の拠所を与

えるため,次 の事項 を記載 しておかなけれ

ばならない。

① 各原子炉施設 を損壊等から保護するた

めの安全保護装置について,そ の機能 ・

性能,作 動条件,構 造 ・寸法,作 動特 性

等重要な事項を明示 しておかなければな

らない。

(例)ANN

安全弁,逃 し弁,タ ー ビンバイパス

系等

トリップインターロック,起 動イン

ター ロック

プラン トインター ロック等

② 放射能の外部への放出を抑制 して,運

転員及び周辺公衆を放射線災害から防護

す るための安全防護設備 について,そ の

機能 ・性能 ・作動条件,構 造 ・寸法,作

動特性等重要な事項を明示 しておかなけ

ればならない。

(例)ECCS

格納容器 等

14(記 載の方法)

① 運転操作要領書の各部の記載は,単 な

る文章記述 としてではな く,図 形,表,

説明図等 を利用 して,十 分 な関連事項を

配置 したものであ り,か つ派生事項につ

いてはIndexを 付 して記載箇所 を明示

するもの とする。

② 運転操作要領書の表現方法,運 転員の

操作作業量及び作業性については,人 間

工学的見地から見て最適の ものであ り,

かつ誤操作 を防止するものでなければな

らない。

15(運 転操作の妥当性の検証 と誤操作の防止)

① 各運転操作について,原 子炉システム

解析モデル,過 渡応答解析 モデル等電子

計算機 を利用 した シミュ レー シ ョン解

析,過 去の運転実績等により,炉 の特性

を十分解析,検 討 して,そ の妥当性が検

証 されていなければならない。

② 運転員による誤操作の発生を防止する

ため,禁 止す る事項,特 に注意すべ き事

項等について,明 示 しておかなければな

らない。

16(通 報,指 揮命令体制の明示)

異常 ・故障発生時,各 種事故発生時並び

に原子炉事故発生緊急時における所内及び

外部への通報,並 びに指揮命令体制を明示

しておかなければならない。

17(法 令 との関係)

法令における報告義務,遵 守義務 のある

事項,原 子炉施設保安規安,電 気工作物保

安規程及び関係社内規程等により,遵 守義

務のある事項については,法 令遵守の観点

から,そ の旨明示 してお くものとする。

また,地 方公共団体 との協定に係 る事項に

いても,これに準 じて考慮するものとする。

III.文 書の体系

運転操作要領に関連する文書の体系は,付

表1に 示す とお りとす る。
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〔付 琴1〕 運転操作要領 に関連 する文書の体系

(1>法令上の要求事項及び行政庁通達事項

原子炉施設保安規定,

電気工作物保安規程,

その他消防法等要求規定

(2)自主保安上 の要求事
社内安全委員会及び発電所保安運

営委貝会指示事項

(3)運転操作上の基本的方針 運転操作要綱

(4)運転操作要領書正本(運転操作手順書)

運転操作要領書(主 システム用)

現場盤運転操作要領書

(サブシステム用)

(5)同上携帯用(必 要 に応 じ) 縮刷版又は関連頁抜刷版
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〔参考1〕 各原子炉施設における故障モー ドの分析例

系 統 名 原子炉再循環系

設 備 名 原子炉再循環ポンプ

構 成 要 素

異 常 、事 象

故 障 モ ー ド 備 考
疲

労

腐

食

摩

耗

溶
接
割
れ

締
付
不
良

異
物
混
入

過
大
荷
重

変

質

絶
縁
低
下

断

線

そ

の

他

インペ ラ ○ ○ ○ ○ ○ 振動,機 能低下

シ ャ フ ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ 振動,機 能低下

メカニ カル シー ル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 振動,温 度上 昇,漏 洩(一 次水)

軸 受 ・ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 振動,機 能低下

カ ップ リン グ ○ ○ ○ ○ 振動,機 能低下

ケー シン グ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 振動,漏 洩(一 次水),機 能 低下

ボ ル ト,ナ ッ ト ○ ○ ○ ○ 振動,漏 洩(一次水,RCW),機 能低下

ガ ス ケ ッ ト,パ ッ キ ン ○ ○ ○ 漏洩(RCW)

冷却器 ○ ○ ○ ○ 漏 洩(一 次水)

〔参考2〕 各原子炉施設における故障,事 故時対応操作要領書の分類例

系 統 名 原子炉再循環系

設 備 名 原子炉再循環ポンプ

故 障 モ ー ド 故障,事 故時操作要領書 警報発生時の措置要領書 備 考

振 動 再循環ポンプ軸振動大 ポンプ電動機振動大

メカニカルシール温度上昇 ポ ンプ 第1段 シー ル異常

、

ポ ンプ 第2段 シー ル漏 洩大

ポンプ電動機温度高

一次水漏洩
ドライ ウェ ル ドレン量増 大 プロセス水放射線高

小破断 RCWサ ー ジタ ンク水 位

RCW漏 洩 RCW漏 洩 ポンプシール冷却水流量低

ドライ ウェ ル ドレ ン量増 大

ポンプ電動機温度高

機能低下 再 循環 ポ ンプ1台 ト リップ 再循 環 ポ ンプ トリップ
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研究所の うごき
(平成6年1月1日 ～3月31日)

◇ 理事会開催

第38回(臨 時)理 事会

日 時:2月10日(木)13:00～13:20

場 所:新 橋SYビ ル7階 会議 室

議 題:

第一 号議 案 平 成5年 度 運営 費借 入金 限度

額 の増 額 にっ いて(案)

第39回 理事会

日 時:3月18日(金)12:00～13:00

場 所 二経団連会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議案 平成5年 度事業計画および収

支予算(一 部補正)な らびに

平成6年 度事業計画および収

支予算(案)に ついて

第二号議案 平成6年 度運営費の借入につ

いて

第三号議案 理事および監事の選任につい

て

第四号議案 退任常勤役員に対し慰労金の

贈呈について
一 理事の改選

(退任理事)

常務理事 柴田誠一

(新任理事)

常務理事 相馬昭典

◇ 第39回 企画委員会

日 時:2月10日(木)10:00・-13:00

場 所:新 橋SYビ ル7階 会 議室

議 題 二

1.最 近 の事業概 要 お よび 中長期 ビジ ョンの

推 進状 況 につ いて

2.今 年度 の 自主事 業 につ いて

3.新 水素 エ ネル ギー実 証研 究 セ ン ター につ

いて

4.そ の他

◇ 月例研究会

第110回 月例研 究会

日 時:1月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.総 合 エネ ル ギー 調査 会総 合部 会 基本 政策

小 委貝 会 中間報 告 につ いて

(通商産 業 省資源 エ ネル ギー庁 長 官官 房企

画 調査 課 計 画調整 班長 渕 上善 弘 氏)

2.電 気 自動車 普 及の ため の イン フ ラ整備 に

つ い ての モデ ル事業

(主任研 究 員 植村 卓 司)

第111回 月例研 究 会

日 時 二2月25日(金)14=00～16:00

場 所:霞 山会館 まつ ・たけ

議 題:

1.平 成6年 度エ ネ ルギー 関連予 算 の概 要

(通商産 業 省資源 エ ネル ギー庁 公益 事 業部

計 画課 技術班 長 吉 岡 賢治氏)

2.発 電 シ ステ ムの社 会 コス ト(環 境 外 部 コ

ス ト)

(主任研 究 員 谷 口武俊)

◇ 財務委員会

日 時:2月1日(火)13:00-・13:30

場 所:経 団連 会館(11階)1104号 室

議 題:

1.最 近 の 当研 究所 の事 業概 要 につ い て

2.最 近 の収 支状 況 につ い て

3.借 入金 限度額 の 増額 につ いて

第112回 月例研 究会

日 時:3月25日(金)14:00--16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.新 水素 エ ネ ル ギー 実証研 究 につ い て

(新水素 エ ネ ルギー 実証研 究 セ ン ター 副 主

席研 究 員 兼プ ロジェ ク トマ ネー ジャー

浅 見 直人)
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2.放 射性廃棄物の一般廃棄物に対する相対

的有害度評価

(研究員 羽田野祐子)

◇ 主なできごと

1月10日(月)・ 第2回 地 層処分 研究 委員 会 開催

12日(水)・ 第2回 高効率LNG複 合 発電 シ
～

13日(木)
ス テム調査 ワー キン グ

12日(水)・ 第9回 エ ネル ギー需 給 に関す る

～

14日(金) 検討委員会開催

13日(木)・ 第1回 重質 油分解 技 術検 討会 開

催

14日(金)・ 第1回 分解 軽油 の利 用拡 大 に伴

うA重 油 品質 のあ り方 に関す る

調査WG開 催

17日(月)・ 第5回 原子 炉総合 数値 解析 シ ス

テム実 用化検 討委 員会 開催

18日(火)・ 第2回 含 酸素 燃料 に関す る調査

委員 会 開催

・第1回 デ ィーゼ ル燃料 の 品質 お

よびデ ィー ゼル エ ンジ ン排 ガス

対 策 技術 の 動 向 に 関 す る調 査

ワー キン グ グルー プ 開催

19日(水)・ 第2回 次世代 ハ ウ スエ ネル ギー

供 給 利用 シス テムの研 究専 門委

員会

・第2回TRU廃 棄物処 分 に関 す

る調査 検 討委 員会 開催

21日(金)・ 第1回 大 型 メタノー ルエ ン ジン

発 電 プ ラ ン トに 関す る技術 開 発

課 題 調査検 討 会

・第2回 自動 車 用CGTハ イ ブ

リッ ドシス テム検 討委 員会

・第1回 デ ィー ゼ ル燃料 の 品質 お

よび デ ィーゼ ル エ ンジ ン排 ガ ス

対 策 技術 の動 向 に関す る調 査 ・

海 外調 査 打合せ 開催

24日(月)・ 第3回FBR新 技 術 フ ィー ジ ビ

リテ ィス タデ ィ調 査検 討委 員会

開 催

・第10回 エ ネ ルギー 需給 に関 す る

検 討委 員会 開催

25日(火)・ 第3回 含 酸素 燃料 に関 す る調査

分 科会 開催

・第1回 新水 素 エネ ル ギー基礎 研

究推進委員会幹事会開催

26日(水)・ 第3回 石炭層ガス調査委員会開

催
・第6回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査分科会開催

27日(木)・ 第2回 メタノール火力発電所の

環境影響評価実証調査委員会

31日(月)・ 第5回 エネルギー一一lk境予測検討

委員会開催

2月1日(火)・ 第2回 高度負荷集中制御システ

ム検討委員会 ・システム分科会

・第2回 重質油分解技術検討会開

催

2日(水)・ 第2回 ディーゼル燃料の品質お

よびディーゼルエンジン排ガス

対策技術の動向に関する調査

ワーキンググループ開催
・第1回 小規模燃焼機器に係わる

ばい煙低減技術調査委員会開催
・第3回 分散型新発電技術実用化

実証研究に関する調査委員会 ・

幹事会

3日(木)・ 第3回 地球環境保全型化石エネ

ルギー技術 と炭酸ガス回収技術

調査委員会開催
・第5回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査手続分科会開催

4日(金)・ 第3回 石炭技術に係わる技術

データ検索及び研究設備の体系

化調査研究委貝会開催
・第2回 高度負荷集中制御システ

ム検討委貝会 ・ロー ドマネジメ

ント分科会

8日(火)・ 第3回 エネルギー環境予測検討

委員会開催
・第1回WE-NETサ ブタスク

3全体システム概念設計一安全

対策 ・評価技術委員会

9日(水)・ 第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査再利用分科会開催
・第6回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会開催

10日(木)・ 第5回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

用化調査分科会開催
・第3回 都市エネルギーセンター
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2月14日(月)

15日(火)

16日(水)

17日(木)

18日(金)

21日(月)

22日(火)

2月23日(水)

導入にかかわる調査 ・検討ワー

キング ・グループ
・第6回 軽水炉技術開発の方向に

関する調査委員会開催
・第3回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査W/G開 催

・第2回 分散型新発電技術実用化

実証研究に関する調査委員会
・第7回 非在来型天然ガス調査分

科会開催
・第2回 自動車用メタノール燃料

に関する調査小委員会WG開 催
・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査物量等分科会開催
・第1回WE-NETサ ブタスク

9革 新的 ・先導的技術に関する

調査 ・研究委員会
・第3回 高効率LNG複 合発電シ

ステム調査ワーキング

・第2回 高度負荷集中制御システ

ム検討委員会 ・専門部会
・第3回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

用化調査委員会開催
・第1回 発電用新型炉プルトニウ

ム等利用方策開発調査委員会開

催
・第4回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委貝会開催

・第12回原子炉安全数値解析高度

化委貝会開催
・第7回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委貝会開催
・第3回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査委貝会開催
・第3回 既設火力発電所の高効率

化可能性調査検討会
・第2回 大型メタノールエンジン

発電プラントに関する技術開発

課題調査検討会
・第7回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査分科会開催
・第3回 メタノール火力発電所の

環境影響評価実証調査ワーキン

ググループ

24日(木)

25日(金)

28日(月)

3月1日(火)

2日(水)

3日(木)

5

4日(金)

4日(金)

7日(月)

8日(火)

9日(水)

10日(木)

・第6回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査手続分科会開催
・新水素エネルギー実証ラボラト

リー見学会開催(共 催)
・第1回WE-NETサ ブタスク

1総合評価 と開発計画のための

調査 ・研究委貝会
・第8回 高効率発電技術調査委員

会
・第4回 自動車用メタノール燃料

に関する調査WG開 催
・第2回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査WG開 催
・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委員会開催
・第3回 ディーゼル燃料の品質お

よびディーゼルエンジン排ガス

対策技術の動向に関する調査W

G開 催
・第11回エネルギー需給に関する

検討委員会開催
・第4回 高効率発電技術調査 ・A

-PFBC発 電システム調査検

討会
・第4回 含酸素燃料に関する調査

分科会開催
・第4回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査W/G開 催
・第3回 地層処分研究委員会開催

・第8回 非在来型天然ガス調査分

科会開催
・第5回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査分科会開催
・第5回 自動車用メタノール燃料

に関する調査WG開 催
・第4回FBR新 技術フィージビ

リティスタディ調査検討委員会

開催
・第2回 小規模燃焼機器に係わる

ばい煙低減技術調査委員会開催
・第2回 新水素エネルギー基礎

研究推進委員会幹事会開催
・第3回 自動車用CGTハ イブ

リッドシステム検討委員会
・第4回 都市エネルギーセンター
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導入にかかわる調査 ・検討ワー

キング・グループ

3月11日(金)・ 第4回 分散型新発電技術実用化

実証研究に関する調査委員会 ・

幹事会
・第3回 次世代ハウスエネルギー

供給利用システムの研究専門委

員会
・第3回 高度負荷集中制御システ

ム検討委員会 ・ロー ドマネジメ

ント分科会

・第4回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査委員会開催

14日(月)・ 第3回 メタノール火力発電所の

環境影響評価実証調査委員会
・埼玉県東部清掃組合第一工場の

建設状況報告及び見学会
・第3回 含酸素燃料に関する調査

委員会開催
・第3回 自動車用メタノール燃料

に関する調査小委員会WG開 催

15日(火)・ 第3回 高度負荷集中制御システ

ム検討委貝会 ・システム分科会

・第8回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会開催

17日(木)・ 第3回 非在来型天然ガス調査委

員会開催
・第2回 高効率廃棄物発電技術開

発 ・最適 トータルシステム委員

会
・第2回 新水素エネルギー基礎研

究推進委員会開催

18日(金)・ 第4回 地球環境保全型化石エネ

ルギー技術 と炭酸ガス回収技術

調査委員会開催
・第3回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査委員会開催
・石炭技術に係わる技術デγタ検

索及び研究設備の体系化調査研

究委貝会開催

22日(火)・ 第1回 原子力発電の国際展開に

関する懇談会開催
・第3回 大型メタノールエンジン

発電プラントに関する技術開発

課題調査検討会

・第3回 高度 負荷 集 中制御 シス テ

ム検討 委員 会 ・専 門部会

3月23日(水)・ 第9回 高効率 発 電技 術調 査委 貝

会

・第2回WE-NETサ ブ タス ク

3全 体 システ ム概 念 設計 一安 全

対 策 ・評価 技術委 員会

24日(木)・ 第3回 分散 型新 発電 技術 実用 化

実 証研 究 に関す る調 査委 員会

・第4回 既設 火 力発電 所 の高効 率

化 可 能性調 査検 討会

・第5回 地球 環境 か ら見 た総合 的

化 石 燃料サ イ クル分 析評 価 手法

の調査 委 員会 開催

25日(金)・ 第2回WE-NETサ ブ タス ク

9革 新 的 ・先 導的技 術 に関 す る

調査 ・研 究委 員会

28日(月)・ 第2回WE-NETサ ブ タ ス ク

1総 合 評価 と開発 計画 の ため の

調査 ・研究 委 員会

29日(火)・ 第5回FBR新 技術 フ ィー ジ ビ

リテ ィス タデ ィ調査 検討 委 員会

開催

・第2回 高度 負荷 集 中制御 シ ステ

ム検 討委 員会

30日(水)・ 第2回 家庭 用 電力最 適 運用 機器

システ ム検 討 委員会

◇ 人事異動

01月1日 付

(採用)

角 正夫 主管研究員に任命

新水素エネルギー実証ラボラト

リー`こ酉己属

02月1日 付

(採用)

前田 修 主管研究員に任命

新水素エネルギー実証研究セン

ターに配属

(異動)

プロジェクト試験研究部

部長(兼)副 主席研究員 高倉 毅WE
-NETセ ンター準備室長兼務を任命

プロジェクト試験研究部

主管研究員 外川守人WE-NETセ ン
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ター準備室兼務を任命

企画部 ・プロジェクト試験研究部 森信一

郎WE-NETセ ンター準備室兼務を任

命

03月31日 付

(退任)

常務理事 柴田誠一

プロジェクト試験研究部長(兼)企 画部長

栗原史郎(出 向解除)

◇ その他

新水 素 エ ネル ギー シ ンポジ ウム'94の 開催

日 時:平 成6年2月24日(木)

場 所:新 札幌 アー クシ ティ ホテル

◇ 海外出張

(1)黒 沢 厚志 主任 研 究員 は,エ ネ ル ギー シス テ

ム モデ ル開 発動 向調査 のため,1月10日 か ら

1月15日 の問,ア メ リカ合衆 国へ 出 張 した。

(2)板 本 直樹 主任研 究 員 は,高 効 率 廃棄 物発 電

技術 開発(最 適 トー タル システ ムの研 究 に関

す る調査 の ため,1月16日 か ら1月29日 の 間

ア メ リカ合 衆国 へ 出張 した。

(3)福 井康 博 主任研 究 員 は,高 度負荷 集 中制 御

シス テム に関す る調査 の ため,10月30日 か ら

11月14日 の 間,イ ギ リス,フ ラン ス,ス ペ ン

ン,ド イ ツへ 出張 した。

(4)並 木信 夫主 管研 究員 は,メ タノー ル燃料仕

様 に関す る調査 のた め,1月17日 か ら1月27

日の間,ア メ リカ,オ ラ ンダ,ド イツへ 出張

した。

(5)佃 豊 副 主席研 究員 は,環 境調 和型 エ ネル

ギー コ ミュニ テ ィ調査 の ため,1月19日 か ら

1月31日 の 間,ア メ リカ,ド イツ,オ ラ ンダ

スウ ェーデ ンへ 出張 した。

(6)南 雲利 夫主 管研 究員 は,環 境 コス ト動 向調

査 の ため,1月23日 か ら1月30日 の 間,ア メ

リカ合衆 国へ 出張 した。

(7)和 久 英樹 主任研 究 員 は,地 球環 境か ら見 た

総合 的化 石 燃料 サ イ クル分析 評価 手法 の 調査

の ため,1月23日 か ら2月3日 の間,ア メ リ

カ,イ ギ リスへへ 出張 した。

(8)片 山優 久雄 副 主席研 究 員 と加藤 吉伸 主 管研

究員 は,石 炭 ガ ス化複 合発 電 技術 に関 す る海

外 プ ラン ト情 報調 査 の ため,2月5日 か ら3

月2日 の間,ド イ ツ,オ ラン ダ,ア メ リカへ

出張 した。

(9)寺 崎 太二 郎主管 研 究員 は,石 炭 層 ガ ス資源

開発 基礎 調査 の ため2月20日 か ら3月3日 の

間,オ ー ス トラ リアへ 出張 した。
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東京大学工学部システム量子工学科教授 近 藤 駿 介……6

【基調講演②】「化学者から見た21世 紀のエネルギー問題」

働化学品検査協会企画管理部長 北 野 大……17

21世紀社会のエネルギー技術戦略

エネルギー総合工学研究所中長期ビジョン(平 成5年3月 改訂)か ら一

① 中長期 ビジョンの概要について 専務理事 吉 澤 均……31

②原子力の今後の動向と技術戦略 松 井 一 秋……34

③化石燃料の今後の動向 と技術戦略 片 山 優久雄……43

井

本

松

山

堤

④新エネルギーの今後の動向と技術戦略 同 倉

⑤地球環境対策の今後の動向 と技術戦略 佃

*今 回の中長期 ビジョンの改訂に関す る所見

東京大学工学部システム量子工学科教授 秋 山

【特別講演①】「次世代の原子力発電 と核燃料サ イクルの方向」

東京大学工学部 システム量子工学科教授 秋 山

【特別講演②】「21世紀中葉におけるエネルギー技術 ビジョン」
「21世紀の技術 とエネルギービジョン」か ら

東京農工大学工学部機械 システム工学科教授

閉会の挨拶 専務理事

柏 木

吉 澤

(資料)21世 紀の技術 とエネルギー ビジョン報告書概要

1⊥

4

秋

寛

男

毅 ・・・…50

豊 … …57

守 … …67

守 … …73

研究所のうごき

孝 夫 … …92

均 …107

編集後記

108

129

132
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【巻頭言】創造的破壊一変革への挑戦一

資源エネルギー庁長官官房審議官 並 木

【座談会】「新水素エネルギー実証技術開発プロジェクトの進め方について」

佐々木

伊 藤

岡 本

國 松

松 井

浅 見

栗 原

【寄稿】新水素エネルギー実証技術開発計画について 渡 邊

【寄稿】天然ガス検討会LNG分 科会中間報告(案)の 概要について 甲 斐

【調査研究報告】CO2回 収 ・処理技術の システム評価 加賀城

【調査研究報告】 メタンハイ ドレー トに関す る海外の研究開発動向 ……寺 崎

【調査研究報告】大阪電気 自動車コミュニティーシステム事業の現状 …植 村

【海外 出張報告】ベ ラルーシにおける放射能汚染状況 と対策 和 達

【随想】エネテク ドリーム21(そ の6)
「人事 を尽すための5つ の"つ ぼ"原 子力電源信頼性向上対策の体系」

徹 … …1

2
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々
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7
6

彦

昭

實

二

秋

人

郎

治

太

正

郎

司

樹

二

宜

正

眞

敬

一

直

史

昇

宗

俊

太

卓

嘉

与志耶 劫 紀……79

【訪問記】関西電力㈱宮津エネルギー研究所

研究所のうごき

IAE女 性研究貝取材チーム……92
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98

102
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謬野 事 案 内 畢

齢 第12回 エ ネルギ ー総合 工学 シ ンポジ ウム 韓i

◇場

◇参加費

◇問合先

「幕開け したエ ネルギー競 合時代 の技術戦略 」

《基調講演 》

「エネルギー競合時代と規制緩和の動向」

日本開発銀行 理事 山本 貞一 氏

他

《基調報告》
1.本 格化するエネルギー競合時代の構図

エネルギー総合工学研究所専務理事 吉澤 均

2.エ ネル ギー間競合 と外部 コス ト(Externalities)

エ ネル ギー総合工 学研 究所 主任研 究員 谷 口 武俊

《特別講演》
「ごみ発電の推進と自治体サイドの問題」

東京都清掃局工場管理部担当部長 寺川

《パ ネルディスカッシ ョン》

「競合時代 を迎えたエネルギー産業の技術戦略
～勝利者の条件 を求めて～」

(月)

東商ホール 東京商工会議所4階

千代田区丸の内3-3-2

(財)エ ネ ルギー総合 工学研究 所

ftO3-3508-8894

、

‡プログラムをご希望の方は、上記までご連絡 ください。なお、プログラム

の発送は6月 上旬の予定です。

、 ノ
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編集後記

巻 頭 言 は,能 登 勇石 油連 盟専 務理 事 か ら

頂戴 した。 これ か らの大 きな課題 であ る規 制

緩和 につ いて,石 油産 業 に お いては,エ ネル

ギー安 定供 給 の確 保 と両 立す る もの でな けれ

ば な らない との こ所 見 を述べ られて い る。

理事 長 対談 に は,林 政義 原 子力委 員会 委

員 に お願 い した。 林委 員 は 中部電 力副 社長,

動 燃事 業 団,NEDOの 各理事 長 の こ要職 を

歴 任 され てお り,そ の豊 か な ご経験 の 中か ら

これ か らの新 エ ネル ギー と原 子力 に係 わ る諸

問題 につ いて,自 由 にお 話 しい ただ きそ の ご

見識か ら敬服 すべ き数 々の ご意 見 を頂戴 した。

所 外 か らは,総 合 エネ ル ギー 調査 会 総合部

会 基本 政策 小 委員 会 中間報 告 につ い て,渕 上

善 弘 氏(資 源 エ ネル ギー庁)か ら極 め てお 忙

しい 中に も拘 らず ご寄稿 い ただ いた。今 後 の

エ ネル ギー 政 策の 基本理 念 とエネ ル ギー 政策

の 進むべ き方 向 を示 した報 告 で あ るの で,是

非 ご一読 いた だ きた い。

所 内か ら楠 野 貞夫 副 主席 研究 員 には 「セー

フテ ィ・サ イエ ンス国際 会議 に 出席 して」 を,

羽 田野祐 子研 究員 に は 「放 射性 廃棄 物 と非放

射性 有害 廃棄 物 との比較 評 価」 につ い て,松

井一 秋原 プ ロ ジ ェ ク ト試験研 究部 部 長兼新 水

素エ ネ ル ギー 実 証研 究 セ ン ター長 と大久保 憲

一主 任研 究 員 には 「新水 素 エ ネル ギー シ ンポ

ジウム'94概 要 報 告」につ いて,ま た赤 田卓 己

主管研 究 員 には 「ごみ発 電 の高効 率化 に関す

る海 外調査 結 果」 につ いて,そ れ ぞれ 内容 の

あ る報告 を取 りま とめ て いただ い た。 年度 末

で報告 書作 成 の忙 しい時期 に もか か わ らず,

心 よ く執 筆 を引 き受 け られ た こ とに心 か ら深

謝 申し上 げ る。

今 回の エ ネテ ク ドリー ム21は,運 転 員 の立

場 か ら見 て安心 して運転 で きる 「原 子 力電 源

運 転操 作要 領書 の作 成基 本通 則素 案」 作成 に

つ いての提 案 が その 内容 で あ る。

さて,私 が季 報 の編集 に携 わ って か ら本 号

を もって1年 にな る。編 集 に当 って,当 初 は

それ な りの緊張 感が あ ったが,人 間 の性 と し

て時 日と ともにそ れが失 わ れ,心 に 弛 みが 出

る こ とが今 後心 配 であ る。

道元 は,正 法 眼蔵 随聞 記 にお いて法 嗣懐 装

に 対 して明 日な し と言 うこ とを教 え て,『念 々

止 ま らず,日 々遷 流 して無常 迅速 な る こ と眼

前 の道理 な り。 知識経 巻 の教へ を待 つ べか ら

ず。 只 念々 に明 日を期 す るこ とな く,当 日当

時 ばか りを思ふ て,後 日は太 だ不定 な り。 知

り難 ければ,只 今 日ばか り存 命の ほ ど仏道 に

随 はん と思 ふべ きな り。』と説 いて い る。諸 行

無常,念 々 止 ま らない人生 にお いて は,明 日

な きこ とを思 って今 日只今 の 己の仕 事 に全 力

を尽 くす こ とが,大 切 なの では なか ろ うか 。

(石崎 一 夫記)
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